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エッセイ

兵庫県南部地震から 30年
久家慶子

　早朝の強い揺れに驚き，高速道路が倒れ多数の建物が崩壊し，あちらこ

ちらに火災が発生している映像を目にしたあの日々から 30 年．兵庫県南

部地震は，現在における日本の地震学の観測研究ならびに日本地震学会の

活動への大きな転機となりました．

　兵庫県南部地震時，地震に関する情報も，被害に関する情報も，地震動

データを手にすることにも，何もかもに時間と労力がかかっていました．

甚大な災害をもたらしたにもかかわらず，地震の予知はできませんでした．

　兵庫県南部地震後，短期予知から地震の物理的理解へ舵が切られまし

た．良質の地震計データが統一形式で誰でもすぐに使えるようになり，研

究のスピードと質が向上し，互いの解析の検証も可能になりました．デー

タのグローバル化とともに，日本の地震や地下構造が研究対象としてグ

ローバル化しました．地震計や GNSS 観測点の増加は，深部低周波微動

やスロースリップイベント等の発見，余効すべりや粘弾性構造等の理解に

つながっています．兵庫県南部地震前には見えていなかったものが見える

ようになり，地震学に大きな進展をもたらしました．また，震度の自動計測化は，密度の高い迅速

な情報提供を実現しています．

　30 年の成果は，今後の展開に示唆も与えています．地震時だけでなく前後間を含む理解の重要

性が明らかになり，ますます長期間にわたる超広帯域観測が求められます．島嶼部や海域の観測が

課題に思われます．断層の挙動の複雑さが浮き彫りになりましたが，その不均質性は地震の予測を

難しくする一方，その存在が断層の状態を知らせる指標になる可能性を含んでいます．3 次元の断

層幾何や地下構造を取りいれた地震の物理モデルの構築もすすんでいます．

　一方，兵庫県南部地震発生当時，関西に大地震は起きないという誤った常識が社会にあり，日本

地震学会は，地震学の知見を社会に伝えることの重要性を強く認識することとなりました．ビデオ

の作成，広報紙「なゐふる」の発行，記者懇談会，学校教育委員会や強震動委員会の設置，法人化

などを実施しました．これらの活動は，東北地方太平洋沖地震でさらに強化され，現在に至ってい

ます．

　兵庫県南部地震後数年間の日本地震学会ニュースレターには，当時の方々の熱い思いや真摯な活

動の記録が残されています．兵庫県南部地震から 30 年を機に，当時貢献された皆様に敬意を表し

ながら，改めて，地震学の観測研究の課題，地震学と社会との関わり方などについて，よりよい将

来に向けて考えていくことができればと思います．

［くげ　けいこ］
現職　京都大学大学院
理学研究科教授，日本
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士
略歴　東京工業大学理
学部卒業，同　大学院
理工学研究科修士課程
修了，東京大学大学院
理学系研究科博士課程
修了，日本学術振興会
海外特別研究員，京都
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大学院理学研究科准教
授を経て現職
研究分野　地震破壊過
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著書　生き延びるため
の地震学入門（幻冬
舎）など
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1． は じ め に

　兵庫県南部地震の発生は，1960 年代半ばに始
まった日本の地震予知研究に大きな影響を与え
た．同地震を契機に，日本国内の地震学研究の主
要なインフラの 1 つである微小地震の高感度観測
網は大きく進化した．これは，Hi-net に代表され
る基盤的観測網の運用開始により，個別観測点の
性能の向上と観測点総数の飛躍的な増加に加え，
これらのデータをリアルタイムで共有することが
可能になったことで特徴づけられる．その結果，
全国規模で均質で良質な大量の観測データの利用
が可能になり，地震学研究の発展とその質的な変
化に大きく貢献することとなった．Obara（2002）
によるプレート境界の低周波微動の発見と，それ
に続く種々の周波数帯域のイベントの発見が，沈
み込み帯の地震学にパラダイムシフトをもたらし
たとも言えることがその代表的な成果の 1 つであ
る．本稿では，兵庫県南部地震を契機とした日本
の地震観測，特に短周期高感度地震計からなる観
測網の発展と，これによってもたらされた研究の
進展について，その概要について触れる．

2． 兵庫県南部地震に至るまでの地震予知 
（研究）計画の概観

　日本における地震学研究は，1965 年度から
1998 年度まで 7 次にわたって実施された地震予
知（研究）計画およびその後継となる研究計画と
の関係を抜きに語ることはできない．本稿で扱う
高感度地震観測研究も，そのデータ取得のための
インフラを含めて，これらの計画の中で発展して
きたものの 1 つである．ここではまず，これらの
地震予知（研究）計画の中での高感度地震観測に

ついて，測地学審議会によるレビュー（1997）や
平田（2009）による日本の地震予知研究に関する
総説を参照しながら概観する．
　1965 年度から 1968 年度にかけて実施された，
後に第 1 次計画と呼ばれた研究計画は，測地測量
と地震観測を中心とする基礎データを全国的な規
模で収集する体制の構築を目指すものであった．
つづいて 1969 年度から 1973 年度にかけて実施さ
れた第 2 次計画では観測研究の重点的実施のため
の「特定観測地域」や「観測強化地域」が設定さ
れ，それらの地域での微小地震観測（高感度地震
観測）の集約的実施や移動観測班による観測が提
言された．これらのうちの前者をいわゆる常時観
測の，後者を機動観測の，それぞれ源流と捉える
ことができるだろう．
　ひき続いて実施された 1974 年度から 1978 年度
の第 3 次計画では，地震予知観測の強化およびそ
の体制の充実と銘打って前計画で設定された特定
地域での観測の拡充強化や全国の基本的観測の推
進等がなされた．この時期に，各機関の観測セン
ター（たとえば京都大学の場合には阿武山観測所
の理学部附属地震予知観測地域センター）の設置
が進み，常時観測体制と機動的観測体制の整備が
進捗した．第 4 次計画（1979～1983）では，気象
庁，防災科学技術研究所（当時は国立防災科学技
術センター），各大学等の関係機関においてはそ
れぞれのデータセンターへのデータ集中化が進
み，大学も含めて監視観測の一翼を担う観測体制
の充実が図られるとともに，これを側面から支え
る移動観測班による機動観測の技術も充実して
いった．その後の第 5 次計画（1984～1988），お
よび第 6 次計画（1989～1993）の中でも同様の体
制が継続した．常時観測と機動観測の関係につい
ては，常時観測をベースとして，それを補うため
に機動観測を実施するという位置付けが読み取れ

高感度地震観測研究の 30年

大見士朗
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る．そのような状況の中で，第 7 次計画（1994～
1998）を実施中の 1995 年 1 月 17 日に兵庫県南部
地震（M 7.3）が発生した．

3． 兵庫県南部地震までの高感度地震観測

3．1　高感度常時地震観測網とそのデータ処理
　1965 年から始まった地震予知（研究）計画の
中で，微小地震の常時観測網（定常観測網）の整
備が進んだのは，主に第 2 次計画（1969～1973）
および第 3 次計画（1974～1978）の時代である．
この時期に，当初は常時観測であっても遠隔観測
点での現地観測が主流であったものが，テレメー
タ方式により観測記録を観測拠点で集中記録する
技術が発達した．1970 年代後半から 1980 年代に
かけての地震波形データのテレメータ観測の進歩
については卜部（1991）に詳しい．この時期の常
時観測の例として，大学の例として京都大学防災
研究所附属地震災害研究センター阿武山観測所

（当時は京都大学理学部阿武山地震観測所）の例
を，大学以外の例として防災科学技術研究所（当
時は国立防災科学技術センター）の例を紹介する．
　京都大学阿武山観測所の観測網については，伊
藤潔氏の報告（伊藤，2011）に詳しい記載がある．
それによれば，阿武山観測所では地震予知計画の
中で 1974 年に理学部附属地震予知観測地域セン
ターが設置され，翌 1975 年には観測点のテレ
メータ化が行われた．その後，1990 年代前半に
かけてシステムの高性能化がはかられ，兵庫県南
部地震発生前には，各観測点から NTT の 3.4 kHz
帯域専用回線を使用して大阪府高槻市の観測所へ
データを伝送し，サンプリング周波数 200 Hz，ダ
イナミックレンジ 12 ビットの観測データが，い
わゆるスーパーミニコンピュータシステム1）（以
下，スーパーミニコン）に収録されるシステムが
稼働していた．
　また，防災科学技術研究所は，同じく，地震予
知計画の中で，大規模地震対策特別措置法（1978
年制定）等を背景に，1978 年からの 6 ヵ年計画
にて関東・東海地域地殻活動観測網とそのデータ
処理を行う地震前兆解析システムを構築した（浜

田ほか，1982；松村ほか，1988 など）．このシス
テムでは，関東・東海地方に約 50 点の微小地震
等の観測点を設置し，NTT（当時はまだ日本電
信電話公社）の D-1 専用回線を使用して茨城県つ
くば市の防災科学技術研究所に地震波形データや
地殻変動観測データなどがリアルタイム伝送さ
れ，スーパーミニコンと汎用コンピュータからな
るシステムで自動震源決定等の実時間データ処理
をはじめ，多様な観測項目や解析項目を対象とし
たデータ処理等がなされていた．
　当時は，このように，それぞれの機関が独立し
て観測網を運用していたことや，そのデータ
フォーマット等がそれぞれの独自のものであった
こと，さらには長距離のデータ伝送を行うコスト
が大きかったことから，隣接する観測網であって
もリアルタイムでのデータ交換はきわめて困難で
あった．
　ところで，日本国内では，1980 年代半ばから，
UNIX 系 OS を 搭 載 し た 高 性 能 の 国 産 の コ ン
ピュータを入手できるようになってきていた．
UNIX 系 OS は，その優れたソフトウエア開発環
境とネットワーク機能により，インターネットの
発展を支えてきた OS であり，この時期は，いわ
ゆる，日本のインターネットの黎明期にあたる．
地震のテレメータ観測では，地震計を設置する観
測点とデータ処理を担当するサーバ側の双方での
各種の演算処理と，双方の間でデータを交換する
テレメータ機能が必須である．UNIX 系 OS はそ
の双方を担える機能を備えており，この時期には
日本国内でも UNIX 系 OS 上で，地震のテレメー
タ観測のためのソフトウエアの開発が試みられる
ようになっていた．その例として，その後，日本
国内の高感度微小地震観測のデータフォーマット
や伝送手順の事実上の標準となった，当時東京大
学地震研究所で開発の途上であった WIN システ
ム（卜部・束田，1992；卜部，1994 など）がある．
3．2　高感度機動地震観測の動向
　前述のように，機動観測（移動観測）という概
念は第 1 次地震予知研究計画（1965～1968）の時
代から提唱されており，第 4 次計画（1979～1983）
では移動観測班による総合精密観測が提唱されて
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いる．このような中で，複数の大学等が協働して
実施する大規模な合同地震観測の草分けとして位
置づけられるのは 1984 年の長野県西部地震の発
生に伴い実施された合同余震観測であろう（たと
えば，Horiuchi et al., 1992a）．これは同地震の詳
細な理解のためにその余震域において本震発生か
ら約 2 年後の 1986 年 9 月から 10 月にかけて実施
された都合 57 点の観測点からなる稠密な地震観
測であり，東北大学や名古屋大学を始め，当時，
地震予知計画に携わっていた合計 11 大学の研究
者が参加した，いわば All Japan の合同観測であ
る．このシステムでは電話回線や無線を使用した
テレメータ装置で収集したアナログ地震波形デー
タを当時のパソコンに搭載した A/D 変換ボード
でデジタルデータとし，パソコン上でリアルタイ
ムでの震源決定等を行うことができた（Horiuchi 
et al., 1992b）．
　その後，1993 年秋に栃木県日光地域において，
国内の大学・研究機関から延べ人数で約 150 人が
参加して再度大規模な合同地震観測が実施された

（たとえば，長谷川，1994）．この合同観測では，
対象とする約 60 km×60 km の範囲に合計 37 点
のテレメータ観測点を設置し，それらのデータは
無線テレメータや NTT 専用線を用いた有線テレ
メータにより現地の集約局に集められ，分解能
16 ビット，サンプリング周波数 200 Hz で A/D 変
換された後にデータ処理が行われた．この処理装
置は通信回線を介して仙台の東北大学キャンパス
と接続され，仙台から日光現地のシステムのメン
テナンスが可能であるように設計されていた．ま
た，一部の解析処理では開発途上であった WIN
システムが使用されたとの記録もある（たとえ
ば，山本，1994）．これらの合同観測のノウハウ
やコンセプトは，その後の地震予知計画や後継の
計画での合同観測や，大きな地震が発生した際の
緊急余震観測等に引き継がれていった．

4． 兵庫県南部地震とその余震活動の観測

　1995 年 1 月 17 日に兵庫県南部地震が発生した
際，筆者の勤務先であった京都大学防災研究所阿

武山観測所では，稼働中のスーパーミニコンによ
る観測システムは，本震の強震動により停止して
しまい，観測データの収集・解析の継続が不可能
になった．しかしながら，幸いなことに，新しい
データ処理システムを開発中の UNIX 系 OS の計
算機には障害はなかったことから，WIN システ
ムを導入しているこの UNIX 系 OS の計算機シス
テムを，急遽，主たるデータ処理システムとして
稼働させ，観測の継続を図った．これが京都大学
防災研究所での，WIN システムの導入の端緒と
なった．
　当時は現在のような稠密な地震観測網が展開さ
れているわけではなかったため，詳細な地震活動
の把握のためには多数の機材を余震域へ持ち込ん
での臨時観測が必須であったが，前述のように当
時は各機関間でのデータフォーマットや解析シス
テムの互換性はなかったため，複数機関による臨
時の合同観測をどのような形態で行うかについ
て，それぞれの事情を持つ関係機関の間の意見調
整に時間を要することとなった．最終的に，旧来
のスーパーミニコンによるシステムには戻らず，
UNIX 系 OS 上の新しいシステム上に全データを
集約する形態の臨時観測を行うことで意見の一致
をみることができ，いわば，ぶっつけ本番で
WIN システムによるデータ処理が始まった．こ
の合同余震観測では，京都大学の阿武山観測所

（ABU）と東京大学地震研究所の和歌山観測所
（WKY）の常時観測網のデータ，および 27 点の
臨時観測点のデータが京都大学防災研究所本所

（UJI）に集約された（図 1）．ABU や WKY のデー
タは NTT のデジタル専用回線を使用して WIN
フォーマットでデータを UJI に伝送し，臨時観
測点のデータは，NTT の帯域専用線などで UJI
に集約し A/D 変換ののちに WIN フォーマット
に変換し，同じく UJI の UNIX 系 OS 上で稼働す
る解析サーバに収録し，WIN システムによりデー
タ処理が行われた（Hirata et al., 1996）．この臨
時観測システムは本震の 3 日後の 1 月 20 日に臨
時観測点の設置を開始し，1 月 26 日には稼働を
開始した．この観測には全国 11 大学から約 90 名
が参加した．このような，常時観測点のデータに
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多数のオンライン臨時観測点のデータをリアルタ
イムで統合してデータ処理を行うという形態が，
兵庫県南部地震以降の高感度地震計ネットワーク
を用いた合同地震観測のプロトタイプとなった．

5． 兵庫県南部地震以降の高感度地震観測

5．1　基盤的観測網の完成
　兵庫県南部地震による阪神淡路大震災の発生を
受け，1995 年 6 月に地震防災対策特別措置法が
制定された．これにより総理府（当時）に「地震
調査研究推進本部（地震本部）」が設置され，さ
らなる地震調査研究を進めるために「地震に関す
る基盤的調査観測計画（基盤的調査観測）」が定
められ（地震調査研究推進本部，1997），調査研
究項目の 1 つとして陸域における高感度地震計に
よる微小地震観測があげられた．これを実現する
ために，全国的な高感度地震観測施設の整備を防
災科学技術研究所が担当することとなり（平田，
2009；岡田ほか，2000；Okada et al., 2004），Hi-
net ほかの高感度地震観測網の建設が開始され，

気象庁等の観測網と併せ，国による高感度地震観
測のための基盤的観測網が完成をみた．Hi-net の
建設は，1995 年度に開始され，2003 年には全国
で 696 点からなる観測網が稼働を開始した．基盤
的観測網の完成前後の日本国内の地震観測点分布
の比較は，Okada et al.（2004）の Fig. 1 から Fig. 
4 を参照されたい．
　大学の微小地震観測網は地震予知計画の中で地
震活動等の監視観測の一翼を担ってきたが，1997
年の「地震に関する基盤的調査観測計画」の策定
により，監視業務の比重が減少し，従前よりも研
究観測に専念できる環境となった．一方，この計
画には「高感度地震観測網を整備するに当たって
は，可能なかぎり既存の高感度地震観測施設を活
用する」という文言があり，これにより大学の既
存の微小地震観測点も，準基盤観測点として，引
き続き，基盤的観測網の一部を担うこととなった．
　Hi-net や気象庁の観測網で取得されたデータ
は，基本的に公開され，また，必要に応じて大学
等のデータも含めて研究者間で共有されることが
当初から計画されており，データ伝送のための通
信インフラやデータ共有のためのデータフォー
マット等の検討がなされた．
　兵庫県南部地震では，震源域近傍では多くの建
造物が倒壊し，NTT の通信網にも被害が生じた．
このような経験に鑑み，災害時に強い通信インフ
ラが必要という議論から，衛星通信によりデータ
通信を行うシステム（以下，衛星テレメータシス
テムという）の導入が進められた（Urabe et al., 
1998）．これは，災害時に強いという利点のほか
に，NTT 回線等のサービスを受けられない山間
地等でも，通信衛星への視通があればこのシステ
ムは利用可能なことから観測点配置の自由度が増
すと考えられたことも導入の理由の 1 つであっ
た．このシステムは，各大学では観測拠点となる
観測地域センターや観測所用には大容量の通信容
量を持つ送受信局が，個別観測点には比較的小型
の送信専用局が準備された．京都大学では，遠隔
地の拠点となる観測所と宇治キャンパスの防災研
究所本所の間を大容量の送受信局で接続し，一部
の観測点には小型の衛星テレメータシステムを設

図 1　 兵庫県南部地震合同余震観測の観測点配置．
三角形と四角形はそれぞれ京大防災研と東
大地震研の常時観測網の点，黒丸は合同観
測グループにより設置された臨時点を示す．
本震の位置をグレーの丸で示す．筆者作成
による，Hirata et al.（1996）の Fig. 3 の原図
を掲載した



6 ──地震ジャーナル　79 号（2025 年 6 月）

置した．
　衛星テレメータシステムでは，観測点や観測拠
点から通信衛星に送信された観測データは，いっ
たん東京大学地震研究所が管理する基地局に伝送
され，そこから再び衛星通信経由で各機関に届く
形態を採用したことから，基地局で集約する際の
ためにデータに各機関や観測点の識別タグが必要
である．これは機動的な観測時等の際に複数機関
のデータを統合する際の識別タグとしても必要で
あるため，運用開始前に，各機関とその観測点ご
とのデータ識別子が定められた．データに識別タ
グを付すというプロセスは，当時開発が進んでい
た WIN システムではすでに実装されていたこと
もあり，衛星テレメータシステムでのデータ
フォーマットは WIN format が採用された．これ
に伴い，データの伝送手順についても，WIN シ
ステムが採用された．さらに，観測点の衛星テレ
メータ送信局用に開発された機器を皮切りに，観
測点においてデータの A/D 変換と WIN format
での送出を可能にするデータロガーが商業ベース
で開発されるようになり，WIN format とその
データ伝送手順が，日本の高感度微小地震観測網

の事実上の標準という状況になっていった．
　衛星テレメータシステムの導入当時は NTT の
帯域専用線等の地上回線の運用コストは衛星通信
のそれと同等または高価であったことから，観測
網の運用コストを低減するために通信インフラを
地上回線から衛星回線に置換することも導入の目
的の 1 つであったと伝え聞いている．しかしなが
ら，1990 年代後半より光ファイバ回線等を含む
情報通信回線のデジタル化および高速化と，通信
料金の大幅な低減が急速に実現2）した結果，通信
コストに関しては当初の思惑と相反する結果とな
り，あらためてコスト削減を図るために，衛星通
信を利用する観測点は 2000 年代前半にかけて急
速に減少した．
　図 2 は京都大学の微小地震観測網のデータ通信
インフラの変遷について，筆者が 2005 年のある
研究会で使用した資料からの抜粋である．図 2a
は，兵庫県南部地震直後から衛星テレメータ導入
までの時期（1995～1997）の京都大学防災研究所
の微小地震観測網の通信回線の状況の概念図で，
拠点観測所（TTT：鳥取，HKJ：北陸，KTJ：
上宝，TKS：徳島，UJI：宇治）とそれぞれの管

図 2　 衛星テレメータ導入前後（1997 年頃）の京大防災研の常時地震観測網の通信コストの試算例．
2005 年 3 月に東大地震研で開催された研究会での発表資料から再構成．（a）各拠点観測所と管
理下の観測点，拠点観測所間の，それぞれの接続の状況．前者は NTT の帯域専用線，後者は
NTT のデジタル専用線で接続されていた．（b）拠点観測所と各管理下の観測点間の接続を帯域
専用線とデジタル専用線にした場合の月額通信コストの比較．単位：円

（b）

（a）
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轄下の地震観測点は主に NTT の 3.4 kHz 帯域線
で結ばれ，拠点間は 64 kb/s デジタル専用線で接
続されている状況を表している．なお，1995 年
以降は，阿武山観測所の管轄下の観測点のデータ
は防災研究所本所（UJI）に伝送されるようにシ
ステムを変更している．1997 年の衛星テレメー
タシステムの導入にあたり，各拠点観測所間は送
受信局で接続し，一部の観測点は送信専用局利用
点に変更されたが，大多数の観測点はいぜんとし
て NTT の帯域線を使用していた．図 2b は 2006
年当時の，各観測点の NTT 3.4 kHz 帯域線とそ
れを 64 kb/s デジタル専用線に転換した際の月額
使用料の比較である．この表によれば，帯域線を
デジタル専用線に転換するだけでもかなりのコス
トダウンになることに加え，2000 年代初頭から
サービスが始まっていた ISDN 回線を使用する
と，通信距離によらず月額数千円で 64 kb/s の回
線を利用できるとあって，コストダウンの魅力に
は抗えず，送信専用局を設置した観測点であって
も，ISDN サービスを利用可能な点に関しては，
そちらを利用するなどの，通信網の再構築が行わ
れた．なお，本稿執筆時には，NTT の ISDN 関
連サービスが 2028 年末に完全に運用を終了する
ことがアナウンスされており，長らく ISDN 網が
担ってきた地震観測網のラストマイルの通信を，
NTT Docomo 等の携帯電話回線経由の通信に切
り替えるなどの動きが進んでいる．
　ただし，これらの地上回線や携帯電話回線等の
インフラのサービスを利用できない地域もいぜん
として残っており，そのような場所での観測が必

須な場合に備えて，衛星テレメータシステムは数
度の更新を経て，本稿の執筆時の 2025 年時点で
も準備されている．
　2000 年代半ばに少なからぬ地震データ伝送回
線が地上回線に回帰したことや，地上回線の高速
化がさらに進んだことから，高速地上回線網の上
に広域 L2 網3）を構築して地震観測データの流通
を図るシステムの構築が試みられた．さらにその
冗長性を向上させるために，国立情報学研究所の
SINET と情報通信研究機構の JGN という複数の
高速回線網の上にそれぞれ広域 L2 網を構築し
て，相互を接続する形で JDXnet という地震観測
データ流通網が構築され，本稿執筆時の 2025 年
現在も順調に稼働している（たとえば，鷹野ほか，
2016）．
5．2　兵庫県南部地震以降の機動的地震観測
　兵庫県南部地震以降の高感度微小地震の機動観
測は，平田（2009）でも指摘されているように，
兵庫県南部地震の余震観測の形態をプロトタイプ
として，常時観測網のデータと臨時観測点のデー
タをリアルタイムで責任機関にて統合して解析処
理を行うという形態が普遍的になっていった．こ
れらの合同観測には，地震予知計画やその後継の
計画である，「地震予知のための新たな観測研究
計画」（1999～2008），「地震予知および火山噴火
予知のための観測研究計画」（2009～2013）など
の中で実施されたものに加え，被害を伴う地震が
発生した際に科学研究費補助金などで緊急的に実
施されたものなどがある．前者の例を表 1 に，後
者の例を表 2 に示す．

表 1　大学等による合同観測の例

名称（対象地域） 期間 参考文献の例

兵庫県南部（※） 1996～1997 大学合同地震観測班 (GROUPS-95)（1996）
飛騨地域（※） 1996～1997 大学合同観測班 (GROUPS-96)（1997）
東北奥羽山地 1997～1998 長谷川・平田（1999）
北海道日高衝突帯 1999～2001 勝俣，ほか（2002）
西南日本（※） 2002～2004 西南日本大学合同地震観測グループ（2002）
歪集中帯（※） 2004～2008 歪集中帯大学合同地震観測グループ（2005）
濃尾地震断層域 2009～2013 中島，ほか（2014）

※は筆者が責任機関として携わった観測．
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　平成 12（2000）年鳥取県西部地震の発生時に
は，京都大学がホストとなる合同余震観測グルー
プが組織された．ここでは，大見ほか（2001）に
より，稼働中の大学，気象庁等の観測点に加え，
衛星テレメータシステムを利用した臨時の微小地
震観測点 2 点が設置された．さらに，2000 年 10
月に正式に運用を開始した，同地域に展開されて
いた Hi-net 観測点のデータもリアルタイムでこ
れらに統合された．これは，Hi-net 観測点のデー
タを内陸被害地震の合同余震観測用にリアルタイ
ムで収録した最初の例ではないかと思われる4）．
これらのオンライン点に加え，Shibutani et al. 

（2005）は，合同余震観測グループが設置した約
70 点のオフライン観測点のデータを加え，震源
域の詳細な地震波速度構造を求めた．なお，兵庫
県南部地震の合同余震観測（Hirata et al., 1996）
の際には，臨時観測点では NTT の帯域線等を用
いたアナログ方式のテレメータシステムを用いる
ために，データの集約局にて A/D 変換を行うシ
ステムが必須であったが，鳥取県西部地震の余震
観測時は，GPS 時計を内蔵することによって観
測点にて正確な時刻情報を付加することができる
データロガーが利用可能になりつつある時期で
あった．そのため，この合同観測ではオンライ
ン・オフラインの全点においてデータは観測点で

デジタルデータとして記録・伝送されていた．
　2004 年から 2008 年にかけて実施された，跡津
川断層を中心とした歪集中帯での合同観測（歪集
中帯大学合同地震観測グループ，2005）でも京都
大学はホスト機関としてデータ収録や基本的な解
析等を担当した．図 3 は，Ohmi et al.（2008）か
ら抜粋した，同観測の観測点分布や得られた震源
分布の比較などの例である．
　その後，平成 16（2004）年新潟県中越地震，平
成 19（2007）年能登半島沖地震，および新潟県
中越沖地震，平成 20（2008）年岩手・宮城内陸
地震等の発生に伴い，合同余震観測が組織され
た．このような状況の中で，2011 年 3 月 11 日の
平成 23 年東北地方太平洋沖地震が発生し，大規
模な電源喪失による Hi-net 等の基盤観測網の観
測点が欠測する事態が発生し，これらによる観測
の空白域を埋めるために全国の研究者が観測の支
援に赴いた（表 2）5）．
　このように，2000 年以降は，高感度地震観測
研究の分野では，対象地域の Hi-net 等の常時観
測網のデータをベースに，オンライン・オフライ
ンの機動観測によるデータを組み合わせる形態が
主流となっていった．これに加え，さらに観測点
密度の高い観測研究を目指すために，安価で高性
能なデータレコーダの開発も進められた．その 1

表 2　主な被害地震の陸上合同観測

地震の名称等 M（JMA） 主な参考文献

平成 7（1995）年 兵庫県南部地震（※） M 7.3 Hirata et al.（1996）
平成 12（2000）年 鳥取県西部地震（※） M 7.3 大見，ほか（2001），

Shibutani et al.（2005）
平成 16（2004）年 新潟県中越地震 M 6.8 飯尾，ほか（2006）
平成 17（2005）年 福岡県西方沖の地震 M 7.0 Shimizu et al.（2006）
平成 19（2007）年 能登半島沖地震 M 6.9 Sakai et al.（2008）
平成 19（2007）年 新潟県中越沖地震 M 6.8 Kato et al.（2008）
平成 20（2008）年 岩手・宮城内陸地震 M 7.2 Okada et al.（2012）
平成 23（2011）年 東北地方太平洋沖地震5） M 9.0 Kanamori and Yomogida（2011），

Hasegawa et al.（2012）
平成 28（2016）年 熊本地震 M 7.3 志藤，ほか 80 名（2020）
平成 30（2018）年 大阪府北部の地震 M 6.1 飯尾，ほか（2021）
平成 30（2018）年 北海道胆振東部地震 M 6.7 高橋，ほか（2019）
令和 6（2024）年 能登半島地震 M 7.6 岡田，ほか（2024）

※は筆者が責任機関として携わった観測．
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つが，いわゆる満点レコーダと呼ばれる機材であ
る（飯尾，2011）．これは，安価・長期観測可能・
取扱容易等の目標を掲げて地震計とデータロガー
の双方を新規開発したもので，固有周期 2 Hz の 3
成分地震計を接続して，サンプリング周波数 250  
Hz，ダイナミックレンジ約 100 dB，単一形乾電
池 32 個で 8 カ月以上稼働が可能であった．この
機材を展開して実施した初期の稠密地震観測の成
果としては，三浦ほか（2010）による近畿地方北
部の臨時地震観測，青木ほか（2012）による同じ
く近畿地方北部によるメカニズム解と応力場の研
究などがあり，飯尾ほか（2021）による 2018 年
大阪府北部の地震の余震観測もこの例である．そ

（a）

（b）

図 3　 歪集中帯合同観測における地震観測点と跡津川断層における震源の分布．（a）地震観測点の分布．
紫は大学の常時観測点，緑および青は Hi-net および気象庁の常時観測点，赤は合同観測グループ
による臨時観測点を示す．（b）2004 年 11 月から 2008 年 6 月までの本合同観測によって決定さ
れた震源分布．（c）同期間の気象庁による震源分布．すべて，Ohmi et al.（2008）のプレゼン資
料から再構成

（c）
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の後，この機材は，東京大学地震観測所の共同利
用機器としても採用され，各地の機動的地震観測
での稠密観測に利用されている．
　また，従来よりも格段に大量のデータを扱う必
要性に迫られるため，震源決定等の基礎的な解析
に必要な P 波や S 波の位相の検測をはじめとし
て機械学習を用いた解析手法の開発も精力的に行
われている（たとえば，Kubo et al., 2024 など）．

6． お わ り に

　これまで概観したように，兵庫県南部地震以降
の日本の高感度地震観測研究には，Hi-net 等の基
盤的観測網の完成に伴い，全国に均質に分布する
大量のデータが利用可能になったことにより，質
的な変化がもたらされたといえる．
　卜部（1991）は，兵庫県南部地震の発生以前よ
り，地震観測網に関して，全国のすべての常時観
測網を統合して 1 つの専門機関として，その中の
研究者でない専門職が観測作業を担当するような
体制を構築することで，費用，労力の削減と観測
網の統合化を目指すべきということを述べてい
る．常時観測網の統合に関しては兵庫県南部地震
以降に格段の進歩がみられ，日本全国の観測デー
タをリアルタイムで利用できる状況がほぼ整い，
1960 年代以来の地震研究者の悲願を達成できた
といえる．
　その一方で，これらの高品質なデータを生産す
るための観測そのものについてはあらたな問題が
生じている．特に 1997 年以降，「準基盤観測点」
という位置付けになった大学の観測網の運用に関
しては，いぜんとして一部の研究者がこれを担う
状況も続いており，昨今のマンパワーや予算等の
資源の不足により，存続が危ぶまれる状況になっ
ている．これは特に若い地震研究者に短期的な成
果を求める風潮が強まったことにより，大量の高
品質のデータを手軽に利用できる環境が整ったこ
とから，長期連続観測という出口が見えづらい研
究形態をとりがたくなったことが原因の 1 つであ
ると考えられる．若い研究者が観測そのものから
離れていくことにより，次世代の観測を担う技術

の研究開発をめざす研究者コミュニティが縮小し
ているという現状が認められる．しかしながら，
地震学の分野にかかわらず，良質のデータを取得
することは研究を進める上での基本的に重要な営
みであり，昨今の観測技術向上を目指す研究者の
コミュニティの縮小には憂うべきものがある．あ
らためて，現在の観測技術の継承と新たな技術の
向上を担う研究者が増えることを期待して，奇し
くも 35 年前の卜部（1991）の報告の末尾の一文
を再掲して本報告を閉じることにする．
　「地震計測は，もっぱら知見を広げることを旨
とする地震学の中にあっては「ものを作る（シス
テムを開発する）」という意味で，少し毛色の変
わった，見方によっては大変おもしろい分野であ
る．地震学の一分野としての地震計測の発展を期
待したい（卜部，1991）」．
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1． は じ め に

　地震は断層のすべり運動による剪断破壊現象で
ある．なぜ地下で断層すべりが生じるのかについ
ては，1960 年代後半のプレートテクトニクスの
登場により，その必然性が明瞭になったといって
よい．すなわち，地震は，プレート運動により地
殻やマントル内に蓄積された弾性歪エネルギー
を，断層すべりにより一気に解消する物理過程で
ある．弾性歪エネルギーは，「応力」とよばれる
力の状態を表す物理量の関数である．したがっ
て，地下の応力状態を把握することは，地震の発
生を理解するうえで必要不可欠である．しかし，
地下の応力を直接測定することは難しい．このた
め，応力の情報を持つ観測データから統計的に応
力場を推定する手法として，応力インバージョン
法が開発された（e.g., Gephart and Forsyth, 1984; 
Michael, 1984, 1987; Horiuchi et al., 1995; Hardebeck 
and Michael,  2006; Terakawa  and Matsuʼura, 
2008; Iwata, 2018; Uchide et al., 2022）．
　応力は，数学的には 2 階の実対称テンソルで表
現され，6 つの自由度を持つ．応力インバージョ
ンで推定できるのはこのうち 4 自由度分で，これ
は 3 つの主応力軸の向きと主応力の値の相対比

（以下，応力の向きとよぶ）で特徴づけられる．
応力インバージョン法は，断層に刻まれたすべり
の条痕をデータとして，1970 年代後半に地質学
の分野から誕生した（e.g., 寺川・松浦，2009; 岩
田ほか，2019）．1980 年代以降には，世界中で地
震観測網の整備が進んだことを背景に，地震の
データは質と量の両面において最も優れた応力の
情報源となり，地震データによる応力インバー

ジョンは世界各地の応力場の推定に重要な役割を
果たすようになった．
　このような背景の下で，地震データによる応力
インバージョンでは，すべりの条痕の代替とし
て，地震時のメカニズム解から算出されるすべり
ベクトルを用いるのが一般的である．これに対し
て，CMT データインバージョン法（Terakawa and 
Matsuʼura, 2008, 2023）では，地震のモーメント
テンソル 6 成分を直接的なデータとする．
　本稿では，CMT データインバージョン法の有
効性および優位性を示すとともに，この手法によ
り推定された日本列島周辺域の応力場を紹介する
ことを目的とする．本稿の 2 節では，地震のモー
メントテンソルの持つ応力場の情報を示し，モー
メントテンソルとすべりベクトルデータ（以下，
すべりデータ）との本質的な違いを説明する．3
節では，モーメントテンソルの定義式を出発点と
し，モーメントテンソルデータから応力場を推定
する CMT データインバージョン法の考え方と定
式化について簡単に紹介する．4 節では，長期間
の地震データから推定した日本列島周辺域の応力
場とその時間変化について，推定誤差を考慮して
分析する．

2． 地震のモーメントテンソルに含まれる 
応力の情報

　地震は，弾性媒質中の断層と呼ばれる不連続面
でのすべり運動であり，地球内部に原因を持つ非
弾性的な物理過程である．モーメントテンソル
は，地震のような非弾性的な物理過程を線形弾性
論の枠組みの中で取り扱うことを目的として，
1970 年代に導入された概念である（Gilbert, 1971; 

地震の CMTデータから推定した 
日本列島周辺域の応力場

寺川寿子
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Backus and Mulcahy, 1976）．より具体的には，
モーメントテンソルは，地震などの非弾性的な物
理過程により震源域外側の弾性領域に形成される
変形場を引き起こす等価な力（等価物体力）を記
述する．モーメントテンソル Mij は，応力テンソ
ルと同様，2 階の実対称テンソルで表現され，6
つの独立な成分を持つ．各成分（単位：J, Nm）
は震源域に働く力のシステムを表し，対角成分は
ダイポールに，非対角成分はカップルに対応す
る．地震による変形場を地震の破壊過程における
時空間の 1 点で代表させたモーメントテンソルは，
セントロイド・モーメントテンソル（Centroid 
Moment Tensor, CMT）とよばれる．
　モーメントテンソルは，一般に，震源域 Vs に
おけるモーメントテンソル密度（単位：Pa, N/
m2）の体積積分で定義される．この表現式は，
地震のような体積変化を伴わない物理過程の場合

（モーメントテンソルのトレース Mii＝0）には，
その物理過程が震源域外側 V－Vs の弾性領域に
引き起こした応力変化 ∆τij を，領域全体で体積積
分したものと一致する（Matsuʼura et al., 2019）：

　　Mij＝∫
Vs

 mij（x）dV＝－∫
V－Vs

 ∆τij（x）dV （1）　

この表現式は，地震破壊が震源域外側の弾性領域
に蓄えられた弾性歪エネルギーを解放しながら進
展することを示唆しており，一般的な定義式より
も地震発生の物理的意味を明瞭にする点で重要で
ある．
　一方，従来の応力インバージョンで用いられて
きたすべりデータは，震源域の変位のデータであ
る．すでに述べたように，地震時の断層すべりは
非弾性的な物理過程であり，震源域では変位（歪）
と応力の間に線形関係は保証されない．したがっ
て，すべりデータは応力の情報というより歪の情
報であり，すべりデータから推定されるものは応
力場ではなく歪場であるという本質的な問題点が
指摘されている（Twiss and Unruh, 1998）．地震
のメカニズム解から算出されたすべりベクトル
は，断層に刻まれたすべりの条痕とは違い，実際
の変位のデータそのものではない．すべりベクト
ルによる応力インバージョン（e.g., Gephart and 

Forsyth,  1984; Michael,  1984,  1987; Hardebeck 
and Michael, 2006; Uchide et al., 2022）では，地
震は地下の既存弱面で発生し，「地震のすべりは
断層面に働くトラクションの剪断成分の方向に生
じる（Wallace, 1951; Bott, 1959）」という WB 仮
説を前提としている．しかし，WB 仮説が成り立
つ場合でも，すべりデータは地下に離散的に存在
する断層面（震源域）の応力情報を持つにすぎず，
多数の地震のすべりデータを合わせても，離散的
な応力情報にしかならない．このため，なんらか
の形で応力の向きが一定となる領域を主観的に指
定する必要も生じる．一方，地震の CMT データ
には，震源周辺域の連続的な 3 次元応力変化の情
報が体積積分を通じて凝縮されている．次節で示
すように，CMT データは，地震が弾性歪エネル
ギーを解放する物理過程であることを考慮する
と，自然な形で応力場と結びつけられる．

3． CMT データインバージョン法の開発と発展

　CMT データインバージョン法は，（1）式の右
辺に示した地震のモーメントテンソルの定義式を
出発点とし，多数の地震の CMT データから地下
の応力場を 3 次元の連続関数として推定する手法
である（Terakawa and Matsuʼura, 2008, 2023）．
この手法は，モーメントテンソル 6 成分をそのま
まデータとして用いることで，すべりデータによ
る手法の本質的な問題点（Twiss and Unruh, 1998）
を解決した．また，技術的には，ベイズの統計推
論と赤池ベイズ情報量規準（ABIC）を用いた 
インバージョン公式（Akaike, 1980; Yabuki and 
Matsuʼura, 1992）および統合逆化公式（Matsuʼura 
et al., 2007）を用いることで，観測データから客観
的に応力場の時空間変動を推定誤差とともに推定
することも可能とした．ベイズの統計推論と
ABIC を用いたインバージョン手法については，
深畑（2009）を参考にされたい．次節で，CMT
データインバージョン法について詳しく述べる．
3．1　観測方程式の導出
　CMT データインバージョン法では，地震によ
り応力場τij（x）の一部が解放されると考え，地
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震による応力変動場 ∆τij（x）を重み関数 w と応力
場の積で表現する．
　　∆τij（x）＝－w（x; xs, M0）τij（x）  （2）
ここで，xは対象領域内の任意の位置，xs は地震
の震源位置，M0 は地震モーメントであり，後述
するように，w は地震の震源と規模に依存するこ
とを示す．この（2）式は，本手法においてデー
タとモデルをつなぐ観測方程式を導くために不可
欠な式である．この背景には，地震は最も効率よ
く弾性歪エネルギーを解放するように発生するの
が尤もらしい，という考えがある．これは，表面
的には，「地震は既存弱面を利用した，WB 仮説
に従った応力解放過程である」というすべりデー
タによる手法の依拠する考えとは異なるように思
えるかもしれない．しかし，たいへん興味深いこ
とに，（1）式右辺に示すモーメントテンソルの定
義式から，地震による弾性歪エネルギーの変化は
断層面でのすべりによる仕事と等しいことが導か
れ，WB 仮説は地震が弾性歪エネルギーの解放を
最大にするように発生することを主張しているに
他ならないことがわかる（Matsuʼura et al., 2019）．
つまり，本手法と従来のすべりデータを用いた手
法の根底には，自然現象である地震の発生は弾性
歪エネルギーを最も効率的に解放するように生じ
るのが尤もらしい，という考えが共通にあるとい
える．
　次に，（2）式の重み関数 w は，地震の震源 xs

にピークを持つ 3 次元のガウス分布を用いて，以
下のように定義される．
　　w（x; xs, M0）＝M0（2πL2）－3/2

　　　exp［－ 1
2L2（x－xs）T（x－xs）］  （3）

ここで，（3）式の L はガウス分布の広がりに対
応し，L を地震モーメント M0 の 1/3 乗に比例す
るように設定することにより，1 つの CMT デー
タの反映する応力場の領域を地震の規模に応じて
設定することが可能となる．つまり，規模の大き
な地震ほど，震源周辺の広い領域の応力場を反映
して発生することに対応している．一方，重み関
数 w のピークの値は地震の規模によらず一定と
なり，これは地震による応力降下量が地震の規模

によらないという経験則に対応する．（2）式およ
び（3）式を（1）式に代入し，データ誤差 eij を
考慮すると，CMT 6 成分と応力 6 成分を合理的
に結びつけることができ，これが観測方程式とな
る．

　　Mij＝∫
V
 w（x; xs, M0）τij（x）dV＋eij  （4）

ただし，断層運動の場合，震源域 Vs は面で近似
されるため，（4）式では V－Vs を V で置き換え
ている．
3．2　 ベイズ統計推論と ABIC を用いたインバー

ジョン手法を応用した定式化
　CMT データインバージョン法では，逆問題を
定式化するために，応力場の各成分τij（x）を有
限個の既知の基底関数の重ね合わせで表現し，基
底関数の係数を求めるべきモデルパラメータとし
て（4）式を離散化する．すなわち，

　　τij（x）＝
M

∑
m＝1

 am
ij Φm（x）  （5）

ここで，Φm（x）（m＝1, …, M）は基底関数，αm
ij

がモデルパラメータであり，応力場は 3 次元の連
続関数として推定される．ただし，各応力成分の
絶対値に意味はなく，6 つの成分の相対値に意味
がある．
　CMT データの各成分の値は，地震の規模に応
じて大きく変化し，そのデータ誤差は地震モーメ
ント M0 に比例すると考えられる．そこで，（4）
式を地震モーメントで規格化し，これを実際に解
くべき観測方程式とする．また，観測データから
の情報に加えて，物理的な要請から「応力場は空
間的に滑らかに変化する」という先験的情報を考
慮する．当初開発された CMT データインバー
ジョン法（Terakawa and Matsuʼura, 2008）では，
これらの 2 種類の情報に対して，ベイズの統計推
論と ABIC を用いたインバージョン公式（Yabuki 
and Matsuʼura, 1992）を用いて，モデルパラメー
タの最適値とその分散共分散行列が推定される．
つまり，モデルパラメータの事後確率密度関数が
得られ，ここから応力場と（後述するように）そ
の推定誤差を評価することができる．この中で，
ABIC は，観測データから 2 種類の情報（観測
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データおよび先験的情報）の重みの最適値を超パ
ラメータとして決める測りであり，言い換えれば，
超パラメータで特徴づけられるベイズ型モデルの
良し悪しを判断する規準となる．
　さらに，最近の新展開として，長期間の地震デー
タから安定的に応力場とその時間変化を推定する
ことを目指し，従来の CMT データインバージョ
ン法に「過去のデータの解析結果を先験的情報と
して取り入れる機能」が追加された（Terakawa 
and Matsuʼura, 2023）．先験的情報は，直接的に
モデルパラメータの値を拘束する直接的先験情報
と，モデルパラメータの構造を規定する間接的先
験情報に大別される（Matsuʼura et al., 2007）．新
たに取り入れられた「過去のデータの解析結果」
は直接的先験情報であり，一方，従来法で用いた

「応力場は空間的に滑らかに変化する」という情
報 は 間 接 的 先 験 情 報 で あ る．Matsuʼura et al

（2007）は，直接的および間接的先験情報を統一
的に扱うことにより，Yabkui and Matsuʼura（1992）
によるインバージョン公式を発展させた「統合逆
化公式」を導出した．改良 CMT データインバー
ジョン法では，この統合逆化公式（Matsuʼura et 
al., 2007）に基づき，すでに手元にある（過去の
観測データから得られた）応力場の解析結果を直
接的先験情報とし，新しい期間の観測データおよ
び間接的先験情報を合わせ，観測データに対する
直接的および間接的先験情報の重みの最適値を超
パラメータとして ABIC を用いて求め，応力場
を推定する．直接的先験情報の中には，過去の観
測データの情報が凝縮されている．改良法で求め
た応力場は，直接的先験情報の重みが大きい場合
には，2 つの期間の観測データを合わせて従来法
で解析した結果に近くなる．一方，直接的先験情
報の重みが小さい場合には，新しい期間の観測
データを従来法で解析した結果に近くなる．
　ここで，直接的先験情報に関する超パラメータ
は，過去の観測データから得られた直接的先験情
報の不確かさに対する現在の観測データの不確か
さの比で表され，直接的先験情報の不確かさが小
さいほど，直接的先験情報の重みが大きくなるよ
うになっている．直接的先験情報の不確かさは，

2 つの解析期間中に応力の向きの時間変化がなけ
れば，過去のデータ解析の解の不確かさと一致す
るはずである．しかし，応力の向きの時間変化が
あった場合には，直接的先験情報の不確かさは過
去のデータ解析の解の不確かさよりも大きくなる
はずである．したがって，直接的先験情報に関す
る超パラメータの最適値から，過去のデータ解析
の解の不確かさに対する直接的先験情報の不確か
さの比（ε2）を調べると，この値は応力の向きの
時間変化の指標となる．具体的には，この値が 1
を大きく超えると，応力の向きの時間変化があっ
た可能性を示す．つまり，改良法では，ABIC を
用いて応力の向きの時間変化を客観的に測ること
が可能となった．
　また，逆解析においては，解析結果の推定誤差
を評価することも重要である．モデルパラメータ
の線形結合で表現される物理量に関しては，その
分散は物理量の表現式とモデルパラメータの分散
共分散行列から容易に計算できる．一方，応力の
向きのように，モデルパラメータに関して非線形
な物理量については，解析結果として得られたモ
デルパラメータの事後確率密度関数に従う多変量
正規乱数の多数のデータセットからその物理量を
計算し，最適なモデルパラメータから推定される
値からのずれを測り，その平均値を推定誤差とし
て評価する方法が提案されている（Terakawa, 
2017; Terakawa and Matsuʼura, 2023）．次節で，
本手法による応力場の推定解析の例と具体的な推
定誤差の評価方法について説明する．

4． 長期間の CMT データから推定した 
日本列島周辺域の応力場

　複雑な沈み込み帯に位置する日本列島の周辺域
では，時間的および空間的に多様な地震活動が観
測される．Terakawa and Matsuʼura（2010）は，
防災科学技術研究所の F-net モーメントテンソル
カタログに掲載されている約 10 年間（1997 年 1
月～2007 年 1 月）の約 12,500 個の中小の地震の
CMT データ（M: 3～5）から，従来の CMT デー
タインバージョン法（Terakawa and Matsuʼura, 
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2008）により日本列島周辺域の応力場を 3 次元的
に（深さ：0～100 km）推定した．図 1 に，深さ
10 km での応力場とその推定誤差 U を示した．
図 1a は，モデルパラメータの最適値を（5）式に
代入することで計算される．一方，推定誤差 U
については，3.2 節で説明したように，モデルパ

ラメータの事後確率密度関数に従う多変量正規乱
数から推定誤差内の応力テンソルを計算し，これ
と最適な応力テンソルの内積を規格化した値（コ
サイン類似度）の平均値を計算し，この値を 1 か
ら差し引いて定義した（図 1b）．コサイン類似度
は，2 つのテンソルが一致していると 1 になり，

図 1　 日本列島周辺域の応力場（Terakawa and Matsuʼura, 2010）．深さ＝10 km での
（a）応力の向き，（b）応力場の推定誤差（U）．応力の向きは，発生しやすい地
震のタイプを色分けした震源球で表現している．U と主応力軸の向きの不確定
性との関係は，Terakawa and Matsuʼura（2023）の Figure 1 を参照されたい．
矢印は，陸側プレートに対する太平洋プレートおよびフィリピン海プレートの
相対運動の方向を表す
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正反対であると－1 になる．したがって，U（0 ≤ 
U≤2）は値が大きいほど応力の向きの不確定性
が大きいことを意味する．広域的に眺めると，日
本列島周辺域の応力場は，最大（圧縮）主応力軸
が東西方向にある．一方，最小主応力軸は，中部
地方付近で変化し，東北日本では鉛直方向に近
く，西南日本では水平方向に近い．このため，東
北日本は逆断層型，西南日本は横ずれ断層型の地
震が発生しやすい応力場にある．また，沈み込む
前の海洋プレート内の応力場は，最小主応力軸が
沈み込み方向と平行な正断層型で特徴づけられ
る．推定された応力場は，この他にも伊豆弧の衝
突や別府・島原地溝帯など，より小さなスケール
まで含めて日本列島周辺域のテクトニクスをよく
反映している．このことは，地震がプレート運動
によって形成される応力場を原因として発生し，
プレート運動の結果生じるものであることを示し

ており興味深い．
　また，この応力場は，当時の地震データを余す
ことなく活用して得られたものであるが，解析対
象期間後に発生した 2011 年東北地方太平洋沖地
震（東北沖地震，M 9）や 2016 年熊本地震（M 7）
などの規模の大きなほとんどの地震の断層運動タ
イプと調和的である（図 1, 2）．このことは，実
際の地震のメカニズム解と応力場の関係を詳細に
分析した解析からも裏付けられている（Ishibe et 
al., 2024; 石辺ほか，2024）．また，時代を遥か遡っ
て，第四紀活断層の地質学的調査の結果とも調和
的である（Huzita, 1980; Ishibe et al., 2024）．複雑
な沈み込み帯に位置する日本列島周辺域では千
km オーダーの地殻変動が生じ，いくどとなく大
地震が発生してきた．それにもかかわらず，現在
の地震データから推定された応力場が第四紀を通
じて基本的に維持されていることがわかる．

図 2　 図 1 の解析期間後（2007 年 2 月～2024 年 12 月）に発生した規模の大きな地震（M≥6.5）．図中
の ①～⑦ は，この期間に発生した顕著な被害地震である：① 2007 年能登半島地震，② 2007 年新
潟県中越沖地震，③ 2008 年岩手・宮城内陸地震，④ 2011 年東北地方太平洋沖地震，⑤ 2016 年
熊本地震，⑥ 2018 年北海道胆振東部地震，⑦ 2024 年能登半島地震



地震の CMT データから推定した日本列島周辺域の応力場── 19

　また，Terakawa and Matsuʼura（2023）は，
直接的先験情報を取り入れた改良法を用いるこ 
とにより，24 年間（1997 年 1 月～2020 年 12 月）
の地震の CMT データから，東北地方の応力場と
その時間変化の推定も行った（図 3）．地震の発
生は複雑で，応力場だけでなく間隙流体圧場の急
激な変化のような環境要因にも依存する．このた
め，この解析では，気象庁一元化カタログの震源
データにクラスター解析（Zaliapin and Ben-Zion, 
2013）を適用し，応力の指標と考えられる単独地
震と本震のうち，F-net モーメントテンソルカタ
ログに掲載されている地震の CMT データを用い
た．対象期間中の 2011 年 3 月 11 日に東北沖地震
が発生したことを考慮して，対象期間を 3 つに分

け（期間 1: 1997 年 1 月～2007 年 1 月，期間 2: 2007
年 2 月～2011 年 2 月，期間 3: 2011 年 3 月～2020
年 12 月），まず，期間 1 のデータを従来法により

（直接的先験情報なしで）解析した（解析 1）．次
に，解析 1 の結果を直接的先験情報として期間 2
のデータ（解析 2）を，解析 2 の結果を直接的先
験情報として期間 3 のデータを改良法で解析した

（解析 3）．2 つの期間の応力の向きの差（応力差）
は，前述した推定誤差 U と同様な量として，2 つ
の期間の応力テンソルのコサイン類似度を 1 から
引いた値 D（0≤D≤2）で定義した．D は値が大
きいほど応力差が大きいことを意味する．さら
に，応力差の有意性については，D のばらつき V
を 2 つの期間の U を用いて見積もり，D と V を

図 3　 長期間地震データ（1997 年 1 月～2020 年 12 月）から推定した東北地方の応力場．（a～c）解析 1～3
により推定された応力の向き．背景色は応力の向きの推定誤差 U を示す．（d～e）2 つの解析の応力差
D．□は応力差の大きいところを示す．e の灰色の太線は東北沖地震のすべり分布（Hashimoto et al., 
2012）である．（d～e）の図中のε2 は応力時間変化の指標であり，1 に近いときは応力時間変化がなく，
1 より有意に大きいときは時間変化がある可能性を示す．（f～g）応力差の有意性評価関数 J（D）．（d～
e）で検出された応力差のうち，J ＞0 の領域のみ応力の差が有意であることを示す．U, D, V の添え字

（P1-3）は，推定誤差および応力差の対象としている期間（期間 1～3）を示す．
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用いた評価関数 J により定量的に評価した（Tera-
kawa and Matsuʼura, 2023）．
　解析 1 と 2 の結果を比較すると，解析 2 では解
析 1 に比べて全体的に応力場の推定誤差（U）が
小さくなり（図 3a, b），3.2 節で説明したε2 の値
は 1.3 であった．この結果は，直接的先験情報の
不確かさと解析 1 の解の不確かさが近いことを示
しており，2 つの期間で応力の向きの変化が小さ
いことを意味する．つまり，解析 2 の結果は，実
質的には 2 つの期間の観測データを合わせて応力
場を推定した結果に近くなり，長期間のより多く
のデータによる推定結果として U が小さくなる．
2 カ所（A1: 福島県・茨城県沖合，A2: 岩手県沖
合）で 2 期間の応力差が大きいが（図 3d），V の
値が大きく応力差は有意ではない（図 3f）．これ
らは，東北沖地震前の 14 年間は，東北日本の応
力場は安定していたことを示している．一方，解
析 2 と 3 の結果を比較すると，3 カ所（B1: 福島
県・茨城県沿岸～沖合，B2:  秋田県中央部，B3: 
岩手県沿岸～沖合）で応力差が大きく（図 3e），
ε2 の値は 7.4 となった．しかし，B1 の中央部以
外の地域では，V の値が大きく，応力差は有意で
はない（図 3g）．これまで多くの先行研究により，
東北沖地震により東北日本の応力場は広い範囲で
変化したと理解されてきたが，本研究では，応力
の時間変化があったのは震源域南部にあたる B1
の中央部に限られると結論付けられた．

5． ま　と　め

　地震の CMT データは，震源 1 点での 6 成分の
情報である．しかし，ここには，地震により震源
周辺域に引き起こされた応力変化の情報が凝縮さ
れている．CMT データインバージョン法では，
CMT データを地震の震源位置と規模に応じた広
い領域での 3 次元応力場と結び付け，多数の地震
の CMT データから統計的に応力場を推定する．
このような定式化の根幹は，モーメントテンソル
の導入された背景と地震は弾性歪エネルギーを解
消するように発生することを念頭におけば，ごく
自然でかつ合理的である．

　また，この手法では，逆解析の定式化にベイズ
の統計推論と ABIC を用いた既存の公式を適切
に応用し，解析結果はモデルパラメータの事後確
率密度関数として得られる．これにより，応力場
の結果を推定誤差とともに評価することが可能と
なった．地震の発生は複雑で，時空間的に強い不
均質性を持つ．特に，大地震前後では，地震活動
の様相が一変する．大地震に伴う応力時間変化は
断層の摩擦強度に関係する重要な情報をもたらす
ため，この評価は応力場の推定誤差とともに定量
的になされるべきである．モーメントテンソルの
定義式が示しているように，地震は震源域の応力
場だけでなく，地震の規模に応じた震源周辺の広
い領域での応力場に支配されて発生する．特に，
大地震の発生を理解するためには，広範な領域
で，長期間の観測データにより偏りのないデータ
セットを準備し，逐次新しい観測データを追加し
ながら，応力場の知見を更新してゆくことが重要
である．CMT データインバージョン法は，これ
を実現する手法である．
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1． は じ め に

　2024 年 1 月 1 日に発生した令和 6 年能登半島
地震（以下，2024 年地震と呼ぶ）は，能登半島
北部周辺の海域に延びる海底活断層の活動によっ
て生じた M 7.6 の地震である．この地震では，広
範囲での大きな揺れとともに，海岸で顕著な隆起
現象が生じたことが注目された．国土地理院によ
る陸域観測技術衛星「だいち 2 号」の観測データ

（原初データ JAXA 所有）の 2.5 次元解析結果で
は，能登半島北部沿岸全域で隆起が観測され，北
西部では最大約 4 m の隆起が報告されている（図
1；石本ほか，2024）．宍倉ほか（2024）は地震発
生後の現地調査により，輪島市門前町鹿

か

磯
いそ

におい
て，漁港の防潮堤壁面に固着したカキやカンザシ
ゴカイ類などの離水した生物の上端高度（地震前
のおおよその海面の位置を示す）から，やはり約
4 m 隆起していることを確認した．この大きな隆
起によって，潮間帯で形成された波食棚の離水に
よる海成段丘の形成も観察された（図 1 の写真）．
　能登半島では，これまで M 6～7 の規模の地震
が何度か起きており（図 1），これらの地震にお
いても海岸の隆起が生じている．2007 年 3 月 25
日に半島北西部で起きた M 6.9 の地震（以下，
2007 年地震と呼ぶ）では，最大約 0.5 m の隆起が
観察された（Awata et al., 2008）．また 2023 年 5
月 5 日には半島北東部で M 6.5 の地震（以下，
2023 年地震と呼ぶ）が発生し，最大 0.24 m の隆
起が観察されている（宍倉ほか，2024）．
　このように能登半島では，沿岸海域の活断層が
中～大規模の地震を起こし，そのたびに半島が隆
起する傾向にある．さらに過去から同様の地震に

よる隆起はくり返されており，その痕跡が海成段
丘や生物遺骸として沿岸に遺されている様子を観
察することができる．逆にこれらの隆起痕跡を調
べることで，過去の地震の履歴を復元することが
でき，能登半島における地震の発生パターンの解
明やメカニズムの理解に有用な情報をもたらすと
ともに，長期的な発生予測に貢献することができ
る．
　そこで本稿では，能登半島北部において，近年
の観測された地震による海岸の隆起の特徴と，過
去の地震による隆起を示す痕跡の分布について，
これまでにわかっていることを整理する．そして
隆起痕跡から復元される地震履歴と海底活断層の
活動性との関係を考察し，地震の長期予測におけ
る隆起痕跡の有用性について紹介する．

2． 能登半島北部周辺の海底活断層と 
2024 年地震の隆起

　2024 年地震における海岸の隆起は，能登半島
北部沿岸の全域で生じたが，この隆起をもたらし
たのが沿岸海域に分布する海底活断層である．こ
れらは 2024 年地震の前から，その位置，形状が，
海域での音波探査等によって詳細に解明されてい
た．井上・岡村（2010）は，輪島市門前町の南西
沖から珠洲市禄

ろっ

剛
こう

崎
さき

の北東沖まで，完新世（約 1.2
万年前以降）に活動したことを示す南東傾斜の逆
断層が約 140 km にわたって断続的に分布するこ
とを指摘している（図 1）．この長大な活断層は，
断層トレースの連続性などから，長さ 25～45 km
ずつ 4 つの区間に区分でき，西から門前沖セグメ
ント，猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠
洲沖セグメントと呼ばれる．2024 年地震後に再

能登半島北部沿岸における 
隆起痕跡からみた地震履歴

宍倉正展
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び同じ測線で音波探査を行ったところ，これら 4
つのセグメントすべてで断層の活動が認められた

（岡村ほか，2024）．すなわち 2024 年地震では，
セグメントの連動破壊が生じており，さらに珠洲
沖セグメントより東にある北西傾斜の逆断層も含
めた長さ約 150 km にわたる断層が活動したと考
えられている（地震調査研究推進本部，2024）．
　2024 年地震による海岸の隆起は，場所によっ
て隆起量が異なる．前述の約 4 m の隆起を記録し
た半島北西部は，おもに猿山沖セグメントにあた
り，このセグメントの西半部から，隣接する門前
沖セグメントとの境界付近にかけて特に隆起量が
大きい（図 1）．一方，半島北東部では，輪島沖
セグメント東半部から隣接する珠洲沖セグメント
との境界付近で隆起量が大きくなっており，最大
約 2 m に達する．
　このように 2024 年地震では，セグメント境界
を越えて特に大きい隆起が生じた場所が，北西部
と北東部でそれぞれ認識できる．一方で過去の地
震においては，セグメント単位で隆起したことを
示す証拠もあることから，次章ではセグメントご
とに，2024 年地震とそれ以前の地震による隆起

について紹介する．

3． 海底活断層のセグメントごとの隆起痕跡

3．1　門前沖セグメント
　門前沖セグメントでは，M 6.9 の 2007 年地震が
発生している．この地震は海域にある門前沖セグ
メントから，その東側延長上の陸域にかかる断層
の活動によるものとされ（井上・岡村，2010），
能登半島北西部で隆起が観測された（雨貝ほか，
2007）．Awata et al.（2008）は，現地の海岸沿い
で離水したカキやカンザシゴカイ類などの固着生
物の観察から，南北およそ 20 km の範囲で隆起
を確認し，隆起量は最大約 0.5 m と計測された

（図 2）．2007 年地震のすぐ後に行われた海域の音
波探査でも断層の変位が確認され，さらに最終氷
期の侵食面（約 1.8 万年前に形成）が約 6 m 変位
していることも明らかになった（井上・岡村，
2010）．すなわち断層は過去からくり返し活動し
ており，変位が累積していることを示している．
2024 年地震の後に Awata et al.（2008）が測定し
た地点を再測量したところ，1.32 m の隆起を計測

図 1　 能登半島周辺の主な地震の震央と海底活断層の分布および 2024 年地震における地殻上下変動．
歴史地震の震央は宇佐美ほか（2013），海底活断層の分布は井上・岡村（2010）にそれぞれ基づ
く．2024 年地震における地殻上下変動は石本ほか（2024）による「だいち 2 号」観測データ（原
初データ JAXA 所有）の 2.5 次元解析による準上下方向の地殻変動．写真は 2024 年地震による
隆起で生じた海成段丘（2024 年 5 月 10 日撮影）
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した（図 2）．これは 2007 年地震時のおよそ 2.5
倍の隆起が生じたことになる．
　2007 年地震で隆起した海岸沿いおよび周辺で
は，過去にもくり返し隆起したことを示す生物遺
骸（おもにカンザシゴカイ類）の隆起痕跡が複数
の高さで見つかっている（Shishikura et al., 2009）．
生物遺骸は平均海面上 1.5 m（2007 年地震後の調
査時点の計測値）までの範囲にあり，それらの
14C 年代測定の結果，少なくとも 3 つのレベル

（高位，中位，低位）の群集に区分できる（図 3）．
高位群集は 2007 年地震の隆起域とほぼ同じ範囲
に分布しており，800～1,000 年前に 0.4～0.5 m 程
度の隆起で離水したと推定される．中位群集は
400～500 年前の年代を示し，門前沖セグメント
に面する海岸のほぼ全域で同程度（0.3～0.4 m）
隆起したことが認められる．低位群集は最近 300
年以内の年代を示し，0.2～0.4 m 程度の隆起が認

められるが，2007 年地震の隆起域よりも南側で
隆起が大きくなる傾向にある．
　このように門前沖セグメント周辺の海岸では，
数百年の頻度で 0.2～0.5 m 程度ずつ隆起してきた
ことがわかる．しかし中位群集と低位群集は隆起
量の分布パターンが 2007 年地震時とは異なるこ
とから，門前沖セグメントの活動とは別の要因で
隆起した可能性が高い．Shishikura et al.（2009）
は，中位群集について，非地震性の隆起もしくは
海面自体の低下の可能性を指摘している．低位群
集については，2007 年地震の震源よりも南の海
域で，1892 年 12 月 9 日に M 6.4 の地震が発生し，
約 41 時間後にさらに南で M 6.3 の地震が続いて
起こった（宇佐美ほか，2013）とされ，これらの
地震に関連している可能性がある．
3．2　猿山沖セグメント
　猿山沖セグメント沿いの海岸は，2024 年地震
で最大隆起を記録した地域であり，猿山岬周辺で
は最大約 5.5 m の隆起も確認されている（立石，
2024）．この地震が発生するまで，近年の地震で
隆起した記録はなかったが，過去の隆起痕跡とし
て，輪島市鵜

う

入
にゅう

町の 1 地点で，標高 0.7～1.9 m
（2008 年調査当時）の範囲で離水した生物遺骸の
群集が見つかった（図 4；宍倉ほか，2020）．こ
れは群集を構成する生物種（おもにフジツボ類や
カンザシゴカイ類）の生息高度と 14C 年代測定の
結果を考慮すると，高位と低位の 2 つのレベルに
区分できる．離水年代は高位が 7 世紀頃，低位が
12～13 世紀頃と推定され，それぞれ 0.7～0.8 m
程度の海面の急激な低下が生じたと推定される．
これらは地震による隆起を示す可能性が高く，再
来間隔は数百年であるが，前述の門前沖セグメン
ト沿いで検出された 3 回の隆起イベントとはタイ
ミングが異なる．また 1 地点のみの情報のため，
それぞれの地震の実態は今のところ不明である．
3．3　輪島沖セグメント
　輪島沖セグメントに面する海岸も，2024 年地
震が起こるまでは，近年の地震による隆起は観測
されていなかった．一方，歴史上の地震で隆起し
た可能性は指摘できる．半島北東部の輪島市町野
町曽

そ

々
そ

木
ぎ

では，標高 0.6 m 付近（2008 年調査当時）

図 2　 輪島市門前町赤神における 2007 年地震による
海岸の隆起（上；2007 年 10 月 3 日撮影）と
2024 年地震による海岸の隆起（下；2024 年 5
月 8 日撮影）
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に離水した生物遺骸群集が見つかり，17 世紀以
降の 14C 年代を示す（図 5；宍倉ほか，2020）．ま

た Hamada et al.（2016）は同セグメントに面す
る海岸沿いの複数地点で離水した生物遺骸群集を
発見しており，それらの高度から地殻の隆起分布
を復元すると，輪島市深見町周辺をピークに東西
へ減じるパターンを示している．
　歴史記録によると，現在の輪島市町野町周辺
で，1729 年に大きな地震（推定 M 6.6～7.0）があっ
たことがわかっている（宇佐美ほか，2013）．揺
れによる家屋の被害（潰家率）の大きかった範囲
は，おおよそ輪島沖セグメントと一致しており，
この地震が同セグメントの活動によって生じた可
能性を指摘できる．このことから Hamada et al. 

（2016）は，17 世紀の生物遺骸は 1729 年の地震
による隆起を示していると考え，輪島沖セグメン

図 4　 輪島市鵜入町における過去の隆起を記録した
生物遺骸群集（2008 年 10 月 3 日撮影）．写真
の一部は宍倉ほか（2020）を改変

図 3　 能登半島北西部沿岸における隆起生物遺骸群集と旧汀線高度分布．南北方向に投影した生物遺骸
の高度分布（上）と現地で観察される生物遺骸（下；2007 年 10 月 3 日および 2008 年 10 月 4 日撮
影）．Fuk：福浦，Hat：機

は た ご
具岩，Sek：関野鼻，Aka；赤神，Kai：鹿

か
磯
いそ

，Waj：輪島．Shishikura 
et al.（2009）を改変
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ト沿いの断層モデルを提案している．
　なお，曽々木の調査地点では，2008 年以来，
宍倉ほか（2020）などによって高度計測が複数回
行われており，2024 年地震後に同地点で再計測
を行った結果，2023 年計測時との比較で 1.87 m
の隆起量が測定された（図 5）．これは 1729 年地
震時の 2～3 倍の隆起であったことを示している．
3．4　珠洲沖セグメント
　珠洲沖セグメントに面する能登半島北東部で
は，M 6.5 の 2023 年地震があった．この地震と海
底活断層との関係は必ずしも特定されていない
が，おおよそ珠洲沖セグメントに沿った範囲で最
大 0.2 m 程度の地盤の隆起が観測された（国土地
理院，2023）．宍倉ほか（2024）は 2023 年地震直
後の調査で，地震前の 2022 年に高度計測してい
た地点を再計測し，隆起量を見積もった．その結
果，珠洲市高

たか

屋
や

町にある堂ガ崎東で最大 0.24 m
隆起していることがわかった（図 6）．この計測
地点を 2024 年地震後に再計測したところ，1.48 m

の隆起量が測定され，2023 年地震の約 6 倍の隆
起を記録した．
　この地震の前までは，近年の地震で隆起した記
録はないが，宍倉ほか（2020）は，珠洲市馬

まつなぎ

緤町
で標高 1.0～1.1 m（2008 年調査当時）に 1～3 世
紀に離水した生物遺骸の群集を報告している．こ
の痕跡も地震性隆起を示している可能性がある
が，1 地点のみのデータのため具体的な変動様式
は不明である．

4． 能登半島北部沿岸の海成段丘

4．1　低位段丘の分布と年代
　能登半島では，更新世（約 258 万年前～約 1.2
万年前）に形成された高位段丘や中位段丘と呼ば
れる海成段丘が良好に発達しており，10～100 万
年スケールで長期的に隆起していることが報告さ
れてきた（太田・平川，1979）．一方で，完新世に
おける数千年スケールの隆起を記録した低位段丘
については，近年まで詳しい報告はなかった．宍
倉ほか（2020）は，空中写真を用いた地形判読や，

図 5　 輪島市町野町曽々木における 1729 年地震の
隆起による生物遺骸（上；2008 年 10 月 3 日
撮影）と 2024 年地震による海岸の隆起（下；
2024 年 5 月 10 日撮影）．写真の一部は宍倉
ほか（2020）を改変

図 6　 珠洲市高屋町堂ヶ崎東における 2023 年地震
による海岸の隆起（上；2023 年 5 月 13 日撮 
影）と 2024 年地震による海岸の隆起（下；
2024 年 3 月 2 日撮影）．宍倉ほか（2024）を
改変
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現地での測量調査などの結果，半島北部沿岸の東
端から西端まで，海面から標高 7 m 程度（2010～
2012 年調査当時）までの間に低位段丘が分布し
ていることを明らかにした（図 7b，d，e）．これ
らは少なくとも 3 つのレベルに区分され，高いほ
うから L1 面，L2 面，L3 面と呼び，段丘面同士
の比高は 1～3 m 程度である．前章で説明した近

年の M 7 以下の地震による隆起は，セグメント単
位で認められる比較的小規模なもので，顕著な段
丘の形成はなかった．つまり低位段丘の存在は，
過去に段丘を形成するような，より大きな隆起
が，少なくとも 3 回起きていたことを示す．また
低位段丘は，セグメントをまたいで沿岸全域に分
布していることから，地震時の隆起の範囲は，北

図 7　 能登半島北部沿岸における海成段丘．（a）海岸沿いに投影した中位段丘の高度分布（小池・町田，
2001 に基づく）．（b）海岸沿いに投影した低位段丘の高度分布（宍倉ほか，2020）と歴史地震およ
び近年の地震による地殻上下変動（Shishikura et al., 2009；Hamada et al., 2016；宍倉ほか，2023）． 

（c）2024 年地震における準上下方向の地殻変動（石本ほか，2024）．凡例は図 1 に準ずる．（d）輪
島市門前町五十洲で見られる低位段丘．（e）珠洲市折戸町木ノ浦で見られる低位段丘
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部沿岸一帯に及んでいたと考えられる．
　段丘の形成年代について，直接的なデータは得
られていないが，低位段丘は一般的に後氷期の海
面上昇がピークに達した縄文時代前期（約 6,000
年前頃）以降に形成されたと考えられている．能
登半島中部の七尾湾ではそのピークが 3,500 年前
頃という報告（藤本，1993）もあるが，いずれに
せよ過去 6,000 年前以内に段丘を形成する地震が
3 回あったとすれば，再来間隔は千～数千年程度
となる．なお最近，能登半島北部沿岸各地で低位
段丘の掘削調査が行われるようになり，少しずつ
年 代 デ ー タ が 得 ら れ つ つ あ る（ 宍 倉 ほ か，
2025）．今後，1 面 1 面の具体的な年代が解明さ
れていくことが期待される．
4．2　 海成段丘の高度分布が示す海底活断層の活

動性
　海成段丘の高度は，離水以降に生じた汎世界的
な海水準変動と局所的な地殻変動の総和を示して
おり，特に後者の影響によって，活発に隆起して
いるところほど高く分布する．したがって高度分
布から長期的な地殻変動の傾向とその地域的な差
異を知ることができる．そこで低位段丘の中で最
高位の L1 年の高度分布に注目してみると，最も
高いのは半島北西部の輪島市門前町五

い

十
ぎ

洲
す

周辺
で，2024 年地震前の計測で標高 7.2 m である（図
7b）．半島北東部でも珠洲市馬緤町周辺の標高
6.3 m をピークに高度が周囲より高くなっている

（図 7b）．この半島北東部での高まりは，低位段
丘だけでなく，後期更新世の最終間氷期（12～13
万年前）に形成された中位段丘の高度分布も同じ
傾向を示している（図 7a）．
　珠洲市馬緤町周辺の高度のピークは，ちょうど
輪島沖セグメントと珠洲沖セグメントの境界付近
に位置する．一般的にセグメントの境界付近は断
層の活動性が低く，隆起速度も小さくなることか
ら，本来であれば海成段丘の高度も低くなるはず
である．実際に輪島沖セグメントで起きたとされ
る 1729 年地震の推定変動（Hamada et al., 2016）
は，隆起のピークが同セグメントの中央からやや
西側にあり，セグメント境界はほとんど隆起して
いない（図 7b）．この海成段丘の高度分布と海底

活断層のセグメント区分との矛盾について，宍倉
ほか（2020）は，セグメント境界をつなぐ未知の
海底活断層の存在の可能性などを考察していた．
その後，珠洲沖セグメント周辺で発生した 2023
年地震においても，セグメント境界では地殻変動
がほとんどなく，隆起のピークは東の珠洲市高屋
町付近にあった（図 7b）．このことから宍倉ほか

（2023）は，将来セグメント境界付近で矛盾を解
消する隆起が起こりうることを改めて指摘した．
そして実際に起きたのが 2024 年地震である．

5． 隆起痕跡からわかる地震履歴

　2024 年地震の隆起量の分布と海成段丘の高度
分布を比較してみると，両者は傾向がよく一致す
ることがわかる（図 7a，b，c）．2024 年地震で最
大隆起を記録した半島北西部では，L1 面の高度
も最も高い．また半島北東部でも，中位段丘や
L1 面の高度のピークが認められた珠洲市馬緤町
周辺で，2024 年地震の隆起量も大きくなる傾向
にある．すなわち，中位，低位の海成段丘の高度
分布は，2024 年地震のようにセグメントが連動
して大きく隆起する地震がくり返し起こり，その
隆起が長期的に累積していることを示している．
前述のとおり，宍倉ほか（2020，2023）が指摘し
た半島北東部における段丘の高度とセグメント区
分との矛盾は，2024 年地震が答え合わせとなり，
この大きな隆起で L4 面とも呼ぶべき新たな段丘
が各地で形成された（図 1 の写真）．したがって
能登半島の地形形成は，基本的に連動型の地震に
よる隆起が規定していると言うことができる．
　ここで海底活断層のセグメント区分と地震の起
こり方について注目すると，能登半島北部では，
セグメント単位で起こる M 7 以下の地震と，セグ
メントが連動して起こる M 7 後半の地震があり，
階層性が認められる．隆起痕跡に基づけば，2007
年地震や 2023 年地震のような M 7 以下の地震は，
1 m 未満の隆起を伴って数百年程度の間隔で起き
ており，2024 年地震のような M 7 後半の連動型
地震は，海成段丘を形成するような数 m 規模の
大きな隆起を伴って千～数千年間隔で起きている
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と考えられる．
　このように規模も頻度も異なる 2 つのタイプの
地震だが，2007 年地震や 2023 年地震のすぐ後に
2024 年地震が起こったように，両者が近接した
タイミングで起こることもある．特に門前沖セグ
メントでは，2007 年に活動した断層が，わずか
17 年でさらに大きく活動したことになり，1 度活
動した断層はしばらく大きな活動はないという一
般的な考え方を覆す現象として注目される．

6． 今後に向けて

　能登半島沿岸では，過去の隆起を示す海成段丘
や生物遺骸などの痕跡が各所で観察され，それら
の高度分布と年代から，隆起をもたらした地震の
履歴を復元することができる．特に低位段丘の分
布から，半島北部全域が大きく隆起する地震が，
過去約 6,000 年以内に少なくとも 3 回起きている
ことがわかった．この地震履歴から，将来ふたた
び同様の地震が起こりうることが指摘され，結果
的にそれは 2024 年地震によって現実のものと
なった．低位段丘の高度分布と 2024 年地震の隆
起量分布がおおよそ一致したという事実は，海岸
の隆起痕跡に基づく履歴調査の有用性を示すもの
と言える．逆に近年に起きた地震（2007 年地震，
2023 年地震，2024 年地震）で生じた隆起現象の
特徴を，長期的な変動と対比させることで，震源
となった海底活断層と隆起痕跡との関係がより明
確になった．これが能登半島全体の隆起プロセス
と地形形成との関係を理解する上で大きな助けと
なっている．
　能登半島沿岸におけるこれらの結果から，今
後，沿岸域に影響を及ぼしうる地震の長期的な予
測において，海岸の隆起痕跡に関する調査がます
ます重要になってくるだろう．日本列島の沿岸で
海成段丘が分布している地域は多く，特に歴史上
の地震で隆起が記録されている相模トラフ沿いや
南海トラフ沿いでは，古くから研究が進められて
いる．一方で，歴史上の地震による隆起の記録が
ない地域でも，海成段丘が存在するのであれば，
将来，数百～数千年に 1 度の大きな隆起をもたら

す地震を起こすポテンシャルがあることを示して
いると言える．そのような地域では，低位段丘や
生物遺骸について，高度と年代に関するデータを
集積し，隆起履歴を復元することが，今後の地震
の長期評価において不可欠であろう．
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1． は じ め に

　北海道から千島列島に沿った太平洋側は千島海
溝と呼ばれ，世界的にみて地震活動が活発な地域
となっている．マグニチュード（M）8 クラスの
巨大地震が数多く発生し，地震動や津波による大
きな被害を受けてきた．国の地震調査研究推進本
部（以下，地震本部）は，千島海溝沿いの地震発
生可能性長期評価の第 3 版を 2017 年に公表し，
M 8.8 程度以上の超巨大地震の発生が切迫してい
るとした（地震本部，2017）．国の中央防災会議
は，モーメントマグニチュード（Mw）9.3 の最大
規模の地震と津波による被害想定を 2021 年に発
表し，最悪の場合には 10 万人の死者が発生する
とした（中央防災会議，2021）．
　本論では，これまでの調査研究で明らかになっ
た千島海溝沿いの地震発生履歴や，プレート間固
着の状況，現在進められている防災対策について
概観するとともに，残された課題について論じ
る．なお，千島海溝のうちウルップ島より西側の
千島海溝南部に相当する領域を中心に取り扱う．

2． 歴史時代以降の巨大地震の記録

　北海道東部（道東）の千島海溝で発生した地震
津波について，文献で確認できる最も古いものは
北海道南部松前藩「松前家譜」にある「慶長十六
年十月，東部海嘯，民夷多ク死ス」との記録であ
る．当時の「北海道東部」とは，北海道渡島半島
より東側の太平洋岸全体を指すとされ，現在の道
東とは異なることに注意が必要である．この津波
の発生日とされる 1611 年（慶長 16 年）10 月 28
日（和暦）は，東北地方太平洋側に大きな被害を
もたらした慶長三陸津波と同日であることから，

複数の解釈が提案されている．たとえば，「松前
家譜」の記事は慶長三陸津波による被害を指すと
する考えや，日本海溝と千島海溝が連動する超巨
大地震であったとする見方，日本海溝と千島海溝
とで時間を置いて別々の地震が発生したとするア
イデアなどが示されているが，現在まで結論には
至っていない．ただし，道央から道東にかけての
太平洋沿岸では広く 17 世紀前半の年代を示す津
波堆積物が発見されており，この時期に巨大な津
波が襲来していたことは事実である．
　1804 年（文化元年）に道東釧路管内の厚岸町
に幕府直轄の官寺である国泰寺が設置され，住職
の日誌「日鑑記」に千島海溝で発生した地震や津
波の記録が残されるようになった．地震本部の長
期評価では，古文書に記録が残る 1839 年の地震
以降については，巨大地震の見落としはないとし
ている．北海道では，アイヌ語が特定の文字で表
記する方法が定まっていなかったこともあり，古
文書が現存する期間がほかの地域に比べ短い．特
に，道東においては，19 世紀初頭までの 200 年
程度しか古文書を遡ることができない．一方，18
世紀前半にはすでに太平洋に進出していたロシア
にも千島・カムチャツカ海溝での地震津波や噴火
に関する記録が存在する．たとえば，1780 年に
中千島で発生したウルップ島地震の記述などを追
うことができるものの，そうした古文書による歴
史地震の調査には限界がある．明治時代になる
と，日本最初の気象観測所である函館気候測量所
で地震観測が 1873 年に開始されたのを端緒とし
て，北海道でも気象官署等で組織的な地震観測が
行われるようになった（林，2023；石垣，2007）．

3． 津波堆積物調査による古津波履歴

　歴史時代以前の巨大地震の発生状況について

千島海溝沿いの巨大地震と防災対策の現況

高橋浩晃
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は，津波堆積物調査に拠ることになる．道東の太
平洋沿岸部は，人工改変を免れて自然のまま残っ
ている海岸や潟湖が比較的多く，津波堆積物調査
が実施しやすい環境にある．このため，世界的に
見ても最も充実した津波堆積物データが得られて
いる地域の 1 つとなっている．
　北海道太平洋沿岸では，1990 年代から本格的
な津波堆積物調査が始められた．北海道大学や産
業技術総合研究所などの複数の研究者・機関によ
る網羅的な調査により，縄文海進以降の約 6,500
年間に最大 18 回程度の巨大津波が発生していた
可能性が明らかにされている．津波堆積物は海岸
から数 km 入った内陸部でも発見されたほか，高
さ 15～20 m の海岸段丘上でも確認されている．
古津波の浸水範囲は歴史時代以降に発生した津波
の浸水実績を大幅に上回っており，これまでに知
られていない大規模な津波の存在が明らかになっ
た．最新の巨大津波の発生時期は，17 世紀に起
こった北海道駒ヶ岳や樽前山の大規模噴火による
広域降下火山灰層を指標とすることで，今から約
400 年前の 1600 年代前半に特定されている．一
方で，巨大津波の発生間隔は 100～800 年程度と
ばらつきが見られることも示された（Nanayama 
et al., 2003；Sawai et al., 2009；平川，2012）．
　17 世紀前半の巨大津波については，津波堆積
物の分布をシミュレーションで再現することで津
波波源モデルの推定が行われ，十勝根室沖の海溝
軸付近で 25 m の大きなすべりを伴うような Mw  
8.8 以上の超巨大地震であった可能性が示されて
いる．なお，震源域がより東側の北方領土の沖合
まで延びていた可能性もあるが，現在まで検討さ
れていない．国の中央防災会議の日本海溝・千島
海溝周辺海溝型地震の被害想定作業では，津波堆
積物分布や発生年代の網羅的な検討が行われ，道
東で最大となる津波は，12～13 世紀および 17 世
紀前半に発生したイベントであるとされた．この
ように，千島海溝南部では，M 9 クラスの超巨大
地震が繰り返し発生し，巨大津波が沿岸を襲って
いた事実が明らかにされている（Ioki and Tanioka, 
2016；中央防災会議，2022）．
　千島海溝南部の超巨大地震の震源域やその多様

性を検討するためには，津波堆積物調査をより広
範囲で実施する必要がある．北海道大学では，国
の四島交流（ビザなし交流）の専門家枠を利用し
てロシア側と協力し北方領土での津波堆積物調査
を実施してきた．これまで，色丹島と国後島で津
波堆積物の存在を確認している．ロシア側の調査
では，北方領土の択捉島・国後島・色丹島・歯舞
群島すべてで津波堆積物が確認されており，たと
えば国後島では過去 7,000 年間に 17 層の津波堆積
物が報告されるなど，北海道本島東部と同様に多
くの巨大津波の痕跡がみつかっている．今後，北
海道本島東部の津波堆積物との対比が進めば，震
源域の多様性や地震発生間隔に関する情報が得ら
れることが期待される（高清水，2017）．

4． 地震発生可能性の長期評価

　千島海溝南部では，1950 年代から 60 年代にか
けて 1952 年十勝沖地震（M 8.2）・1963 年択捉島
南東沖地震（M 8.1）・1968 年青森県東方沖地震

（M 7.9，地震の名称は十勝沖地震）・1969 年北海
道東方沖地震（M 7.8）と M 8 クラスプレート間
巨大地震が相次いで発生した．これらの地震の震
源域は互いに重ならないように分布していたが，
根室沖だけ地震が発生していない状態であった．
宇津（1972）はこの特徴に注目し，根室沖が地震
空白域であり地震の発生可能性があると発表した
が，はたして翌年の 1973 年に根室半島沖地震

（M 7.3）が発生した．この予測は，巨大地震は震
源域が重複することなく領域ごとに繰り返し発生
するという固有地震モデルの事例として注目され
た．一方，地震の規模は予測された M 8 程度より
一回り小さかった．
　地震本部では，地震発生履歴などの情報を網羅
的に整理し，一元的に長期的な地震発生可能性を
評価している（長期評価）．千島海溝沿いの長期
評価の第 1 版は 2003 年 3 月に公表された．プ
レート間地震については，評価領域を十勝沖・根
室沖・色丹島沖・択捉島沖に区分けし，地震はそ
れぞれの領域で独立して発生するとして発生確率
を示した．十勝沖の 30 年間地震発生確率は 60%
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程度と高い値であったが，その半年後の 2003 年
9 月に十勝沖地震（M 8.0）が発生し，固有地震モ
デルの有効性を示す事例となった．地震本部は，
この地震の発生を受けて同年 11 月に第 1 版の変
更を行った後，翌 2004 年 12 月には第 2 版への更
新を行った．固有地震モデルでは，対象の地震が
発生すると確率値がリセットされるため，十勝沖
の 30 年間発生確率は最大 0.5％となった．なお，
第 1 版と第 2 版では十勝沖と根室沖が連動する可
能性に言及されている（地震本部，2003, 2004）．
　国の中央防災会議は，2003 年に相次いで発生
し た 宮 城 県 沖 の 地 震（M 7.1） や 十 勝 沖 地 震

（M 8.0）などを受けて，「日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する
特別措置法」を 2004 年に制定し，専門調査会を
設置して被害想定を行った．検討結果は 2006 年
に公表されたが，津波堆積物のデータに基づき十
勝沖～根室沖が連動する「500 年間隔地震」

（Mw 8.6）を想定地震として設定した（中央防災
会議，2006）．また，前回の「500 年間隔地震」
からすでに 400 年が経過しており，ある程度の切

迫性を有している可能性があると評価した．釧路
市などでは「500 年間隔地震」に対応した津波浸
水予測図やハザードマップが作成された．
　2011 年東北地方太平洋沖地震の発生を受けて，
固有地震的な性質に加え，隣接領域との連動を含
めた震源域の多様性の重要性が改めて強く認識さ
れるようになった．地震本部は，千島海溝沿いの
長期評価の第 3 版を 2017 年に公表したが，十勝
沖・根室沖・色丹島沖および択捉島沖の領域分け
に加え，それらの境界が空間的に幅を持つとする
境界領域を新たに導入し，震源域の広がりの多様
性を考慮した評価を行った（図 1；地震本部，
2017）．境界領域は十勝沖と根室沖の間と，根室
沖と色丹島沖の間に設定され，複数領域に跨って
地震が発生するパターンや，同じ領域内であって
も異なる津波波源や強震動生成域を持つ事例，
1952 年十勝沖地震の震源域が 2003 年十勝沖地震
に比べ東側に広がっていたとする考え，1843 年
根室沖地震の津波が 1952 年十勝沖地震とも 1973
年根室半島沖地震とも似ていること等の情報を網
羅できるようになった．また，第 3 版では津波堆

図 1　 地震本部の千島海溝沿いの長期評価第３版で用いられている地域区分と 2025 年 1 月 1 日現在の
今後 30 年間の地震発生確率．図中の四角は 20 世紀以降に起こった M 8 クラスのプレート間巨大
地震の震源域と 17 世紀前半に発生した Mw 8.8 の超巨大地震の震源域を示す（Ioki and Tanioka, 
2016；地震本部，2017）
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積物調査データが最大限反映され，十勝沖から択
捉島沖までの広い領域を震源域とする M 8.8 程度
以上の超巨大地震の発生確率が新たに加えられ
た．津波堆積物の年代データを確率モデルに入力
した結果，超巨大地震の平均発生間隔は 380 年程
度で 30 年間発生確率は 7～40％と発生が切迫し
ている可能性が高いと評価した．図 1 に長期評価
第 3 版における千島海溝沿いの区域分けと 2025
年 1 月時点での今後 30 年間の地震発生確率，20
世紀以降に発生したプレート間巨大地震の震源域
および 17 世紀前半の超巨大地震の断層モデルを
示す（Ioki and Tanioka, 2016）．根室沖では，M 8
クラスの発生確率は 80% 程度ときわめて高い．
この確率は，南海トラフの M 8～9 クラスと同じ
値である．
　千島海溝南部の海溝軸近くでは，地震動から推
定される M に比して津波の規模が大きい津波地
震の発生も知られている．1963 年北海道東方沖
地震の余震である択捉島沖の海溝寄りの地震

（M 6.7, Mt 7.9）や 1975 年色丹島沖の海溝寄りの
地震（M 7.0, Mt 7.9）などの事例がある．Mt は津

波の高さに基づく津波マグニチュードである
（Abe, 1979）．なお，津波地震もプレート間地震
の一種である．長期評価では津波地震の発生確率
も示されていて，Mt 8 程度が今後 30 年間で 50%
程度と高い値となっている．
　1952 年十勝沖地震以降に発生した地震は，地
震計や地殻変動・津波等の観測データにより地震
時に断層面が大きくすべった場所が推定されてい
る．図 1 に示した 20 世紀以降に発生した地震の
震源域にはそれを反映させているが，十勝根室沖
で発生した巨大地震は，いずれも陸域に近いプ
レート境界の比較的深い場所が震源域となってい
ることが分かる．一方，17 世紀前半の超巨大地
震は，大すべり域が沖合の海溝軸に近い部分にあ
ることが特徴的である．つまり，少なくとも 20
世紀以降は，十勝根室沖の海溝軸付近が大きくす
べる地震は発生していない．図 2 に気象庁による
一元化震源の震央分布を示したが，海溝軸付近で
は普段から地震活動が低調であることが分かる．
これらの観測事実は，海溝軸付近はもともと地震
を起こす能力がないか，あるいは，次の超巨大地

図 2　 気象庁一元化震源による千島海溝南部の震央分布．期間は 1997 年 10 月から 2024 年 12 月までで
M 3.5 以上深さ 60 km 以浅の地震を示した．灰色のハッチをかけた領域は海溝軸に近い普段から
地震活動が低い領域を示す
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震に向けて静かにエネルギーを溜め込んでいるか
の 2 つの可能性を示している．17 世紀前半の超
巨大地震で海溝軸付近で大きなすべりが発生した
ことは，後者の可能性が高いことを示唆する．
　海溝軸付近のプレート境界面は浅い場所に位置
しているため，地震時に断層が大きくすべると海
底面も大きく隆起し，結果として高い津波を発生
させる．東日本大震災を引き起こした 2011 年東
北地方太平洋沖地震（M 9.0）でも，海溝軸に近
い浅いプレート境界面が大きくすべったことで津
波が巨大化したことが明らかになっている．津波
防災上，地震時に海溝軸付近のプレート境界面が
大きくすべるか否かは大きな問題である．
　千島海溝南部ではプレート間地震以外の地震も
発生する．沈み込んだプレートの内部で起こるプ
レート内地震（スラブ内地震ともいう）の活動も
活発であり，1958 年択捉島沖地震（M 8.1）・1993
年釧路沖地震（M 7.8）・1994 年北海道東方沖地震

（M 8.4）などの M 8 クラスの巨大地震が知られて
いて，地震動や津波による大きな被害を出してき
た．また，海溝軸からプレートが沈み込みを始め
る前の海溝軸外側で起こる地震（アウターライズ
地震ともいう）も，2012 年に十勝沖に近い三陸
沖で発生した M 6.9 の地震や，2019 年の根室沖
M 6.2 の地震，場所は中千島となるが 2007 年のシ
ムシル島沖 M 8.2 の巨大地震などが知られてい
る．地震本部の長期評価では，これらのプレート
内や海溝軸外側の地震についても確率評価が行わ
れている．なお，1894 年根室沖の地震（M 8.3）
について，地震本部の長期評価ではプレート間地
震に分類されているが，1952 年や 2003 年の十勝
沖地震よりも広範囲に有感域が見られること，
1994 年北海道東方沖地震（M 8.4）と震度分布が
似ていることから，プレート内地震であった可能
性を記しておく．

5． プレート間固着の現況

　千島海溝南部では太平洋プレートが年間約
8 cm の速度で北海道の下に沈み込んでいるが，
プレートの境界面は普段は摩擦のため「すべれな

い」状態にあると考えられる．これを「プレート
間固着」や，すべることができない状態を指す

「すべり欠損」と呼ぶ．摩擦によるプレート間の
固着が起こると，沈み込むプレートと陸側プレー
トの境界面の応力が徐々に高まっていくととも
に，その結果として北海道が乗った陸側プレート
は太平洋プレートが沈み込む方向である北北西方
向に押されひずむ．摩擦力には上限となる強度が
ある．断層面の応力が摩擦強度を超えるか，ある
いは何らかの理由で強度が低下する条件が整う
と，断層面が一気にすべる現象である地震が発生
し，それまでに高まっていた応力はリセットされ
る．これが単純化された地震発生のモデルである．
　一般的に，プレート境界面の摩擦の特徴には，
いくつかのパターンがあり得ると考えられてい
る．たとえば，数百年以上の間隔で発生する巨大
地震時以外は強く固着しているケースや，普段は
固着しているが，ときどき（100 年程度～数年）
地震が起こり応力をこまめに解消するパターン，
あるいは，普段からずるずるとすべっていて大き
な地震を起こすことができないケース（非地震性
すべり）などが想定されている．実際の断層面上
では，さまざまな摩擦の特徴が強弱を持って空間
的に不均質に分布していると考えられている．摩
擦特性が時間的に変化する可能性も検討されてい
るが，その実態はよく分かっていない．
　固着が強い場所とは，次の地震を発生させる応
力を貯め込んでいる領域と考えられる．千島海溝
南部のプレート境界面が摩擦で固着すると，陸側
の北海道は北北西方向へ圧縮される変位が発生す
る．図 3a は国土地理院の GNSS 観測網による北
海道の地殻変動速度場であるが，道東の太平洋沿
岸では年間 4 cm 程度の北北西向きの変位が見ら
れており，十勝根室沖のプレート境界面が強く固
着していることを示している．一方，千島海溝の
沈み込みが始まる海溝軸は海岸から約 200 km も
離れており，陸上のデータだけではプレート境界
面の固着の状況を精度よく把握することは難し
い．海域での地殻変動データを得るためには，海
底に基準局を設け海底地殻変動観測を行うことが
必要である．根室沖では，東北大・北海道大・海
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洋研究開発機構によって 2019 年に初めて海底基
準局が 3 点設置され，GNSS 音響結合型の海底地
殻変動観測が開始された．
　陸上に設置された国土地理院の GNSS による
地殻変動観測網と，根室沖の海底地殻変動観測に
より，十勝根室沖のプレート間固着の現況が明ら
かになりつつある．陸上の GNSS による地殻変
動データからは，十勝根室沖のほぼ全域で強い固
着状態にあり，高いレートで応力が蓄積されつつ
ある可能性が示されている．海底地殻変動の観測
データからも同様の結果が得られており，海溝軸
に近いプレート境界浅部も強い固着状態にある可
能性が高い．海溝軸付近の強い固着は，地震時に
高い津波を励起する可能性を示しており，防災上
重要な情報である．十勝根室沖より東側の色丹島
から択捉島沖にかけても，ロシアが北方領土に設

置した GNSS 観測によるデータから，十勝根室
沖と同様に強く固着している可能性が示唆されて
いる（Lindsey et al., 2021；Vasilenko and Prytkov, 
2022；富田・太田，2024）．
　これらの観測データは，千島海溝南部全域で次
の巨大地震に向けた準備が着々と進行しているこ
とを示している．一方，地殻変動の観測データが
得られているのは 1996 年以降であり，それ以前
の固着状況については不明である．仮に，現在の
地殻変動の状態が前回の超巨大地震が発生した
400 年前から継続しているとすると，プレート境
界面に累積したすべり欠損量は 20 m を超え，す
でに M 9 クラスの地震を起こせる状態になってい
るとの試算もある．図 3b に 1997 年以降の国土
地理院 GEONET 釧路町仙鳳趾観測点（960531）
での東西方向の座標値時系列を示す．2003 年と

図 3　 （a）国土地理院 GEONET 観測網による北海道の地殻変動．期間は 2023 年 6 月から 2024 年 5 月
までの 1 年間で固定点は道北の猿払観測点．（b）釧路管内 960531 観測点での東西方向の座標時
系列．期間は 1997 年 2 月から 2025 年 1 月まで．2003 年と 2004 年にみられる不連続は 2003 年
十勝沖地震（M 8.0）および 2004 年釧路沖地震（M 7.1）によるもの



38 ──地震ジャーナル　79 号（2025 年 6 月）

2004 年にみられるギャップは十勝沖と釧路沖地
震によるものであるが，それを除くとほぼ同じ
レートで変化が継続しており，少なくともこの
30 年間は地殻変動のトレンドに変化はみられな
いことが分かる．

6． 北海道・三陸沖後発地震注意情報と 
地殻活動モニタリングの現状

　内閣府と気象庁は，三陸沖から根室沖にかけて
の領域で Mw 7.0 以上の地震が発生した場合，続
発する地震への注意を呼びかける「北海道・三陸
沖後発地震注意情報（以下，後発地震注意情報）」
の運用を 2022 年 12 月から始めている．Mw は地
震のマグニチュードの一種であるモーメントマグ
ニチュードを示す．先発地震よりも後発地震のほ
うが大きかった事例として，2011 年東北地方太
平洋沖地震（Mw 9.0）の 2 日前に発生した Mw 7.3
の地震や，1963 年択捉島南東沖地震（Mw 8.5）の
18 時間前に発生した Mw 7.0 の地震があげられて
いる．世界的事例から，Mw 7.0～8.0 の地震発生
後 7 日以内に Mw 7.8 以上の後発地震が発生する
のはおおむね百回に 1 回程度，Mw 8.0 以上の地震
発生後 7 日以内に Mw 7.8 以上の後発地震が発生
するのはおおむね十回に 1 回程度と試算してい
る．情報発信の頻度は，対象領域における過去の
地震発生履歴からおおむね 2 年に 1 回程度を想定
としたが，原稿執筆時の 2025 年 3 月現在まで発
表基準に達する地震は発生していない．
　千島海溝では南海トラフに比べ相対的に定常的
な地震活動度が高く，その状況を統計的あるいは
経験的にモニタリングすることは重要である．後
発地震注意情報の対象である北海道から東北北部
にかけては，気象庁・大学・防災科学技術研究所
によるリアルタイムの地震や津波の海陸観測網が
運用されている．また，地殻変動をリアルタイム
で捕捉可能な国土地理院の GEONET も整備され
ている．国土地理院の地震予知連絡会では，不定
期ながら千島海溝や三陸沖の地殻活動の報告が行
われており，2008 年から 2015 年の長期間に地震
活動の静穏化が見られたこと，さらにその状況が

現在も継続している可能性などが報告されている
（松浦ほか，2024；静岡県立大学，2024）．十勝沖
で見られる超低周波地震活動については，防災科
学技術研究所から定期的に報告が行われている

（防災科学技術研究所，2025）．
　三陸沖から千島海溝にかけては，先に述べた 2
つの先発地震の事例の他にも，前震や群発的な前
震活動など，多様な地震活動が知られている．
1978 年北海道東方沖地震（M 7.3）や 1991 年択捉
島南東沖（M 6.8）などに先行した群発的な前震
活動や，三陸沖での 1981 年 M 7.0 や 1989 年 M 7.1
に先行する前震活動などの報告がある（気象庁，
1978；北海道大学理学部，1992；Maeda, 1996；
明田川・福満，2011）．
　根室沖以東の地域においては，わが国の地震観
測網の外側となってしまうため震源決定精度が低
く，プレート間地震とプレート内地震の区別が難
しいほか，震央位置も大きな誤差を有する場合が
ある．北方領土の国後島・択捉島・色丹島にはロ
シア側が運用する地震計が設置してあり，モスク
ワ近郊の地球物理調査所（日本の気象庁地震火山
部に相当）や，その支所があるユジノサハリンス
クへはデータのリアルタイム伝送が行われてい
る．日本とロシアの政府間には，隣接地域の地
震・火山噴火・津波の防災に関するプログラムが
存在し，地震活動モニタリングとデータ交換が合
意事項として示されているが，いまだに実現して
いない（Ichiyanagi et al., 2020）．

7． 調査研究の状況

　国の科学技術・学術審議会の建議「災害の軽減
に貢献するための地震火山観測研究計画」では，
2019 年から始まった第 2 次計画から「千島海溝
沿いの巨大地震」を総合的な研究に位置づけ，
2024 年からの第 3 次計画でも継続して研究が進
められている．推進体制として 6 つの研究課題か
らなるグループが組織されており，北海道大学・
東北大学・関西大学・海洋研究開発機構・北海道
立総合研究機構が参加している．
　このグループの全体目標は津波災害の軽減であ
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るが，防災対策は多様な要素で構成されるため，
全体目標の中での各課題の役割を明確化すること
が運用上効果的である．図 4 に研究グループの作
業分解構造図を示した．津波浸水域や地震動の事
前予測などの自然現象（ハザード）の評価から避
難行動や被害推計などの社会的な影響（リスク）
の評価に至る幅広い範囲をカバーしており，参加
者のバックグラウンドも社会科学から工学・理学
などの多様な分野に跨る横断的な構成となってい
る．研究内容は，経済被害・防災情報・避難計
画・事前復興・ハザード予測・地震活動や地殻構
造調査等と広範にわたり，研究の性質も萌芽的研
究から応用研究，出口に近い開発研究まで多様で
ある．また，研究者が市町等自治体や学校教育・
放送事業者と連携して課題を解決しようとするな
ど，多角的に地域防災力の向上をめざすアクショ
ンリサーチ的な取り組みも進められている．
　建議「災害の軽減に貢献するための地震火山観
測研究計画」は，防災を支える基礎研究としての
性格を有するため，その成果を直接的に防災施策
に利活用するのは難しい場合が多い．建議の基礎
研究で得られた成果を実用的な形に成型し社会に

提供するためには，より応用的かつ実証的な研究
開発や監視観測体制が必要となる．現在，千島海
溝では国が主導する研究プロジェクトは実施され
ておらず，観測体制の面でも国による海底地殻変
動は行われていない．実効的な防災対策の強化を
図るためには，調査研究と観測体制の強化が必要
である．

8． 被害想定と自治体の防災対策

　国の中央防災会議は，2021 年に日本海溝・千
島海溝周辺海溝型地震による被害想定を発表し，
千島海溝モデルでの最大死者数を約 10 万人とし
た（中央防災会議，2021）．北海道庁は 2022 年に
自治体ごとの被害想定を公表し，釧路市では最大
死者数 84,000 人が推計された．釧路市の想定死
者数は，南海トラフ地震の被害想定を含め，1 つ
の自治体としては最大となっている．死者のほと
んどは津波浸水が原因となり，地震動を原因とす
る死者数はきわめて少ない．国は被害想定の結果
を受け，2022 年に日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震特別措置法を改正し，自治体が行う津波避

図 4　 国の建議「災害に貢献するための地震火山観測研究計画」における千島海溝沿いの総合的研究グループ
の作業分解構造図．下線が引いてある項目は現在の第 3 次計画で実施中の課題
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難施設の整備に対する国庫負担割合を南海トラフ
地域と同等の 3 分の 2 に引き上げた．北海道庁も
独自の財政支援を行う補助金制度を創設した．こ
れにより，津波避難タワー等の津波避難施設整備
に係る自治体の負担は一定程度緩和された．ハー
ド整備には大きな財政負担が伴うが，国による補
助制度が拡充されたことで，財政状況の違いに起
因する自治体間の防災対策の格差がある程度解消
されることが期待される．
　最大クラスの津波（L2）の被害想定は，2011
年 3 月の東日本大震災を受けて同年 12 月に制定
された「津波防災地域づくりに関する法律」（通
称"津波法"）に基づき全国で行われるようになっ
た．なお，L2 は発生頻度がきわめて低いものの
発生すれば甚大な被害をもたらす津波，L1 は発
生頻度が高く津波高は低いものの大きな被害をも
たらす津波とされている．
　千島海溝では，すでに 2006 年に国の専門調査
会によって十勝根室沖が連動する M 8.6 の「500
年間隔地震」が評価されており，東日本大震災の
前から L2 に相当する津波の検討が行われてい
た．また，北海道庁は，東日本大震災発生直後の
2011 年 6 月から，津波法の制定を待たずに全国
に先駆けて独自の最大クラスの津波浸水想定を開
始し，翌 2012 年 6 月に浸水予測図を公表した．
これは，国の南海トラフの津波浸水想定の発表よ
りも早かった．その後，国が千島海溝の津波浸水

想定の概要報告を公表したのは 2020 年になって
からである．北海道庁が 2012 年にいち早く公表
した最大クラス津波浸水予測は，2020 年に国が
想定を公表するまでの 8 年間に北海道太平洋側の
防災対策を進める上で重要な役割を果たした．こ
のように，千島海溝では津波防災に関する先駆的
な取り組みが行われてきたことを記しておく．
　津波の到達が早く避難が難しい道東の釧路管内
や根室管内では，2022 年に国庫負担割合が引き
上げられる前から，緊急防災減災事業債や自治体
単費を用いた地震津波対策が積極的に進められて
きた．2006 年の「500 年間隔地震」想定や，2012
年 6 月の北海道庁最大クラス津波浸水予測図に基
づき，道内各所に見られる津波浸水区域や避難誘
導看板の設置をはじめ，主なものだけでも釧路市
役所の防災庁舎整備・浜中町役場の高台移転・白
糠町の学校高台移転・厚岸町の消防署高台移転な
どが進められた．2022 年の国庫負担割合引き上
げ以降では，緊急事業計画に基づき防災・安全交
付金を活用した津波避難施設の整備が急速に進展
しつつある．釧路町では 2025 年中に 4 基の津波
避難タワーが供用開始となるほか，釧路市・白糠
町・浜中町・厚岸町でも津波避難施設の建設が進
められている．なお，これらの津波避難タワーは，
南海トラフ地域で見られるような吹きさらしの構
造ではなく，冬季寒冷積雪対策として外壁が取り
付けられていて保温性が確保されている（図 5）．

図 5　 釧路管内釧路町に整備された津波避難タワー．外壁が取り付けられており冬季も室内が
保温される構造となっている
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高齢者が多く避難タワーの階段利用が難しい地域
では，津波救命艇が整備された．民間企業でも津
波救命艇を保有している事業所が見られる．ま
た，車を利用した避難訓練を実施している地区が
複数ある．表 1 に北海道太平洋沿岸自治体におけ
る津波防災施設の整備状況を示しておく．
　胆振管内や渡島管内では，長編成の貨物列車の
運行本数が多い JR 幹線が沿岸部に敷設されてお
り，津波避難の支障となることが課題とされてき
たが，JR 北海道と自治体の間で緊急時に限り線
路横断を認める方向で調整が進んでいる．国は防

災対策推進基本計画や応急対策活動に関する計画
を策定したほか，北海道庁は 2023 年に海溝型地
震対策室を新たに設けて基礎自治体の防災対策を
支援している．北海道は島であるため，津波で港
湾が被災すると本州からプッシュ支援を受けられ
なくなる恐れがあったが，今般，国の災害用備蓄
拠点が札幌市に整備される見込みとなったため，
一定程度の改善が期待される．広域道路啓開計画
も策定され，被災地への緊急輸送についても基本
的な準備は整いつつある．以上のように，津波防
災対策は着実な進展がみられている．

表 1　 北海道太平洋沿岸自治体の主な津波防災施設整備状況（事業計画中のもの，
道庁整備分を含む）

根室管内
　別海町 津波避難タワー
　根室市 市役所庁舎耐震建替・緊急避難場所・屋外備蓄コンテナ

釧路管内
　浜中町 役場庁舎高台移転・人工高台・津波避難タワー・津波救命艇・屋外備

蓄コンテナ・陸閘遠隔自動閉鎖システム
　厚岸町 津波避難複合施設・避難階段・屋外備蓄庫・保育所高台移転
　釧路町 津波避難タワー・役場支所高台移転
　釧路市 市役所防災庁舎・公営住宅の高層化・公共施設への津波避難用屋外階

段・津波避難タワー・津波避難複合施設・津波避難ビル指定
　白糠町 津波避難タワー・津波避難路・津波救命艇・屋外備蓄コンテナ・義務

教育学校高台移転・役場防災センター庁舎

十勝管内
　浦幌町 津波避難路・屋外備蓄コンテナ
　豊頃町 津波避難路・津波救命艇
　大樹町 津波避難タワー
　広尾町 津波避難施設

日高管内
　えりも町 津波避難路・津波避難施設
　様似町 津波救命艇備・屋外備蓄庫・消防庁舎高台移転
　新ひだか町 津波避難施設
　新冠町 津波避難タワー

胆振管内
　むかわ町 事前復興計画策定
　厚真町 津波避難タワー
　苫小牧市 津波避難ビル指定・津波避難施設へ改修
　登別市 市役所高台移転・消防署高台移転・津波避難路
　室蘭市 高台避難場所

渡島管内
　鹿部町 役場庁舎高台移転
　函館市 津波避難ビル指定
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　北海道太平洋沿岸は津波のリスクが高い状態に
あるが，被災した場合は復興計画を策定し復興事
業に着手することになる．被災後の応急復旧作業
の中で復興計画を策定することはきわめて困難な
作業であり，復旧フェーズごとに変化する住民
ニーズを取り込んで合意形成を行うプロセスは平
常時以上に多くの手数を必要とし，担当する自治
体職員の負担は計りしれない．結果として復興に
長い時間を要することになり，人口や産業の流出
を招いて地域の衰退が加速する．
　国や都道府県による詳細な被害想定が行われる
ようになった現在，事前に被災時の様相をある程
度イメージすることが可能である．被災時の様相
を想像し，フォアキャストを行って被災後の復興
計画の大まかなコンセプトを検討しておくこと
や，バックキャストを行って被災前に災害に強い
まちづくりを進める取り組みを行う「事前復興計
画」が有効である．道央の胆振管内むかわ町は，
町の中心部が大規模に津波浸水する想定となって
いるため，2025 年 3 月に北海道で初となる事前
復興計画を策定した．この計画は，津波浸水時に
被害を軽減させるまちづくりを平時から目指す事
前復興準備計画と，被災時に速やかな復興を目指
す復興まちづくり計画からなる．応急仮設住宅や
災害復興住宅等のインフラ整備計画に加え，保健
福祉や子育てなどの被災者に対するソフト対策に
ついても検討を行っているのが大きな特徴であ
る．むかわ町は 2018 年北海道胆振東部地震の被
災地であり，その復興過程で得た経験やノウハウ
を事前復興計画の中に取り込んでいて，具体的か
つ実効性の高い計画となっている．

9． 残された課題

　千島海溝では，地震津波の調査研究から歴史記
録以前を含めた過去の超巨大地震や津波の実像と
履歴が明らかにされてきた．また，そのデータに
基づき被害想定が実施され，法改正が行われ防災
対策が加速した．被害想定では最大規模の津波や
地震動が設定され，それに基づき防災対策が進め
られているが，いくつかの残された課題がある．

　1 つは，国の中央防災会議の被害想定で設定さ
れた最大規模地震の断層モデルの妥当性検証であ
る．国の断層モデルは，津波堆積物の分布を参考
にスケーリング則なども考慮して設定されてい
る．しかし，それは多くのモデルが考えられる中
での 1 つのモデルにすぎない．地震は震源域の広
がりやすべり分布などに多様性を持つことが知ら
れており，1 つのモデルに強く依存しすぎること
は危険である．
　被害想定では，日本海溝および千島海溝それぞ
れの領域における最大の津波によると考えられる
津波堆積物を説明するモデルが検討され，これら
2 つのモデルのうち最大となる津波や地震動を選
択することが妥当とされている．国の被害想定の
報告書では，日本海溝と千島海溝の地震が連動し
て発生する可能性について言及されているが，連
動が被害想定に与える影響は検討されていない．
地震本部の長期評価第 3 版でも，十勝沖と日本海
溝北部が連動する可能性が触れられているもの
の，過去に発生した知見がない連動型の地震の確
率を計算することは困難とされている．千島海溝
南部と日本海溝北部の連動可能性や断層モデルの
多様性の検討は未解決の課題である．
　断層モデルの多様性は，被害想定へ影響を及ぼ
す可能性がある．たとえば，震源域が広がり，大
すべり域が複数設定されると，複数の津波波源か
ら生成された津波の位相が重なり共振することで
局 所 的 な 津 波 増 幅 が 発 生 す る 可 能 性 が あ る

（Yamanaka and Tanioka, 2022）．また，国の被害
想定の断層モデルで計算された津波高では，津波
堆積物が見つかった場所の標高を下回っている場
所が複数あることにも注意が必要である．地震動
の観点からは，日本海溝と千島海溝が連動した場
合，断層破壊時間が長くなり，結果として揺れの
継続時間が延びて被害が拡大する可能性がある．
そもそも，M 9 クラスの地震では揺れが数分以上
長い時間継続するため，現状の震度による被害想
定は過小評価である可能性が高い．また，国の被
害想定で示された震度分布では，2003 年十勝沖
地震（M 8.0）による震度実績を下回っている地
域がある．強震動生成域の事前予測はきわめて難
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しい問題であるが，少なくとも M 8 クラスの既往
地震よりも同じか，それ以上の震度となる震源モ
デルを検討する必要がある．強震動生成域の不確
実性評価を含め，地震動の広帯域時刻歴情報に基
づく被害想定を検討する必要がある．
　後発地震注意情報の運用には地殻活動モニタリ
ングの強化が欠かせない．日本海溝や千島海溝で
は，南海トラフのように地殻活動を定期的に評価
検討する仕組みがないほか，国による海底地殻変
動観測も実施されておらず，監視観測体制が十分
ではない．また，より規模の大きな後発地震の発
生頻度については，世界的な事例が示されている
だけで，当該地域の特徴的な地震活動を反映させ
た検討は行われていない．前震や群発地震等の事
例をどのように地殻活動評価に取り入れるのか，
どのような情報を地震活動や地殻変動の観測デー
タから生成して評価するのか，そもそも，現在の
地震学的な知見で何をどこまで評価できるのかな
ど，地殻活動監視の技術的な検討が必要である．
　加えて，地殻活動評価のような，あいまいな情
報をどのように社会に伝えていくのか，自治体や
住民をはじめ，地域経済への影響なども含めて慎
重に検討する必要がある．その際，2024 年 8 月
に出された南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注
意）での社会反応や地殻活動モニタリング体制等
を参考にすることが望ましい．後発地震注意情報
という不確実性の大きな情報の伝え方・受け取り
方は，科学的なアプローチだけでは解決できない
課題であり，信頼と納得を促すようなリスクコ
ミュニケーションを模索する必要がある．一方
で，地震のほとんどは突発的に発生するという大
前提をつねに忘れず，後発地震注意情報ありきの
防災対策が行われないように注意していくことも
重要である．
　防災対策としては，津波避難タワーの整備が進
みつつあるものの，依然として残る避難困難地域
が大きな課題である．国の国庫負担割合が増えた
とはいえ，津波避難タワー等のハード整備には自
治体の自己財源が相当に必要となる．民間建物等
の津波避難ビル指定が強力に進められているが，
高い建物が限られる地域が多く，耐浪性基準の問

題もあり，抜本的な解決が難しい状態が続いてい
る．また，積雪寒冷となる冬季の津波避難も大き
な課題である．国の被害想定では，千島海溝地震
では 2 万人を超える低体温症要対処者が発生する
とされている．自治体では，屋外の避難場所でも
暖が取れるよう備蓄コンテナなどの対策を進めて
いる．M 9 クラスの超巨大地震では広域災害とな
り，避難者は最大 50 万人近くになると想定され
ている．北海道は低人口密度広域分散の地域構造
のため，市町村を跨ぐ道内全域への広域避難が必
須となるが，その調整も残された課題となってい
る．
　大津波警報時に避難を促し行動変容を誘導する
うえで，テレビや防災行政無線での呼びかけが重
要な役割を果たすことが知られている．特に迅速
な対応が求められる大津波警報時には，誤解や勘
違いを招かないよう，情報発信には細心の注意と
十分な準備が必要である．東日本大震災以降，
NHK などの放送事業者は，呼びかけ原稿の事前
調整を自治体と行うなど，原稿やテロップの改善
を継続的に行っているが，課題も残されている．
その 1 例が，津波到達時刻に関する混乱である．
警報時にテレビのテロップやアナウンスで伝えら
れる津波到達予想「時刻」は，海面がわずかにで
も動き始める「時刻」を指している．一方で，国
や都道府県の津波浸水想定で使われる津波到達

「時間」は，津波高 20 cm の影響開始「時間」や，
第一波到達「時間」などで用いられていて，定義
が異なる．このような行政側の用語の不統一に起
因するたいへんわかりづらい言葉の使い方は，緊
急時の情報伝達において思わぬ混乱を招く可能性
がある．たとえば，釧路市中心部では津波浸水が
始まるまでに 20 分以上の猶予時間があるとされ，
その想定に基づいて避難訓練も行われている．し
かし，釧路沖で巨大地震が発生した場合，釧路沿
岸も津波波源域となるため，津波到達「時刻」は
地震発生と同時となる．テレビの画面には，地震
発生直後の大津波警報発表と同時に「北海道太平
洋沿岸東部（津波）到達か」と表示される．これ
は，実際には避難する時間があるにもかかわら
ず，ただちに津波浸水が始まるかのような誤解を
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与える恐れがある．大津波警報の放送は一度きり
のぶっつけ本番であり，伝え手，受け手とも初見
であることに十分に留意する必要がある．その伝
え方については，多義的な言葉の利用を控えるな
ど，曖昧さのない表現を用いる必要があり，放送
事業者や専門家の見地だけでなく，実際に情報を
受け取る住民の意見を取り入れた十分な検討が必
要である．

10． お わ り に

　千島海溝では 400 年ぶりの M 9 クラスの超巨
大地震発生が切迫している．地震は前触れなく突
然発生するものであり，事前の防災対策を着実に
進めることが被害軽減に最も重要である．地震動
や津波ハザードの事前想定に隙間や抜けがないか
をつねに点検し，調査研究で新たなデータが得ら
れた場合には被害想定に与える影響を検討し，防
災対策を強化していく取り組みが必要である．こ
の観点で，津波堆積物調査や海底地殻変動観測な
どの基本的な調査研究をしっかりと継続していく
ことが大切である．
　津波防災対策については，避難タワーの整備な
どで一定の進捗が見られているが，依然として避
難困難地区の問題は残る．この課題の解決は一朝
一夕では難しいが，事前復興準備計画などを通じ
て長期的なまちづくりの中で取り組んでいくこと
が考えられる．後発地震注意情報の創設により，
前震などの事例を地殻活動監視や防災情報で取り
扱う仕組みは整ったものの，その運用については
技術的・社会的に検討すべき課題が山積してい
る．防災対策は多様な研究や取り組みが支えてお
り，千島海溝に関するさまざまな調査研究や社会
活動が進められることを期待している．
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　日米欧が主導する統合国際掘削計画（IODP） 
が 2006 年から開始され，その一環で日本は地
球深部探査船「ちきゅう」を建造，南海トラフ
地震発生帯掘削を実施した．掘削研究では，沈
み込む海洋プレートの境界域の構造を規定する
サンプルの採取や構造研究，そして，そのプ
レート境界域のダイナミクスの観測が行われた
が，その一環で海底孔内での長期孔内観測が 
行われた（図 1）．2009 年に熊野灘 C0010 孔で
の温度・圧力等の計測システム SmartPlug/
GeniusPlug や C0002 孔へ設置した長期孔内観
測システムによるオフラインでの孔内間隙水圧
観測から始め（Hammerschmidt et al., 2013），
2013 年には C0002 孔の長期孔内観測システム
を海底ケーブル地震・津波観測監視システムの
DONET-1 に接続することで，リアルタイムの
観測を開始した．2016 年には，C0010 孔に設
置した GeniusPlug を回収，同じ孔内に長期孔
内観測システムを設置・DONET-1 に接続し
て，C0010 でもリアルタイム観測を開始してい
る．この 2 カ所での長期間の孔内観測データが
得られたことで，熊野灘東南海地震震源域の沖
合で繰り返す「浅部ゆっくり滑り」の活動が初
めて明らかとなった（Araki et al., 2017）．2018
年には，C0010 孔のさらに沖合の沈み込み先端
部に C0006 孔を掘削，長期孔内観測システム
の 3 基目を設置し，同年には DONET-1 に接
続，C0002, C0010 孔と合わせて 3 孔でのリア
ルタイム観測を開始している．
　このように IODP 南海トラフ地震発生帯掘
削では，観測を継続的に行いながら少しずつ観
測点を追加しながら比較的稠密な海底孔内観測
アレイを展開した．このアレイ観測によって，
東南海地震の震源域では，ゆっくり滑りの開始
から滑りの拡がりが把握できるようになってい
る．
　一方，南海トラフ全域を考えると，熊野灘に

加え，紀伊水道沖においては，GNSS-A によっ
て浅部ゆっくり滑りと考えられる地殻変動が観
測されており，日向灘・室戸沖・紀伊水道沖な
どでは浅部超低周波地震（VLFE）や低周波微
動が観測，これらの海域においても浅部での
ゆっくり滑りが繰り返し発生している可能性が
高いと考えられるが，リアルタイムの高感度な
海底地殻変動観測は熊野灘の孔内観測以外には
なく，浅部ゆっくり滑りの発生状況は今も広い
領域で不明である．そこで，海洋研究開発機構
では，巨大地震を繰り返す南海トラフのプレー
ト境界の固着状況の把握を目指し，広域で浅部
ゆっくり滑りの発生をリアルタイムで観測・監
視できる長期孔内観測システムの展開を企画し
た（図 1）．また，新しい時代の観測に対応で
きるよう，システムの開発も合わせて行った

（図 2）．
　新しい海底掘削孔内での観測は，浅部ゆっく
り滑りの高感度な検出に加え，スロー地震・微
小地震～巨大地震まで，非常に広帯域かつダイ
ナミックレンジの広い現象を長期間にわたって
安定確実に観測が行えることを目指している．
そのため，熊野灘での浅部ゆっくり滑りの観測
の実績に基づいた掘削孔内の間隙水圧と海底水
圧の観測に加え，新たに孔内光ファイバ歪セン
サによる観測システムを開発した（荒木ほか，
2023）．
　孔内光ファイバ歪センサはセメントで孔内に
固定した細径ステンレス管内の光ファイバ巻き
線の歪変化を観測するもので，2 系統の 200 m
長光ファイバ巻き線の全長変化をレーザー光マ
イケルソン干渉計によって高感度かつ線形に検
出する光ファイバ歪計と，近年さまざまに活用
されつつある DAS（分布型音響センシング）
等の光ファイバセンシング（Zhan, 2020）が行
える光ファイバ 800 m を組み込んだ．孔内光
ファイバ歪センサは海底の光水中着脱コネク

海底長期孔内観測システムの開発と南海トラフへの展開計画
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ターまで光ファイバケーブルで接続され，これ
により，孔内で故障の原因となる機械的・電気
的要素を撤廃した．また，光ファイバセンシン
グ用のファイバは孔内センサから海底までの光
ファイバケーブルと合わせ，孔内の歪のアレイ
観測が期待できるものとなっている．
　これら孔内観測項目のうち，間隙水圧と海底
水圧，孔内光ファイバ歪計については，DONET-2

等に接続してオンラインリアルタイム観測がで
きるものとした．光ファイバセンシングについ
ては，現在のところ DONET-2 と接続して海底
でオンライン長期間稼働できる光ファイバセン
シング観測装置が開発されていないので，間欠
的に無人探査機で孔内の光ファイバ観測を行う
こととしているが，将来的には陸上と接続して
リアルタイムでの分布型光ファイバセンシング
を行いたいと考えている．
　最初の新しい長期孔内システムの設置は地球
深部探査船「ちきゅう」を使って紀伊水道沖水

図 1　 南海トラフに展開された地震・津波観測網（DONET-1, DONET-2, N-Net, 気象庁），海底長期孔内観測
システム設置点（C0002, C0006, C0010, C9038B, 赤▲，四国沖，日向灘は計画），南海トラフ想定震源域，
超低周波地震・低周波微動，ゆっくり滑り観測域とともに示す

図 2　新開発の長期孔内観測システム模式断面図

図 3　 紀伊水道沖 C9038B 長期孔内観測システムか
ら得られた光ファイバ歪および孔内間隙水圧
記録．海洋潮汐の影響を除去
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深 2,650 m の海底（C9038B; 図 1）に 2023 年 11
月に行った．沈み込み浅部のプレート境界域に
発達する付加体の間に形成された堆積盆地に海
底下 500 m まで掘削，長期孔内観測システムを
設置した．「ちきゅう」による設置に引き続き
DONET-2 への接続を 2024 年 1 月に行い，そ
れ以来連続的に観測データが得られている（図
3）．
　海底孔内光ファイバ歪計については，新開発
であることからその性能評価を行ってきたが，
得られたデータから孔内固定に用いたセメント
の固化に伴う歪変化も設置後 150 日を経て落ち
着き，また，堆積層深部の掘削時の冷却の影響
も 1 年間経過によりもとに戻りつつあることが
わかった（荒木ほか，2024）．記録された海洋
潮汐に伴う設置した海底堆積盆の潮汐変形や長
周期地震動の解析からは，海底孔内光ファイバ
歪計は面積歪に高い感度を持つことが確認され

（辻ほか，2024），気象庁南海トラフ地震評価検
討会や地震調査委員会への観測報告を開始して
いる．
　2024 年 8 月 8 日には，日向灘で M 7.1 の地震
が発生したことに伴い，「南海トラフ地震臨時
情報（巨大地震注意）」の情報が発表されたが，
その際，機構では，新しく設置した紀伊水道を
含め 4 カ所の長期孔内観測リアルタイムデータ
の分析評価を行うことで，想定震源域沖合のプ
レート境界が通常と異なる滑りを起こしていな
いかどうか検討を行った．日向灘 M 7.1 地震を
きっかけに孔内観測点が稼働している紀伊水道
沖，熊野灘沖合でゆっくり滑りが始まっていな

いことを確認するとともに，熊野灘沖合では，
日向灘地震より前の時期から小規模なゆっくり
滑りが起こっていたが，その滑りに日向灘地震
の影響はみられないことを確認した．ひき続き
孔内での観測解析を進め，南海トラフ巨大地震
発生域の現状評価に貢献していきたいと考えて
いる．
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1． は じ め に

　本州南方沖には伊豆諸島，小笠原諸島に沿っ
て，多数の活動的な火山島・海底火山が連なる

（図 1a）．そのうち伊豆諸島・鳥島近海の海底火
山「スミスカルデラ」では，約 10 年に一度，マ
グニチュード（M）5 級の中規模地震が繰り返し
発生している．通常，M 5 地震では津波が発生し
ないが，一連の繰り返し地震はいずれも最大波高
が 1 m にも迫る不思議な津波を引き起こしてき
た．
　地震規模から推定されるよりも異常に大きな津
波を引き起こす地震は「津波地震」と呼ばれ，そ
れらの多くは沈み込み帯の海溝付近で発生する

（首藤ほか，2011）．一方，鳥島近海での津波地震
は，海底火山の地下浅部で発生する点において，
従来の津波地震とは明確に異なる．この種の津波
地震が 1984 年に初めて認知されて以降，その発
生メカニズムについては約 40 年にわたって議論
が続いていたが，近年になって，この特異な津波
地震の実態が明らかになってきた．
　本稿では，スミスカルデラで発生する一連の津
波地震の概要を紹介したのち，Sandanbata et al. 

（2022）が実施した津波・地震波データの解析に
よって提案した発生メカニズム，「トラップドア
断層破壊」について解説する．ここでは，地球科
学分野を専門としない読者を想定し，平易な記述
を心がけた．過去の事例とその発生メカニズムを
考慮すると，同種の津波地震が今後も繰り返され
る可能性が高い．多くの読者が本稿を手に取っ
て，この不思議な津波の原因への理解を深める一
助となり，ひいては将来の津波への備えについて

考えるきっかけとなれば幸いである．
　なお，一連の地震および津波に対しては，「鳥
島近海地震（津波）」の呼称がしばしば用いられ
てきた1）．これは，地震の震央位置が気象庁の地
名区分の「鳥島近海」区域内であることによる

（気象庁 Web, 2025a）．しかし，実際の震源は鳥
島から約 110 km 北方に離れたスミスカルデラに
ある（後述）ことから，本稿では「スミスカルデ
ラ地震」の呼称を用いる．

2． スミスカルデラにおける津波地震

2．1　津波地震の発生源：スミスカルデラ
　スミスカルデラは，直径約 8 km のカルデラ

（火山性の窪み地形）を持つ海底火山である（図
1b）．その南側の海面上にそびえ立つ，高さ約
130 m の突岩「須美寿島（すみすじま）」（図 1c）
は，国内に存在する 111 の活火山の 1 つとして認
定されているが，その火山の本体はスミスカルデ
ラである（海上保安庁海洋情報部 Web, 2025a）．
この海底火山では，1912 年に海底噴火が記録さ
れて以降，その活動履歴はよくわかっていない
が，海水変色が時折確認されていることから，活
発なマグマ供給が続いているとみられる．
2．2　スミスカルデラ地震の特異性
　スミスカルデラ周辺の地下浅部では，1984 年 6
月のモーメントマグニチュード Mw 5.6 の地震を
皮切りに，1996 年 9 月（Mw 5.7），2006 年 1 月（Mw 
5.6），2015 年 5 月（Mw 5.7），2018 年 5 月（Mw 5.4），
2024 年 9 月（Mw 5.7）と，過去に 6 度にわたっ
て M 5 地震が繰り返し発生した（図 1b，表 1）．
一連のスミスカルデラ地震の特異性は，次の三つ
の観測事実に集約される．

鳥島近海で繰り返す不思議な津波 
―海底カルデラ火山における「トラップドア断層破壊」―

三反畑修
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　第一に，これらの中規模地震によって震度 1 以
上の地震の揺れを観測した地点はなかったもの
の，津波を引き起こしてきた．図 2 に，地震後に
沿岸潮位計で捉えられた津波波形を示す．たとえ
ば 2015 年地震の後には，八丈島八重根港（震央
からの距離が約 180 km）で最大波高が 70 cm に
及んだ．また三宅島や神津島で波高 10～30 cm，
さらには震央から遠い高知県の土佐清水でも波高
約 10 cm の津波が記録されるなど，津波の観測範
囲は伊豆諸島から南西諸島まで広範囲に及んだ．
また，波の卓越周期はおよそ 200～300 秒で，典
型的な津波に比べて相対的に短周期成分を多く含
む波形特性を有していた．検潮記録の比較から，

それ以外の地震もよく似た規模・波形を持つ津波
を引き起こしたことが分かる．
　Abe（1979）は，海底の地震で発生した津波の
最大振幅に基づいて，いわゆる津波マグニチュー
ド Mt を提唱した．通常の地震であれば Mt は Mw

に近い値をとるが，津波地震の場合は Mt が Mw

よりもかなり大きな値となる．沿岸潮位計での津
波最大振幅から 2015 年地震の津波マグニチュー
ドを決めると，地震観測に基づく規模（Mw 5.7）
よりもはるかに大きい Mt 7.5 が算出される．つ
まり，この地震は Mw 7.5 の大地震2）に匹敵する
振幅規模の津波を引き起こした津波地震であった
と言える．

表 1　 スミスカルデラ周辺において繰り返し観測された津波
地震（Global Centroid Moment Tensor Catalog Web, 
2025）．

地震発生日時（日本時間）
地震規模（Mw）

年 月 日 時刻

1984 6 13 11:29:28 5.6
1996 9 5 3:16:07 5.7
2006 1 1 16:12:07 5.6
2015 5 3 1;50:50 5.7
2018 5 6 15:04:06 5.4
2024 9 24 8:14:26 5.7

図 1　 スミスカルデラと周辺海域の津波観測点．（a）沿岸潮位計（緑色逆三角）と 2015 年スミスカル
デラ地震の津波を記録した津波観測網（オレンジ色逆三角）．（b）スミスカルデラの海底地形と，
周辺で発生した M 5 地震の推定震央位置（Global Centroid Moment Tensor Catalog Web, 2025）．
なお，推定震央位置には数 km ～十 km 程度の誤差が含まれることがある．（c）須美寿島の航空
写真（海上保安庁 海洋情報部 Web, 2025a）
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　第二に，スミスカルデラ地震はいずれも特徴的
な地震波放射パターンを示していた．地震の特徴
を示す震源メカニズム解は，典型的な構造性地震

（平面断層でのすべり現象）の場合には，非等方
的な地震波放射を特徴とする「ビーチボール型」

（図 3a）となる（気象庁 Web, 2025b）．しかし，
スミスカルデラ地震の震源メカニズム解は，いず
れも丸みを帯びたいわば「目玉型3）」である（図
3b）．このことは，これら地震が典型的な平面断
層すべりではなく，方位によらず等方的に地震波
を放射するような特殊なメカニズムで発生したこ
と示唆する．
　第三に，一連の地震は互いに高い相似性を示し
ていた．他に比べて規模が小さい 2018 年地震を
除けば，Mw 5.6～5.7 のほぼ同規模の地震が約 10
年（9～12 年）の間隔で周期的に繰り返してきた．
津波の規模・波形，地震の震源メカニズム解もよ
く似ており，一連の地震は同じメカニズムで発生
したと考えられる．
2．3　先行研究とその課題
　スミスカルデラ地震は，1984 年 6 月の Mw 5.6
地震をもって初めて認知された．同年の日本地震
学会秋季大会において，岡田（1984）がこの地震
に伴って観測された特異な津波について初めて報
告したほか，羽鳥（1985）が検潮記録から津波マ
グニチュードを Mt 7.3 相当と算出し，その津波
地震の特徴を示した．羽鳥（2012）は，1996 年
と 2006 年の地震についても同様の特徴を報告し
た．

図 3　 典型的な構造性地震とスミスカルデラ地震の
震源メカニズム解の比較．（a）平面断層すべ
りによる典型的な構造性地震は「ビーチボー
ル型」，（b）スミスカルデラ地震は特異な「目
玉型」の震源メカニズム解を示す

図 2　 代表的な沿岸潮位計で記録されたスミスカルデラ地震の津波波形．元の検潮記録から潮汐成分および
高周波成分を除去して津波成分を抽出した（グレー線は検潮記録がないことを示している）
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　その後，津波や地震波データを用いた解析研究
によって，発生メカニズムが調べられてきた．た
とえば，火山のカルデラなど円形の地形構造に
沿って環状に発達した，ほぼ鉛直に伸びる断層

（環状断層）の運動（Ekström, 1994）や，マグマ
と地下水の熱水反応による体積膨張（Kanamori 
et al., 1993; Satake and Kanamori, 1991）など，
火山活動に関連するモデルが提案されてきた．ま
た 1996 年地震に伴う水中音波記録の解析でも，
海底火山活動との関連が示唆された（Sugioka et 
al., 2000）．
　しかし，これらの先行研究で提示された複数の
仮説はいずれも定性的なもので，津波・地震波
データの双方から十分に検証がなされたとは言い
がたかった．特に，遠隔地で発生する地震に対し
ては，長周期地震波解析で震源メカニズム解を一
意に決定することは難しい（川勝，1991）．その
ため，発生メカニズムについても複数の解釈が可
能で，確定的な結論には至らなかった．
　2000 年代までの津波解析にも技術的な限界が
あった．2006 年以前の事例で記録された津波デー
タは，沿岸地形の影響を強く受ける検潮記録がほ
とんどであった．また，当時の津波シミュレー
ションでは短周期帯域で予測精度が低い長波理論
が用いられ，スミスカルデラ地震の津波のように
短周期成分を多く含んだ津波波形の精密な解析に
は限界があった．そのため，津波発生地点や変動
域の広がりを高精度に推定することは難しく，羽
鳥（1985, 2012）や Satake and Kanamori（1991）
では津波とスミスカルデラの火山性構造との直接
的な関連性は議論されなかった．

3． 海底圧力計による津波観測と 
津波計算技術の発展

　そうしたなか，2015 年 5 月に発生した Mw 5.7
地震を契機として，スミスカルデラ地震の研究が
大きく進展することになった．鍵となったのが，
高品質な海底水圧計データと津波計算技術の向上
である．
　近年，沖合での津波検知・観測に海底圧力計が

広く用いられるようになった（松本，2023）．海
底水圧計を用いた津波観測には，沖合で津波を早
期検知できるという防災上の利点があるととも
に，沿岸地形の影響を受けずに津波発生源をより
直接的に調べるための高品質な津波データを提供
する．2015 年地震による津波は，青ヶ島沖臨時観
測アレー4），DONET（Dense Oceanfloor Network 
system for Earthquakes and Tsunamis），室戸沖
海底ケーブル，DART（Deep-ocean Assessment 
and Reporting of Tsunamis）などの津波観測網
の海底水圧計で記録され，発生源の解析に用いる
ことができた（図 1a）．
　さらに，2000 年代以降，津波計算技術は急速
に高度化した．特に，それまで主に津波伝播シ
ミュレーションに用いられていた長波理論を，ブ
シネスク近似に基づく分散性津波理論に置き換え
ることで，短周期成分を多く含む津波波形の精密
な解析が可能となった（馬場ほか，2025; 鴫原・
藤間，2007）（馬場（2025）による本号記事も参
照されたい）．
　Sandanbata et al.（2022）に先立ち，Fukao et 
al.（2018）および Sandanbata et al.（2018）は青ヶ
島沖の津波データを解析し，この地震がスミスカ
ルデラのリム（外縁地形）の内側に，カルデラと
同程度の広がりを持つメートル級の海水面隆起を
引き起こしたことを示した．これにより，一連の
津波地震とスミスカルデラとの関連が明確となっ
た．

4． 2015 年地震の津波・地震波解析

　Sandanbata et al.（2022）は，スミスカルデラ
地震の発生メカニズムを特定するには，震源の運
動を記述する，具体的かつサイズを持った震源モ
デルを構築し，津波・地震波データの双方を定量
的に説明することが不可欠であると考えた．解析
には，上述の多数の海底圧力計の津波波形データ
に加え，広帯域地震観測網 F-net や Global Seis-
mograph Network（GSN）など，国内外の広帯
域地震波計に記録された長周期の地震波波形デー
タを用いた．そして以下の三段階の解析によって
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研究を進めた．
4．1　津波データを用いた津波波源モデルの推定
　はじめに，2015 年地震が引き起こした海底地
殻変動の特徴を調べるため，海底水圧計の津波
データを解析して初期的な海水面変動の空間分
布，すなわち津波波源モデルを推定した．
　ここでは，津波波形インバージョン手法を用い
て，津波データ（観測波形）を再現する津波波源
モデルを推定した（図 4a）．まず，スミスカルデ
ラ周辺を多数の小領域に分割する．次に，各小領
域で最大振幅 1 m の海水面隆起を仮定し，分散波
理論に基づく津波伝播シミュレーションで各観測
点の理論波形を計算する．観測波形を最もよく再
現するよう，理論波形の重ね合わせを最小二乗法
で最適化し，各小波源に適切な重みを付与する．

こうして得られた重み付けを適用し，小波源を統
合することで最終的な津波波源モデルを決定する．
　その結果，図 5 に示す津波波源モデルが得られ
た．スミスカルデラ直上で最大約 80 cm の海水面
隆起が推定され，その隆起域はカルデラリム内部
に収まった．一方，地震時にはカルデラリム沿い
で海水面の沈降も合わせて推定された．沈降量や
位置の制約には限界があるが，青ヶ島沖の海底圧
力計は微小ながら引き波から始まる津波波形を記
録しており（Fukao et al., 2018），単純なカルデ
ラ隆起だけでは初動や波形を説明できないことが
追加解析で確認された．つまり，カルデラ内の隆
起と同時に，少なくとも北東側では海底面が沈降
していたと考えられる．

図 4　 本研究で用いた二種類の津波波形インバージョン手法．（a）津波波源モデル推定（4．1 章）．（b）震源
モデル推定（4．2 章）．なお，重み付けの値は 1 例である
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4．2　津波データを用いた震源モデルの推定
　次に，推定された地殻変動の特徴をもとに震源
構造を仮定し，その運動特性を海底水圧計の津波
データ解析で定量化し，2015 年地震の震源モデ
ルを推定した．
　まず，図 6 に示すように，内向きに傾斜した楕
円形の環状断層と，水平クラック型のマグマ溜ま
りを組み合わせて，スミスカルデラ直下に震源構
造を設定した．運動特性として，環状断層には逆
断層すべり（カルデラ内部の持ち上がり）を，水
平クラックには開口または閉塞を仮定した5）．
　この震源構造および運動特性の仮定は，カルデ

ラに関する火山学的知見に基づく．カルデラ形成
過程においては，マグマ溜まりの減圧によって崩
壊が起こり，落下した岩盤（カルデラブロック）
を囲うように，円形や楕円形の環状断層が発達す
る（下司，2018）．カルデラ形成後は，マグマ溜
まり内の圧力変化に応じて，環状断層がずれ，カ
ルデラブロックが鉛直方向に動き，地殻変動が発
生することがある（Acocella et al., 2001）．特に，
ガラパゴス諸島の Sierra Negra 火山では，数
メートル規模のカルデラ隆起が M 5 地震に伴っ
て観測されており，ここで仮定した震源構造と運
動特性の根拠の 1 つとなっている（詳細は 5．1 章
で後述）．
　2．1 章と同様に津波波形インバージョン手法を
用いるが，ここでは環状断層のすべり量と水平ク
ラックの開口（閉塞）量の空間分布を推定する（図
4b）．まず，環状断層を小断層に細分化し，1 m
の逆断層すべりを仮定して海水面変動を計算す
る．この変動をもとに津波伝播シミュレーション
を行い，観測点での理論波形を得る．同様に，水
平クラックについても小クラックに分割し，1 m
の開口による理論波形を計算する．その後，観測
波形を再現するように，各小断層と小クラックの
すべり量および開口（閉塞）量に重みを付け，最
適化する．最終的に，重み付けした環状断層すべ
りとクラック開口・閉塞の空間分布が震源モデル
として求まる．

図 5　 推定された津波波源モデル．赤色と青色はそ
れぞれ，推定された海水面の隆起と沈降を示
す．白線で海水面の鉛直変位を 0.1 m 間隔で
示す．Sandanbata et al.（2022）の図を改変

図 6　 震源モデル推定のために仮定した，内向き傾斜の楕円形環状断層と水平クラックからなる震源構造．
（a）南西からの透視図と，（b）真上からの俯瞰図．三角形で小断層と小クラックに細分化し，それぞ
れ逆断層すべりと，開口あるいは閉塞の震源運動を仮定する．Sandanbata et al.（2022）の図を改変
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　その結果，図 7a, b で示す震源モデルが推定さ
れた．カルデラ北東側を中心に，北西～南に広が
る環状断層において最大 6.8 m の逆断層すべりが
推定された．また，環状断層に沿った北東部分の
水平クラックは鉛直に開口し（最大開口量：2.7  
m），南西部分では閉塞した（最大閉塞量：5.0 m）
と推定された．
　カルデラを横切る北東-南西方向の地殻変位断
面（図 7c）を震源モデルから計算すると，環状
断層すべりと水平クラック変形によりカルデラブ
ロックが非対称に隆起し，特に北東側が大きく持
ち上がったことがわかる．環状断層内側での海底
面隆起は最大約 4 m，外側では約 30 cm の沈降が

予測される．
　カルデラ上に広がる海水面変動（図 8a）は，
北東側に集中する最大 2 m 超の隆起と，その外側
の最大約 30 cm の沈降からなる．これを津波波源
としてシミュレーションを行うと，図 8b～e の
ように観測波形が高精度に再現される．
4．3　地震波データを用いた震源モデルの検証
　最後に，地震波データを用いて震源モデルの検
証を行った．地震波データには，F-net と GSN
の広帯域地震計に記録された長周期成分波形を用
いた．長周期地震波波形を用いることで，震源を
点震源（モーメントテンソル）としての近似が可
能になるとともに，地形や地下の速度構造の細か

図 7　 2015 年スミスカルデラ地震の震源モデル．（a, b）推定された震源モデルの震源運動．環状断層には
逆断層すべり（赤色），水平クラックの大部分は開口（赤色）し，南西部分のみ閉塞（青色）したこ
とを示す．（c）図 7b 内に示した側線 A-B に沿った，地殻変位の断面図．カルデラ北東側の環状断層
に集中した大きな変位により，非対称的なカルデラブロックの隆起運動が再現される．Sandanbata 
et al.（2022）の図を改変
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い不均質性の影響を無視できる．
　有限サイズの震源モデル（図 7a, b）を点震源
に変換し，各観測点における長周期地震波の理論
波形を地震波伝播シミュレーションで計算し，観
測波形と比較した．その結果，図 9 に示すように，
さまざまな方位に設置された多くの点で観測波形
がよく再現され，モデルの妥当性が確認された．
　また，詳細は Sandanbata et al.（2022）に譲る

が，図 7 に示すように，北東側に断層が偏った非
対称的な内向き急傾斜の環状断層構造を制約でき
たのは，長周期地震波データの解析によるところ
が大きい．つまり，津波解析による運動特性の定
量化と，地震波解析による構造の解像が相補的に
機能し，最終的に高解像度な震源モデルの獲得に
繋がった．

図 9　 地震波記録に基づく震源モデルの検証．代表的な観測点における広帯域地震計鉛直成分記録から抽
出した長周期（60～250 秒）地震波の観測波形（黒線）と，震源モデルに基づく理論波形との比較（赤
線）．挿入図には，震央位置（青星），観測点位置（赤丸）および検証に用いた全観測点位置（黄丸）
で示す．Sandanbata et al.（2022）の図を改変

図 8　 震源モデルに基づく津波発生．（a）震源モデルから計算される津波波源（海水面変動）．赤色と青色
はそれぞれ，海水面の隆起と沈降を示す．白線で海水面の鉛直変位を 0.5 m 間隔で示す．（b～e）海
底圧力計を用いた津波観測点（代表点）における，震源モデルから予測される理論波形（赤線）と
観測波形（黒線）との比較．Sandanbata et al.（2022）の図を改変
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5． スミスカルデラ地震の発生メカニズム

5．1　海底トラップドア断層破壊
　図 10 に，震源モデルに基づくスミスカルデラ
地震の発生メカニズムの解釈の概念図を，（a）地
震発生までの準備過程と，（b）地震・津波発生
過程に分けて示す．ここでは，環状断層で囲われ
たカルデラブロックが，平たいマグマ溜まりの上
に蓋のように載っている．
　まず，地震準備過程（図 10a）においては，地
球内部から上昇してきたマグマが，年単位の時間
スケールで，徐々にマグマ溜まりへと供給され
る．すると，マグマ溜まりは内部圧の上昇に合わ
せてしだいに膨張し，環状断層にせん断応力が蓄
積される．この段階では，環状断層は摩擦によっ
て固着しているため大きく動かない．
　そしてマグマ圧が高まり，環状断層にかかるせ

ん断応力が臨界値を超えると，片側を中心として
断層が破壊して急激にすべり，地震が発生する

（図 10b）．これによって，カルデラブロックの片
側が環状断層に沿って大きく隆起し，断層の外側
の岩盤は沈降する．その動きに引きずられて，断
層直下のマグマ溜まりも強制的に鉛直方向に膨張
する．このとき，圧縮されていたマグマの圧力が
緩和され，断層運動の影響を直接受けない領域で
はマグマ溜まりが部分的に収縮する．
　推定された震源モデル（図 7）は，このような
環状断層とマグマ溜まりの複合的な運動を詳細に
捉えている．その実像は，マグマの高い圧力を動
力源として環状断層が一気にすべり，マグマ溜ま
りを蓋のように覆っていたカルデラブロックの片
側が一気に持ち上がる，非対称的なカルデラ隆起
現象と考えられる．この過程で，急激な海底地形
の変形が海水を押し上げて津波を引き起こす．一
方で，主に環状断層すべりによって地震波が放射

図 10　 スミスカルデラ地震の発生メカニズム，「海底トラップドア断層破壊」の概念図．（a）地震準備
過程（年スケール）．（b）海底トラップドア断層破壊による地震発生過程（秒スケール）

図 11　震源の特徴と津波励起効率における，構造性地震と海底トラップドア断層破壊の比較の概念図
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される．環状断層とマグマ溜まりからなる震源を
考えると，カルデラ中心を軸として対称性が高い
ため，その地震波放射は方位に対して等方的な特
徴を持ち，図 3b で示したような「目玉型」の震
源メカニズム解が得られることとなる（環状断層
すべりの地震波励起特性は，Sandanbata et al. 

（2021）で詳しく議論されている）．
　このような急激に発生する非対称的なカルデラ
隆起現象は「トラップドア断層破壊（trapdoor 
faulting）」6）と呼ばれ，それまでの観測例として
は Sierra Negra 火山の山頂カルデラのみが知ら
れていた（Amelung et al., 2000; Jónsson, 2009）．
この陸上カルデラでは，浅いマグマ溜まりに接続
する環状断層の存在が地形や地震活動，測地観測
から明らかとなっており，この環状断層を介して
発生したトラップドア断層破壊が，10 秒以内と
いう短時間で数メートル規模の隆起を引き起こし
たことが，明確に捉えられてきた．さらに，この
現象は M 5 地震として観測され，その震源メカニ
ズム解が「目玉型」を示すことに加え，類似現象
が年スケールの間隔で繰り返してきた．これらの
特徴はスミスカルデラ地震とも共通しており，陸
上・海底の両カルデラにおいて同様のカルデラ隆
起が発生してきたことを強く示唆する．
5．2　津波地震の特徴の原因
　トラップドア断層破壊が海底で発生すると，同
規模の Mw を持つ構造性地震に比べて，より大き
な振幅の津波が発生しやすく，津波地震の特徴を
示す．ここではその主要な要因について考察する

（図 11）．
　第一に，トラップドア断層破壊におけるブロッ
ク状の震源運動が重要な役割を果たす．一般的な
構造性地震では，断層面の端部が周囲の地殻に拘
束されているため，その運動は内力によって抑制
される．一方，トラップドア断層破壊では，カル
デラブロックが海底面に達する環状断層と下部の
マグマ溜まりによって周囲の地殻と大部分が隔て
られおり，ほぼ独立した状態で運動することがで
きる．
　このような構造的な特異性により，トラップド
ア断層破壊では，構造性地震と比べて単位断層面

積あたりのすべり量が大きくなる傾向がある7）．
そのため，同程度のモーメントマグニチュード

（Mw）であっても，トラップドア断層破壊におい
ては，より短波長かつ大振幅の津波が励起されや
すい8）．この特徴は，スミスカルデラ地震におい
て，地震規模から経験的に推測されるよりも大き
な津波が観測され，同地震が津波地震に分類され
る要因の 1 つとなる．
　さらに津波地震としての特徴を強める要因とし
て，異常に浅い震源による地震波の低効率な励起
特性があげられる．一般的な構造性地震が深さ 
5～10 km 以深で発生するのに対し，トラップド
ア断層破壊は，マグマ溜まりの上部にあたる浅部

（おおよそ 5 km 以浅）で発生する．この浅い震
源が，地震波の励起効率を低下させる原因とな
り，見かけの地震規模がさらに小さくなる．
　地球内部には応力が存在するが，大気や海水と
接する地表や海底（「力学的自由表面」と呼ばれ
る）では，外力の影響がほぼ無視できる（川勝，
1991）．このため，自由表面近くで発生するほぼ
鉛直な断層の傾斜すべりや，水平クラックの開口

（閉塞）現象では，長周期地震波の励起効率がき
わめて低くなる（Fukao et al., 2018; Sandanbata 
et al., 2021）．トラップドア断層破壊はこれらの
現象を伴うため，結果として長周期地震波の励起
効率が低下する．
　実際，2015 年スミスカルデラ地震の震源モデ
ルを点震源として計算した理論的な地震規模は
Mw 6.2 であり，観測された地震波データから推
定された見かけの地震規模 Mw 5.7 よりも大きい．
この差は，実際の震源運動規模に比べて観測され
る地震波の振幅が小さくなることを示している．
　加えて，環状断層の異なる部分で励起された地
震波が互いに干渉し，打ち消し合う効果（Ekström, 
1994）や，火山環境における地殻の剛性率が低い

（岩石が軟らかい）ことも，地震波励起効率低下
に寄与していると考えられる．
5．3　繰り返し地震の要因
　スミスカルデラで繰り返される津波地震は，ト
ラップドア断層破壊の周期的な発生によるものと
考えられる．上述の発生メカニズムの解釈では，
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年単位の時間スケールでマグマ溜まり内に圧力が
蓄積され，断層破壊をきっかけにカルデラブロッ
クが大きく運動する．この震源過程は，マグマの
内部エネルギーと，周囲の岩盤に蓄積されたひず
みエネルギーの解放として理解することができる

（このことは，M 5 地震発生後に際立った余震活
動が観測されていないことと整合的である）．地
震発生後に，エネルギー的に安定化したカルデラ
のマグマ供給系は，ふたたびマグマ蓄積を開始
し，いずれトラップドア断層破壊が再び発生す
る．このサイクルが約 10 年のスケールで繰り返
されていると考えられる．また，2018 年のやや
小規模な地震は，環状断層の割れ残り部分が小規
模に破壊した結果であると推察される．
　図 12a では，震源モデルに基づいて計算した
2015 年の海底トラップドア断層破壊による地殻
変動と，カルデラの海底地形を比較している．モ

デルの予測によると，カルデラの北東部が顕著に
隆起した一方，南西部ではほとんど変形が生じて
いない．北東-南西の側線に沿って，地殻変動と
海底地形を比較すると，その傾斜パターンは高い
相関を示す（図 12b）．このことは，スミスカル
デラでは同様の海底トラップドア断層破壊が過去
に繰り返し発生し，その結果としてカルデラ床の
北東部が高く，南西部が低い傾斜地形が形成され
た可能性を示唆する．

6． お わ り に

　本稿で紹介した Sandanbata et al.（2022）は，
津波と地震波の波形データを同時に説明する，具
体的かつ定量的な震源モデルの提示によって，約
40 年にわたって議論が続いていたスミスカルデ
ラ地震の発生メカニズムに，説得力のある結論を
もたらした．
　その後の研究（Sandanbata et al., 2023; Sandan-
bata and Saito, 2024a, b）では，世界各地での類
似現象の調査が進められ，小笠原諸島の北硫黄島
やニュージーランドの Curtis 島周辺の海底カル
デラにおいても，特徴的な津波地震がほぼ周期的
に繰り返し発生していることが明らかとなり，こ
れらの津波・地震波データが海底トラップドア断
層破壊で説明できることが示された．一連の研究
によって，それまで 1 つの陸上カルデラでしか観
測事例がなかったトラップドア断層破壊が，世界
各地の海底カルデラで発生し，津波を引き起こし
ている実態が明らかとなってきた．
　一般に火山活動に起因する津波（火山性津波）
の発生メカニズムとしては，海底爆発，火砕流，
山体崩壊，カルデラ崩壊，火山における断層すべ
り現象（火山性地震），および火山爆発が励起す
る大気波と海水面の相互作用が提案されていた

（Paris, 2015）．本研究で特定された海底トラップ
ドア断層破壊は，火山性地震の一形態に分類する
こともできるが，特徴的な震源メカニズム解，地
震規模に比べて大きな津波励起，ほぼ規則的な繰
り返し特性といった共通の特徴を持つことから，
より普遍的な津波発生要因と考えられる．した

図 12　 スミスカルデラにおけるトラップドア断層
破壊による地殻変動と海底地形の比較．（a）
震源モデルから計算される理論的な地震時
の海底面鉛直変位．（b）a 内の側線 A-B
に沿った，理論的な地震時の海底面鉛直
変位とスミスカルデラの海底地形の比較．
Sandanbata et al.（2022）の図を改変
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がって，海底カルデラに起因する津波リスクを評
価する際には，特に考慮すべき重要な要素である．
　スミスカルデラ地震に対しては，気象庁の従来
の津波予測システムでは対応が難しく，2015 年
の事例までは，八丈島八重根港に津波が到達した
後に「後追い」で津波注意報が発令されていた．
しかし，気象庁は過去の観測データをもとに対策
を進め，2024 年 9 月の Mw 5.7 地震の際には，過
去の事例との地震の類似性をもとに，地震発生か
ら 6 分後に津波注意報を発令した．実際に，その
約 20 分後には八重根港に最大波高約 70 cm の津
波が到達したほか，各地で予測値に近い津波が観
測された．このように，スミスカルデラ地震に対
して初めて「先出し」での津波注意報発令が実現
したことは，地震・津波観測の蓄積が防災・減災
対策の進展に寄与した重要な成功事例を示してい
る（この背景については，朝日新聞（2024）を参
照されたい）．
　一方，日本周辺には多くの海域火山が存在する
が，その活動状況の多くは十分に解明されていな
い（海上保安庁 海洋情報部 Web, 2025b）．たと
えば，2023 年 10 月には，伊豆諸島を中心に突如
として津波が観測されたが，その原因は，これま
で顕著な活動が知られていなかった孀婦（そう
ふ）岩周辺の海底火山の噴火活動であったことが
分かってきている（三反畑，2024;  海上保安庁
Web, 2025）．スミスカルデラにおいても，長年
にわたりマグマ供給が続いており，将来的にカル
デラ崩壊を伴う大規模海底噴火など，異なる火山
活動フェーズに移行する可能性もあり，過去の事
例が適用できない規模の津波発生も想定すべきで
あろう．
　国外の近年の事例に目を向けると，2018 年の
Anak Krakatau 火山島（インドネシア）の山体
崩壊（前野 , 2019）や，2022 年の Hunga Tonga‒
Hunga Haʼapai 海底火山（トンガ王国）の爆発的
噴火（久保田 , 2023）による火山性津波が，甚大
な人的・経済的被害を引き起こした．これらの事
例は，海底火山活動による津波のリスクを強く示
すとともに，その影響の広範さを浮き彫りにし
た．こうした火山性津波のリスクに備えるために

は，海底火山噴火に伴う津波発生プロセスの詳細
な解明，海底火山活動のモニタリング体制の強
化，さらには伊豆・小笠原諸島のような海底火山
集中帯における津波観測体制の拡充が求められ
る．これらは，今後の地球科学および防災・減災
における重要な課題の 1 つとなるであろう．
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註

  1）　2023 年 10 月には，スミスカルデラから約 190 km
南方に位置する火山島・孀婦岩周辺で発生した連続
地震に伴って津波が観測された（6 章で後述）．こ
の震源域も同じく「鳥島近海」に区分されるため，
この地震および津波も「鳥島近海地震（津波）」と
呼ばれることがあるが，一連のスミスカルデラ地震
とは発生場所がまったく異なる．

  2）　M 7 以上の地震を大地震，M 7.8 以上の地震を巨
大地震と呼ぶ．M 9 以上の地震を超巨大地震と呼ぶ

こともある．
  3）　「目玉型」の震源メカニズム解は，鉛直方向に圧

縮軸あるいは伸長軸を持つ compensated linear vec-
tor dipole（CLVD）成分が卓越していることを意
味し，この特長を持つ地震は鉛直 CLVD 型地震

（vertical-CLVD earthquakes）などと呼ばれ，火山
や熱水帯でしばしば観測される．

  4）　青ヶ島沖の臨時観測アレーの設置期間は，2014
年 5 月から 2015 年 5 月のわずか 1 年間で，その期
間内にスミスカルデラ地震が発生し，震源から
100 km という近距離で津波が観測されたことは幸
運であった．

  5）　Sandanbata et al.（2022）では，環状断層の長さ
（広がり）や傾斜角，水平クラックの深度などを変
化させながら解析を行った．本稿では，その解析の
結果に基づき，津波および地震波の観測データの両
方を最も整合的に再現した震源構造を示している．

  6）　「トラップドア（trapdoor）」は床に隠し扉や地下
室への入り口として設置される「跳ね上げ戸」のこ
とで，蝶番を軸に戸が上下に開閉する構造を持つ．
この構造とのアナロジーで，カルデラの構造や隆
起・沈降の変動現象の特徴を表す用語として使われ
る．

  7）　トラップドア断層破壊における環状断層のすべり
量は，同規模の構造性地震と比較して，10～20 倍
もの大きさを持つことが，測地および津波観測に基
づく研究で示されている（Sandanbata et al., 2023）．

  8）　モーメントマグニチュード Mw は，地震モーメン
ト M0 と Mw＝2/3（log10 M0－9.10）によって関係付
けられる．ここで，M0 は M0＝μuA（ただし，μ：
地殻の剛性率［Pa］，u：すべり量［m］，A：断層
面積［m2］）で表される．この関係において，トラッ
プドア断層破壊では，すべり量 u と断層面積 A の
量的な配分が構造性地震とは異なるため，同じ Mw

でも津波の振幅が大きく，波長は短くなる傾向があ
る．

　　　三反畑修
　　［さんだんばた　おさむ］

現職　東京大学地震研究所地球計測系研究部門助教
略歴　東京大学理学部地球惑星物理学科卒業．同 大学
大学院理学系研究科地球惑星科学専攻修士課程修了．
同 博士課程修了．日本学術振興会特別研究員（PD）（国
立研究開発法人防災科学技術研究所地震津波防災研究
部門），東京大学地震研究所特任研究員を経て，2023 年
5 月より現職
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1． は じ め に

　自然現象である地震の発生は止められない．海
域で大きな地震が発生すると津波の危険性もあ
る．これまでわれわれは地震と津波の被害を受け
てきたし，人類はいまだ地震と津波を克服しきれ
ていないから，残念ながら今後も被害は発生する
だろう．本稿の目標である津波の被害軽減のため
には，複数の要素に多角的に取り組まなければな
らない．
　第一の要素は高度な津波予測の実現である．こ
れには，リアルタイム観測網の整備，津波予測技
術の高度化，さらに予測結果を社会に迅速に伝え
る警報システムの整備などが必要である．襲来し
そうな津波をあらかじめ想定しておくことも必須
で，これは主に津波ハザードマップとして示され
る．一言に津波ハザードマップと言っても，これ
には地震モデルの構築，地形的特徴を考慮した高
分解能な津波計算，避難施設の位置や経路を色使
いも含めてわかりやすく地図化することなど，複
数分野の知見が必要である．また，過去の津波災
害の記録を調査し，リスクの傾向を把握しておく
ことも求められる．
　2011 年東北地方太平洋沖地震の津波で目の当
たりにしたように，最大規模の地震による津波を
防潮堤などのハード設備で完全に止めることは不
可能で，どうしても津波が陸上に浸水してしま
う．津波防災における現在の目標は，津波による
被害をゼロにすることではなく，津波による死者
をゼロにすることである．津波死者ゼロだってき
わめて困難な挑戦である．この鍵を握るのは，精

緻な予測とともに迅速で適切な津波避難である．
このためには，個人の差や混雑を反映できる避難
行動シミュレーターの開発，地域特性を考慮した
避難場所や経路の最適化，高齢者や観光客を含む
すべての人が即座に避難できる環境整備などが必
要である．たとえこれらが整備されたとしても，
住民ひとり一人が実際に避難してくれないと目標
は達成できないので，住民参加型のワークショッ
プを企画するなどして，地域防災力の向上の取り
組みも忘れてはいけない．
　このような問題意識のもと，われわれは津波予
測技術の高度化，具体的には津波シミュレーショ
ンソフトウェア（JAGURS）の開発に取り組んで
いる．JAGURS は日本の津波研究者を中心とし
て，一部海外の研究者も参加して開発している
オープンソースである（Baba et al., 2015, 2017）．
JAGURS という名前は開発に携わった機関，あ
るいは研究者名の頭文字をつなげて名付けられ
た． 具 体 的 に は， 著 者 の 前 所 属 機 関 で あ る
JAMSTEC（海洋研究開発機構）の J，Australian 
National University（オーストラリア国立大学）
の A，オーストラリアの政府系研究機関である
Geoscience Australia（ジオサイエンスオースト
ラリア）の G，民間建設コンサルタントの URS 
corporation の UR，最後に基本カーネルを作成
した佐竹健治東京大学名誉教授の S を並べてい
る．現在も各研究者が開発した計算モジュールを
集約させる形で開発を続けている．だれでも利用
でき，ユーザー独自の改良を加えることも，改良
したものを再配布することも可能である．本稿で
は，JAGURS の主な機能，計算例を紹介する．

オープン津波ソフトウェア（JAGURS）の開発

馬場俊孝



64 ──地震ジャーナル　79 号（2025 年 6 月）

2． JAGURS の主な機能

2．1　津波計算の流れ
　JAGURS を用いた津波のシミュレーションの
手順は次のとおりである．はじめに津波計算の対
象地域と計算範囲を決定する．このときに計算範
囲は津波規模に対して十分広くとらなければなら
ない．津波の伝播は地形に依存するため，この計
算範囲全体の地形データを取得する．地震発生後
の初期水位を海面に与えて，準備した地形データ
を境界条件として津波の運動を記述する支配方程
式に従って津波の時間発展を解いていく．
2．2　初期水位の推定
　多くの津波は海域の地震による海底地殻変動に
よって発生する．地下の断層運動による変形場は
半無限均質弾性体を仮定して理論的に計算する 
ことができ（Mansinha and Smylie, 1971; Okada, 
1985），従来それらを津波計算に用いてきた．プ
レート境界地震など複雑な地殻構造場で発生する
地震に対しては，均質弾性体ではなくて有限要素
法などを用いた不均質弾性体解析（Ichimura et 
al., 2016; Hori et al., 2021）が理想だが，扱いやす
さから半無限均質弾性体モデルが使われるのが一
般的である．Okada（1985）の計算プログラムは
公開されており，それを JAGURS に埋め込んで
あるので，矩形断層のパラメタを入力すれば
JAGURS 内部で地殻変動が計算できるように
なっている．なお，地殻変動を外部ファイルで直
接 JAGURS に与えることもできる．
　津波励起のモデル化において海底変位の鉛直成
分が大切だが，海底が急傾斜で，海底地殻変動の
水平成分が大きい場合は，海底斜面の水平変位に
よる海面変動を考慮する必要がある（Tanioka and 
Satake, 1996）．この場合は，海底変位の鉛直成分
に海底斜面の水平変位による寄与分を加算したも
のを海底地殻変動として扱う．
　一般にプレート境界型地震の断層運動に伴う海
底地殻変動は空間波長が長いため，津波の初期水

位分布は海底地殻変動と同じと仮定しても差し支
えないが，高角な断層の地震や小地震による津波
では海底地殻変動の波長が短くなり，その形と初
期水位の形が一致しない．これを解決するため
に，一般に Kajiura のフィルタ（Kajiura, 1963）
と呼ばれる空間ローパスフィルタを施すことがあ
る．Kajiura のフィルタも JAGURS に組み込まれ
ており，オプションひとつで利用できる．
2．3　非線形長波モデルを利用した津波計算
　流体運動を厳密に記述するナビエ・ストークス
方程式は三次元の偏微分方程式である．局所津波
のより詳細な解析には，ナビエ・ストークス方程
式を直接解く手法が用いられることもあるが，こ
れは計算負荷が高いため，一般的な津波解析では
非粘性，非圧縮流体の仮定と津波の波長は水深に
対して十分に長いという近似（長波近似）をナビ
エ・ストークス方程式に導入する．このようにし
て得られたモデルを非線形長波モデルといい，
JAGURS も非線形長波モデルを採用している．
数値計算には有限差分法を用いている．プログラ
ムは並列処理を簡単に導入できる仕組みである
Open MP（Open Multi-Processing）と，効率的
に並列計算が可能な領域分割法を使った MPI

（Message Passing Interface）並列で動作するた
め，スーパーコンピュータによる大規模な津波計
算に向いているが，パーソナルコンピュータでも
問題なく動作する．
　長波式ではすべての波長の波が同じ速度で進行
するため分散しない．津波は一般に水深に対して
波長が長く，非分散性の波として取り扱うことが
できる．しかし，これはあくまで単純化した場合
の話である．津波を発生させる断層の動きは複雑
であり，長波長成分に交じって，短波長成分の津
波も励起するため，分散性がみられないわけでは
ない．水面波の位相速度からわかるように，波長
の短い波は長い波に比べて伝播速度が遅くなる．
その結果，津波の長波長成分は先に到着し，短波
長成分は遅れて到着する．これを波数分散性と言
う．津波の波数分散性を考慮しなければならない
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のは，高角断層の地盤変動により初期波形に短波
長成分が卓越するような場合，あるいは太平洋を
横断するような長距離を伝わる津波（遠地津波）
である．津波の分散性は非線形長波式に補正項を
加えることによって近似的に考慮できる．
　ある地域に襲来する津波を評価するには，海底
や陸上の地形起伏を忠実に再現することが必要
で，経験的には 10 m かそれ以下の解像度の計算
が望ましい．M 9 クラスの津波の波源は数百キロ
メートルに及ぶし，津波は大洋を数千キロメート
ル以上伝播し襲来することもある．計算領域全体
を計算格子間隔 10 m で離散化するのはとても非
効率であり，実質的にも計算は不可能である．
JAGURS では地形ネスティングによりこれを解
決している．地形ネスティングとは，異なる解像
度の計算格子を重ねて用いる技術のことで，計算
負荷を抑えながら高解像度の計算ができる．
2．4　高精度遠地津波計算
　2010 年チリ津波や 2011 年東北地方太平洋沖地
震による津波は，太平洋に展開する Deep-ocean 
Assessment and Reporting of Tsunamis（DART）

（Bernard and Meinig, 2011）で多く観測された．
DART による高精度な観測津波波形と計算波形を
比較すると系統的なずれが認められた（Watada 
et al., 2014）．計算された津波はその到着が観測
よりも 10～30 分程度早く，観測で確認された第
一波の前の微弱な引き波を再現できていなかっ
た．Watada et al.（2014）は従来の津波計算に用
いられる非圧縮流体と変形しない剛体の海底の仮
定を見直し，海水の圧縮性と海底の荷重変形の影
響を考慮すると津波の位相速度は 1.5% 低下する
と指摘した．さらに，津波に伴う海洋底の弾性変
形や海水移動による地球重力場の変化が津波伝播
速度に及ぼす影響を含めると，長周期側では津波
の位相速度は合計で 2% 程度低下することを示し
た．
　Allgeyer and Cummins（2014）は，Watada et 
al.（2014）が発見した効果をうまく数値モデルに
組み込み，重力弾性結合した海洋-固体地球系の

津波シミュレーションを実現した．彼らの方法で
は，重力場の変化も考慮して求められた単位荷重
による地球の弾性変形のグリーン関数を水位分布
に従って畳み込んで津波による地球の変形を求め
て，それを使って水位分布を補正している．海水
の圧縮性は海水密度の鉛直方向の変化として数値
モデルに取り入れられている．JAGURS は Allgeyer 
and Cummins（2014）の方法で，海水の圧縮性，
地球の弾性，重力場の変化を考慮しており，これ
と波数分散性を同時に扱うことで，遠地津波の予
測精度が格段に向上した．
2．5　リスタートおよびマルチシナリオ機能
　並列化されたコードにより大規模な計算が可能
になり，広域かつ高分解能な津波計算が共用の大
型計算機で実施されるようになると，共用計算機
の運用上のルールに対応する必要が出てきた．た
とえば，一般に共用計算機ではジョブの実行時間
には制限がある．複数の CPU を用いたとしても，
太平洋全体の高分解能津波計算には数日必要で，
ジョブ実行の制限時間内に終わらないこともあ
る．これに対応するためリスタート機能を追加し
た．方法はとてもシンプルで，計算中断時のすべ
ての変数データをファイル出力し，リスタートで
はそれを読み込んでジョブを再開するという方法
である．
　大規模津波計算に特化した別の機能として，マ
ルチシナリオ機能がある．これは多数の計算を 1
つのジョブにまとめて実行できる機能で，これに
より効率的に大規模津波計算を実施できるように
なった．この機能を利用して作成した津波データ
ベースは，確率論的津波評価や機械学習を用いた
津波予測などで利用されている．

3． 津波計算の例

3．1　2010 年チリ地震津波シミュレーション
　2010 年チリ地震は M 8.8 のプレート境界型巨大
地震で，それに伴って発生した津波はチリ沿岸で
被害を発生させただけでなく，太平洋を広く伝播
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し広く観測された．ここでは JAGURS を用いて
2010 年チリ地震による津波を計算し，採用する計
算モデルの違いによる予測波形の変化を確認する．
　津波計算の初期水位分布に必要な断層モデルは
Yoshimoto et al.（2016）のものを用いた．Yoshi-
moto et al.（2016）では 44 個の小断層の組み合
わせで断層を表現しており，論文中にそのパラメ
タも示されている．計算された地殻変動の鉛直変
位に，海底地殻変動の水平成分による海底斜面の
平行移動による鉛直変位分を加えて，さらに
Kajiura のフィルタを施して，初期水位分布とし
た．計算に必要な海底地形データは GEBCO を 81
秒角にリサンプリングして利用した．計算範囲は
東経 100 度～西経 60 度，北緯 61 度～南緯 61 度
である．初期水位分布をライズタイム 30 秒で海
面に与えて，時間ステップ幅 1 秒で太平洋を伝播
する津波を 28 時間分計算した．計算は，線形長
波モデル（LLW），線形分散波モデル（LDS），
非線形分散波モデル（NDS），非線形分散波モデ
ルと海水の圧縮性，海底の荷重変形，重力ポテン
シャルの変化を考慮したモデル（NDS+SAL）の
4 パターンを実施した．計算には東京大学の
Wisteria/BDEC-01 システム（FUJITSU Processor 
A64FX） を 利 用 し，NDS+SAL の ケ ー ス を 16
ノードで 5.5 時間かかった．
　図 1 に DART システムで観測された 2010 年
チリ地震津波の観測波形と JAGURS による予測
津波波形の比較を示す．震源からおよそ 2,500 km
にある DART32412 の LLW と LDS の予測波形
を比較すると，LDS に明瞭な分散波はないが，
LLW にみられた短波長成分が少し減少しており
分散性の効果は確認できる．今回のケースでは，
LDS と NDS の予測波形にはほぼ違いがない．し
かし，Baba et al.（2017）で示されたように後続
波に海岸からの反射波が含まれる場合は，LDS
と NDS の予測波形に違いが現れることがある．
NDS+SAL による予測では津波の到着が NDS よ
りもほんの少しだけ遅れて，観測津波の第一波の
ピークと予測津波の第一波のピークの時刻がほぼ

一致した．また，第一波の前の弱い引き波（図 1
中矢印）が予測波形にも確認できる．
　震源からおよそ 6,000 km にある DART51406
でも同様に予測津波波形が変化していくが，NDS
と NDS+SAL の津波到着時刻の違いは約 4 分で，
DART32412 の場合よりも大きかった．NDS+SAL
では，第一波の前の弱い引き波（図 1 中矢印）が
より明確になり，観測波形に近づいた．ただし，
振幅は観測のほうがやや小さい．これは震源モデ
ルによるものと考えられる．
　震源からおよそ 16,000 km にある DART21413
においても各効果の影響は同じように現れた．距
離が遠い分だけ NDS と NDS+SAL の津波の到着
時刻の違いが大きく，20 分程度であった．太平
洋の反対側のおよそ 10 cm の津波波形をこのよ
うな高精度で再現できるのは驚きである．
3．2　多シナリオ津波計算
　特定の地震シナリオに対して津波のリスクを評
価することを決定論的津波評価と呼ぶ．津波の浸
水想定では最大の地震シナリオを想定することが
一般的である．津波は不確実性が大きい自然現象
であるため，住民の命を守るという意味において
は最大の地震シナリオを使った決定論的津波評価
は妥当である．一方，コストを無視できない津波
防御施設の建設や災害に強いまちづくりにおいて
は，何からの形で費用便益分析を行わなければな
らない．この目的で利用されるとよいと考えられ
るのが，確率論的な津波評価である．確率論的な
津波評価とはさまざまな津波発生シナリオを確率
的に組み合わせ，ある期間内に，ある高さの津波
が発生する確率を推定することである．確率論的
津波評価ではマグニチュードや起こり方を変えた
多数の津波を計算する必要があるが，このときに
JAGURS の多シナリオ計算機能は効果的であっ
た．Baba et al.（2022）は，藤原ほか（2020）で
提示された 3,480 ケースの南海トラフ地震の断層
モデルのすべてに対して，最小格子間隔 10 m の
高分解能津波計算を JAGURS の多シナリオ計算
機能を使って実施し，津波データベースを構築し
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た．この津波データベースと南海トラフ地域の
グーテンベルク・リヒター式から，四国東部の確
率論的津波ハザード評価を実施した．今後，この
ような確率論的な津波評価は広がっていくものと
思われる．
　近年，機械学習や AI を用いた津波予測が注目
を集めており，その中でも多シナリオ計算機能は
有効である．津波は低頻度現象であるため，機械
学習に必要な十分な観測データを収集することは
難しい．そこで，Kamiya et al.（2022）は JAGURS
の多シナリオ計算機能を活用し，大量なシミュ
レーションデータを生成した．それを機械学習の
訓練データとして使用した．具体的には，津波シ
ミュレーションで生成した疑似海底水圧データを
説明変数とし，複数の中間層を持つニューラル
ネットワークを用いた多層パーセプトロン（たと
えば，Gardner and Dorling, 1998）によって特定
地域の最大浸水深分布を予測した．津波即時予測
には，高性能計算機を用いてリアルタイムに高速
シミュレーションを行う方法もある．しかし，災
害時に電源消失など不測の事態にも備える必要が
ある．機械学習による津波即時予測は，学習デー
タの生成には計算コストと時間を要するものの，
一度予測モデルを構築すれば，小型 PC でも十分
処理可能である．多重化しやすいフェイルセーフ
な方法である．

4． ま　と　め

　本稿で説明してきたように，JAGURS では高
精度な津波計算が可能である．特に遠地津波の再
現性は，著者の知るかぎりでは，世界で最も優れ
ている数値津波モデルである．別の観点では，
JAGURS はプラットフォームとして大切な役割
も果たしている．津波は社会と深くつながりのあ
る自然現象で，研究成果を社会で活かしてもらう
必要がある．JAGURS は地震調査研究推進本部
津波評価部会の資料作成に利用されていたり，建
設コンサルタントなど民間企業での利用も進んで

いる．JAGURS というプラットフォームを通じ
て津波研究の成果が社会に還元されていると言え
る．
　ユーザーマニュアルを日本語，英語の二言語で
整備しており，津波計算に必要な精度の良い地形
データや断層モデルデータも JAGURS の入力
フォーマットで整備，公開を進めている（Chika-
sada, 2020; 近貞，2021）．これらの努力が津波シ
ミュレーションの敷居を下げ，大学院生などの初
学者の利用を促進した．JAGURS を利用して研
究を開始した学生が，JAGURS を基礎としてよ
り高度なモデルを自ら開発し，秀でた研究成果を
上げている例もいくつもある．このように津波研
究者の育成という役割も果たしている．
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1． は じ め に

　南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が
2024 年 8 月 8 日にはじめて発信された．
　この情報をどう防災として捉えるべきかに関し
ては，「確率情報」であることが理解されていな
いこと，エリートパニック1）によりあいまいなメッ
セージとなってしまったこと，行動変容が限定的
であったこと，「注意」という言葉の問題，「1 週
間」という呼びかけ期間の問題，社会的に最悪の
ケースを考えてこなかったことなどの課題があ
る．これらの課題については拙稿『災害情報はい
のちを救えるか─南海トラフ地震臨時情報から考
える』（関谷，2024）ですでに論じたので，繰り
返さない．
　ここでは，南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
注意）の背景と経済的，社会的にどのような影響
があったのか，もしくは影響がなかったのかにつ
いて考えることとしたい．

2．「3 月 9 日の地震」の社会的意味

　2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震が発生
した．この M 9 という巨大地震は予知できなかっ
た．またその二日前，3 月 9 日 11 時 45 分頃，三
陸沖を震源とする M 7.3 の地震が発生したが，こ
れを前兆と捉えることもできなかった．
　このことは 2 つの意味をもった．
　まず，1 つは，この東北地方太平洋沖において

869 年の貞観地震は既知であったものの，東海地
域ではないものの，M 9 規模の地震を想定できな
かったことである．これらのことを踏まえつつ
2017 年「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可
能性に関する調査部会」は，「地震の発生時期や
場所・規模を確度高く予測する科学的に確立した
手法はなく」「確度の高い地震の予測はできない
のが実情である」，すなわち短期的な地震予知は
できないと結論づけ，それまでの方針を転換し，

「地震予知はできない」との方向性を確認するこ
ととなった（内閣府，2017a）．
　今 1 つは「3 月 9 日の地震」をどう意味づける
かということである．
　2011 年 3 月 9 日午前 11 時 45 分，牡鹿半島沖
を震源とする M 7.3 の地震が発生し，最大震度 5
弱，東北地方太平洋岸に津波注意報が出され，石
巻市鮎川では 50 cm の津波を観測した．東海地震
に関する地震予知の枠組みを見直し，予知はでき
ないとしたものの，その一方で，2 日前の地震と
その後発生した巨大地震の関係については何らか
の情報が出せないかという検討が行われた（内閣
府，2017b）．
　被害規模が大きくなければ，統計的・確率的に
低い情報はあまり意味を持たないが，西側の南海
トラフでは，1944 年昭和東南海地震・1946 年昭
和南海地震，その約 90 年前の 1854 年の安政東海
地震・安政南海地震，その 147 年前の 1707 年宝
永地震，その 102 年前の 1605 年慶長地震と繰り
返し連動し，大きな犠牲を出した大規模な地震が
発生している．被害規模が大きいであろうことは

2024年 8月 8日南海トラフ地震臨時情報の 
社会的影響

関谷直也
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ある意味自明であると考えてよい．
　これを鑑みつつ，2 日前の地震とその後発生し
た巨大地震の関係について確率的な情報は統計的
にはわかるので，それを伝えようという情報発信
の仕方に方針を転換したのである．
　その上で重要なことはこの直前の小規模な地震
の与える心理的な意味である．3 月 9 日 M 7.3 の
地震を経験した東北地方の人は主に 2 つの方向性
でこの地震を認識した．
　1 つは「大きな地震がくるかもしれない」と判
断し，この小規模な地震を契機として地震または
津波避難についての対応を確認する行動を実施し
たパターンである．たとえば山元町・中浜小，仙
台市・荒浜小では教員らが避難方法を改めて確か
めるなどしたことが，2 日後の大震災での適切な
行動につながったという（朝日新聞，2021, 2023）．
　今 1 つは「2 日前に被害がほとんどなかったの
だから，今度の津波も大したことはない」と判断
した人も少なからずいたことである（内閣府（防
災担当），2014）．9 日の地震で津波が来なかった
から 11 日に逃げなかったという事例は多くある．
　もちろん，確率的にいえば，ある程度の規模の
地震がおこった後に大きな地震が来るという可能
性はきわめて低い（まさにこの臨時情報である）．
なので，上記の行動は客観的にみれば両方とも間
違っているわけではない．
　ただし，これは確率の問題ではない．「防災対
応」としては，主観的にみれば後者であってはな
らず，前者でなければならない．
　すなわち，この「小規模の地震がおきた」とい
う事実を活かすべき方向は防災という立場から考
えれば「大きな地震がくるかもしれない」と考え
るという選択肢 1 つしかない．
　改めて，地震が来た際の備えを再確認し，津波
避難のありようを再度，確認すること，この一択
である．
　ある意味，そのことを具現化したものが「南海
トラフ地震臨時情報」である．また東北地域では

「北海道・三陸沖後発地震注意情報」なのである．

3． 経済的影響

　この臨時情報の発出後に，事後で問題になった
ことの 1 つが経済的影響である．
この情報が 8 月 8 日から 15 日というお盆のシー
ズンという観光のことを考えれば社会的に最悪の
時期に発出された情報であったこともあって，こ
れは 1 つの論点になった．
　たとえば和歌山県白浜町の大江康弘町長は，こ
の経済被害を 5 億円と見積もっているし，野村総
研の木内登英氏は「2011 年に旅行・観光消費は
前年比で 3.4％下落した．南海トラフ地震臨時情
報（巨大地震注意）による個人消費の顕著な抑制
傾向が 3 か月程度続き，その際の落ち込みが東日
本大震災の前年比-3.4％になると仮定してみよう．
2023 年の実績から，旅行・観光消費は 3 か月間
で 1,862 億円減少する計算となる」と予測してい
る（木内，2024）．
　だが，2024 年 8 月の国内旅行消費額は，観光
庁の「旅行・観光消費動向調査」によれば，調査
開始以来の過去最高 3 兆 2,106 億円であった（観
光庁，2024）．
　また，インバウンドに関しては先述の木内氏は

「さらに，外国人入国者の国内での旅行関連消費．
インバウンド需要も同じ程度減少する（2024 年 
4～6 月期まで 1 年間で 6 兆 9,700 億円）と仮定す
れば，それは 592 億円となる」としている（木内，
2024）．
　ところが観光庁が行っている 2024 年の訪日外
国人調査によれば，臨時情報が発表された期間，
8～12 月期の訪日外国人旅行消費額は 1 兆 9,186
億円（2023 年同期比 39.0％増，2019 年同期比
62.3% 増）であり，減少したという傾向はみられ
ない．なお 8 月，9 月は若干減少しているが，日
本政府観光局の発表によれば，例年 7 月をピーク
として，8～9 月は訪日外客数は減少する傾向が
あり，例年のトレンドに沿った減少であるという

（訪日ラボ，2024）．
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　沿岸部で影響があったことは間違いがないもの
の，日本全体としては大きな影響があったという
証拠をみいだすことはできない．例年，この時期，
台風来襲による訪日観光客の影響はあるのだが，
それらを超える規模の経済的影響はなかったとい
えよう．

4． 社会的影響

　次にアンケート調査から南海トラフ地震臨時情
報の影響をみていきたい．総合防災情報研究セン
ターでは，この臨時情報が出てから 2 つの調査を
行った．概要を表 1 に示す．
　もともと，「8 月 8 日に南海トラフ地震臨時情
報が発表される前に，この情報について知ってい
ましたか」という問いに対して，防災対策推進地
域2）では 9.8％，防災対策推進地域以外では 7.7％
であり，ほとんど知られていない情報であった

（図 1）．
　「8 月 8 日（木）19 時 15 ごろ，気象庁から『南
海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）』が発表
されました．あなたはこの情報を見聞きしました
か」という問いについて「見聞きした」という人
は防災対策推進地域では 83.1％，防災対策推進地

域以外では 79.9％であった．ほとんど知られてい
ない情報だった南海トラフ地震臨時情報に関し
て，認知度の上昇ということに関しては効果が
あったといえる（図 2）．
　その情報源はほぼテレビであった．防災対策推
進地域では 84.8％，防災対策推進地域以外では
86.1％であった．なお「ホームページなどイン
ターネットから得た」という人は，防災対策推進
地域では 25.3％，防災対策推進地域以外では
24.6％である．「Facebook や X（旧 Twitter）か
ら得た」という人は，防災対策推進地域では
6.4％，防災対策推進地域以外では 6.2％と少ない．

表 1　調査概要

第 1 回調査
調査対象： NTT コムリサーチに登録している 47

都道府県のアンケートモニター
調査手法：WEB 調査
調査期間：2024 年 8 月 9 日～11 日
有効回答：9,400 票（47 都道府県から 200 票ずつ）

第 2 回調査
調査対象： NTT コムリサーチに登録している 47

都道府県のアンケートモニター
調査手法：WEB 調査
調査期間：2024 年 11 月 14 日～12 月 2 日
有効回答：9,400 票（47 都道府県から 200 票ずつ）

図 1　8 月 8 日以前の南海トラフ地震臨時情報の認知度（第 1 回調査）

図 2　8 月 8 日の南海トラフ地震臨時情報の認知度（第 1 回調査）
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また，21 時には 8 割の人が認知している．伝播
力はきわめて強かったといえる（図は省略）．
　また結果として，「とても不安になった」「やや
不安になった」という回答を合わせて，防災対策
推進地域では 77.5％，防災対策推進地域以外では
73.1％と多くの人に不安をあたえた情報であるこ
とがわかる（図 3）．
　その原因としては，たんに「多くの人が地震が
起こる」と思ったからである．図 4 に示すように，
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を見聞
きした 81.5％の人に対し「地震が起こると思った
か」と問うたところ，「大きな地震が起こると思っ
た」「大きくはないが，地震が起こると思った」
という回答を合わせると，防災対策推進地域では
82.9％，防災対策推進地域以外では 84.8％と多く
の人が地震が起こる情報であると思っていた．
　また，確率についてきちんと理解されているか
についても問うた．南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震注意）は，Mw7.0 以上の地震が発生した
一四三七回の事例のうち六回の事例で「七日以
内」に，Mw8.0 クラス以上の巨大な地震が発生

したという統計に基づいて，平時は 1,000 回に 1
回程度の確率が，1,000 回に 4 回程度の確率になっ
たと算出された確率を伝えようという情報であ
る．このことについて「大規模地震が起こる可能
性がふだんより，数倍高まっている，と伝えられ
ていました．あなたは，何パーセントの確率で大
規模地震が起こると思いましたか」と問うたとこ
ろ，計算上は 0.4％が統計上での正解ではあるも
のの，0％か 1％と答えた人は 7.9％しかおらず，
多くの人がそれ以上の数値を回答した．いずれに
しろ，過剰な割合で理解されている（図 5）．
　そもそも，統計的，確率的な情報にすぎず，地
震予知や天気予報のように観測結果に基づく予想
などではないのだから「当り」「外れ」や「空振
り（予想した現象が起きなかった）」「見逃し（予
想しなかった現象が起きた）」などの問題とは異
なる．
　だが，このロジックは，類例もなく非常にわか
りにくい．情報を発信する政府，伝えるメディア
も引き続き丁寧に説明し，情報を受けとる社会の
側としてもこの統計的，確率的な情報をどう活用

図 3　南海トラフ地震臨時情報を見聞きして不安になったかどうか
（第 1 回調査，情報を認知している人のみ　n＝7,656）

図 4　地震が起こるとおもったか
（第 1 回調査，情報を認知している人のみ　n＝7,656）
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すべきか，互いにリテラシーを上げていく必要が
あろう．
　南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）は，
地震が発生する確率は非常に低いことから，特別
の行動を呼びかけるものではない．ただし，これ
を機会に「日頃からの地震への備えを再確認す
る」ことが求められる．
　先に示したように，多くの人が地震の発生確率
を高めに見積もっていたが，それにもかかわらず
情報発出直後に，家具の転倒防止の確認，避難場
所や避難経路の確認，避難所の確認，家族との連

絡方法や待ち合わせ場所の確認，備蓄を確認した
人はきわめて少ない．「日頃からの地震への備え
を再確認」するようにと呼びかけられていたが，
実際には「確認」した人はきわめて少ないのであ
る．水や食料などを新たに購入したという人も少
なかった（図 6）．
　防災対策推進地域とそれ以外の地域を比べても
あまり差がなく，この情報は，そもそも南海トラ
フに備えるべき推進地域の人々の「日ごろからの
地震への備えを再確認する」行動につながらな
かったことがわかる．

図 5　何パーセントの確率で大規模地震が起こると思いましたか（第 1 回調査）
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　また，われわれは情報が発出されて 3 カ月後に
第 2 回の調査を行った．水や食料などに関して
は，「水や食料などの備蓄を確認した」21.3％から
33.2％，「水を購入した」8.7％から 18.5％，「食料を
購入した」5.6％から 13.0％へと若干，上昇した．
　「家具の転倒防止を確認した」は 8.6％から 13.4 
％，「避難場所や避難経路を確認した」は 6.0％か
ら 9.9％，「避難生活を送る避難所を確認した」は
6.3％から 9.5％，「家族との連絡方法を確認した」
は 9.8％から 12.0％とやや上昇したが，そこまで
大きな変化はみられたとはいえない（図 6）．
　残念ながら，南海トラフ地震臨時情報に関し
て，防災面での効果はきわめて小さかったといえ
よう．

5． お わ り に

　人によって（特に地震研究者において），この
「南海トラフ地震臨時情報」が妥当だったとする
か否か，この情報が影響が大きかったか小さかっ
たかに関して，認識は異なるように思う．「人は
見たいものを見る」という確証バイアスは，
Julius Caesar（ユリウス・カエサル）の時代から
の真理である．南海トラフ地震臨時情報は問題が
あると思う人はそのように認識し，有効であると
思う人は有効であると認識しているように思う．
　だが，ここまで統計データや調査結果をみるか
ぎり，南海トラフ地震臨時情報は，経済的に大き
な影響を与えたということはなく，社会的にも大

図 6　この情報を入手してから，以下のような行動をとりましたか
（第 1 回調査，第 2 回調査，情報を認知している人のみ）
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きな影響を与えてもいない．悲しいことに，対個
人としてはそこまで大きな防災上の効果ももたら
してはいなかった．多くの人が地震が発生すると
誤解し，たんに多くの人が不安になったというこ
とである．
　ただし，本論ではあまり議論しなかったが，多
くの自治体や企業はこの 8 月 8 日の南海トラフ地
震臨時情報を契機として，南海トラフ地震そのも
のを考え直す機会とした組織は多かったはずであ
る．
　南海トラフ地震臨時情報は，一定の条件におい
て，南海トラフ地震防災対策推進地域に対して，
二週間ないし一週間，巨大地震警戒か巨大地震注
意が出されるというものである．ある程度想定が
可能で，事前に協議も可能である．台風や豪雨な
どの緊急的に出される防災気象情報のように，そ
の場で各自が主体性をもって判断する，という類
の情報ではない．
　住民や自治体，企業はあらかじめ，臨時情報が
出た場合の対応を決めておくことができる．対応
方針を統一する必要はないが，それぞれの地域や
自治体，それぞれの業種，関連企業でどう対応す
るかを互いに周知，共有し，事前協議しておくこ
とが可能である．また政府として求める対応があ
るならば明確に示すべきである．ガイドラインと
して各主体の対応をまとめ，情報共有を密にする
必要があろう．
　なお，これまで南海トラフ地震臨時情報（巨大
地震注意）の発出における社会的影響について議
論してきたが，「巨大地震警戒」についても再度
議論しておくべきである．一部地域では大規模な
被害がすでに出ている状態で発出され，連動する
地震が発生する確率は平時の約 10 倍となる．津
波避難のみならず，土砂災害警戒区域や延焼火災
の恐れがある地域にどのような呼びかけをする
か，改めて事前に議論しておくべきだろう．
　類似のスキームで出される北海道・三陸沖後発
地震注意情報も，北海道や東北地方太平洋沖にお
いて認知度は低かった．これもきちんと周知をし

ておく必要がある．
　なお，いうまでもなく，次の南海トラフ地震臨
時情報への対応が重要なのではない．重要なこと
は南海トラフ地震そのものに備えることである．
今回の情報発出を契機に，南海トラフ地震への対
策，耐震化，避難や防災体制の点検を確認し，啓
発を進める契機としたい．
　その上で，「大きな地震がくるかもしれない」
方向へと認識させる効果のある情報として，南海
トラフ地震臨時情報（また北海道・三陸沖後発地
震注意情報）を活用していくことが重要であるよ
うに思う．
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　 国 土 地 理 院 は， 宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構
（JAXA）の衛星「だいち 2 号」（ALOS-2）と
その後継機である「だいち 4 号」（ALOS-4）に
搭載された SAR（Synthetic Aperture Radar; 
合成開口レーダー）による観測データを用い
て，全国の地殻・地盤変動の監視を行ってい
る．本稿では，SAR の概要，国土地理院にお
ける衛星 SAR の活用と今後の取組みについて
紹介する．
　SAR は衛星等の移動体から地表に向かって
電波を照射し，地表で反射してきた電波を受信
することで，地表までの距離や地形を観測する
ためのセンサで，レーダーの一種である．一般
に，レーダーの空間分解能は，アンテナが大き
いほど向上するが，衛星に巨大なアンテナを搭
載することはできない．SAR では，移動しな
がら電波の送受信を繰り返し行い，その信号を
合成することで，あたかも巨大なアンテナで観
測したのと同等の高い空間分解能を実現してい
る．この技術が合成開口である．「だいち 2 号」
の場合，アンテナの大きさから計算される空間
分解能は十数 km であるが，合成開口技術によ
りおよそ 3 m の空間分解能で地表を観測する
ことが可能である．
　SAR では，地上から反射してきた電波の強
度を画像化した，いわゆる強度画像を使って地
物の判読を行う，という使い方が一般的である
が，地表の変動を把握するためには，通常，干
渉 SAR と い う 手 法 を 用 い る（ 図 1）． 干 渉
SAR は，同じ場所を異なる 2 時期に観測した
データを精密に比較し，地表の変動によって生
じる衛星と地表間の距離の変化を計測する手法
である．距離変化は，1 回目と 2 回目に観測さ
れた電波の位相差で表わされ，位相差の大きさ
に応じて色を割り当てるため，図 1 のような虹
色の画像（干渉画像）で表現される．干渉画像
の色変化の仕方により地表が衛星に近づいた

（青→黄→赤→青）のか，衛星から遠ざかった
（青→赤→黄→青）のかがわかる．また，変動
の大きさは，どのくらい色が変化したのかでわ
かる（青→青に変化すると，「だいち 2 号」の
場合，約 12 cm の変動量）．この手法により，
数 cm 程度の地表の変動を検出することが可能
である．
　干渉 SAR によって得られた干渉画像を見る
際には，いくつか注意すべきことがある．まず，
干渉画像から知ることができるのは，衛星と地
表間の距離変化だけで，GNSS 観測のように東
西，南北，上下方向の変動はわからない．特に，
SAR が搭載された衛星は，南から北あるいは
北から南に進行し，進行方向に直交した方向

（通常，右方向），つまりほぼ東西方向に電波を
照射しながら観測するので，南北方向の変動に
はほとんど感度がない．また，衛星の進行方向
と電波の照射方向によって，西側上空から観測
する場合と東側上空から観測する場合があるこ
とにも注意が必要である．仮に地表が西向きに
動いたとすると，西側上空から観測した場合は
衛星に近づく変動，東側上空から観測した場合
は衛星から遠ざかる変動が観測される．西向き
の変動に加え隆起もしていたとすると，西側上

国土地理院における衛星 SARを用いた地殻・地盤変動の監視

図 1　干渉 SAR の概要
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空からの観測では，西向きの変動も隆起も衛星
に近づく方向なので変動が捉えやすいのに対
し，東側上空から観測すると衛星と地表の距離
の変化が小さく，ほとんど変動が捉えられな
い．このように，干渉画像は観測方向によって
変動の見え方が異なることに注意が必要である．
　干渉画像には，いくつか注意すべき点がある
が，最大の利点は GNSS 等の観測技術と異な
り，地上に観測点を必要とせず数十 km から数
百 km という広い範囲の地表の変動を一度にか
つ面的に把握することができる点にある．
GNSS と干渉 SAR の比較を表 1 に示す．この
表からわかるとおり，GNSS は時間分解能や検
出精度が高いのに対し，干渉 SAR は空間分解
能が高いなど，観測技術には一長一短がある．
このことから，国土地理院では，全国の定常的
な地殻変動や地震・火山活動に伴う地殻変動を
詳細に把握するため，GNSS や干渉 SAR，水
準測量などの複数の観測技術を活用している．
　国土地理院における衛星 SAR の活用は，「ふ
よう 1 号」（JERS-1）（1992～1998 年）の SAR
データを用いた，1994 年のノースリッジ地震
や 1995 年の兵庫県南部地震に伴う地殻変動の
検出（Murakami et al., 1996; 村上ほか，1995）
の成功から始まる．当初は，研究として衛星
SAR の解析技術の開発，地震や火山活動に伴
う地殻変動の検出を行っていたが，「だいち」

（ALOS）（2006～2011 年）の打上げとともに，

事業の 1 つとして全国の地殻・地盤変動の監視
を開始した．「だいち」は，2011 年の東北地方
太平洋沖地震に伴う東日本全域に広がる地殻変
動を観測中，運用を停止したが，その後，「だ
いち 2 号」（2014 年～）に引き継がれ，さらに
2024 年 7 月には「だいち 4 号」（2024 年～）が
打ち上げられ現在に至る．
　JAXA が開発・運用する国産 SAR 衛星に
は，日本国内の地殻変動の把握に重要な特徴が
ある．それは，いずれの衛星も L バンドとい
う，海外の SAR 衛星と比べ波長の長い電波を
用いている点である．一般に，波長が短いほど，
より小さな変動が検出可能となるが，波長が短
いと樹木の表面で電波が反射され地表に届かな
いため，樹木に覆われた場所の変動を捉えるこ
とができない．これに対し，L バンドの電波は
樹木の葉等を透過するため，樹木に覆われた場
所でも変動を捉えることが可能である．日本は
国土の約 7 割を森林が占めることから，日本の
地殻・地盤変動の把握には L バンド SAR が適
している．そのため，国土地理院では国産
SAR 衛星を用いた地殻・地盤変動の監視を
行っている．
　国産 SAR 衛星により，国内外を問わず多く
の地震や火山活動に伴う地殻変動が検出されて
いるが，「だいち 2 号」の結果が重要な役割を
担った最近の例を 2 つ紹介する．
　最初の例として，地震に伴う地殻変動の検出

表 1　GNSS と干渉 SAR の比較

GNSS
（電子基準点）

干渉 SAR
（だいち 2 号）

空間分解能 平均 20 km 間隔
（観測点数：約 1,300 点）

約 12 m※

（面的に観測）
地上観測機器 必要 不要
観測間隔

（時間分解能）
1 秒，1 日～ 3～4 回程度/年

緊急時：数日～2 週間
変動検出成分 東西・南北・上下

（3 次元）
衛星-地表間の方向

（1 次元または 2.5 次元）
変動検出精度 ＜1 cm ＞3 cm
※ 国土地理院が公表している標準的な干渉画像の分解能
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について紹介する．2024 年 1 月 1 日に発生し
た令和 6 年能登半島地震では，地震発生から約
7 時間後に「だいち 2 号」による緊急観測が実
施され，翌 2 日の 12 時頃に 2 回目の緊急観測
が実施された．国土地理院で，これらのデータ
を用いて解析を行った結果，輪島市付近で最大

約 4 m の隆起など，能登半島の広い範囲で大き
な地殻変動が明らかになった（図 2）．大きな
地殻変動が検出された地域には電子基準点等の
観測点がなく，すぐに現地調査もできなかった
ことから，「だいち 2 号」の観測がなければ，
このような変動があったことを地震直後に知る
ことは不可能であった．さらに，「だいち 2 号」
の地震前後の強度画像を比較することにより，
能登半島北部沿岸のほぼ全域で，陸地が海側に
広がる陸化が起こっていたことが明らかになっ
た（国土地理院 Web， 2024a; 石本ほか， 2024a）．
これらの結果は，関係機関に提供され，地震活
動の評価のみならず，被災地域の河川管理や港
湾管理等の復旧・復興に活用された．
　もう 1 つの例は，火山活動に伴う地殻変動の
検出についてである．2024 年 5 月頃から火山
性の地震活動が活発化していた岩手山におい
て，「だいち 2 号」の緊急観測が 9 月 26 日に行
われた．この観測データを解析した結果，大地
獄谷周辺において衛星に近づく変動が検出され
た（図 3）．この結果は関係機関に共有され，
気象庁において噴火警戒レベルの引上げの判断
に活用された（気象庁，2024）．大地獄谷の変
動については，「だいち 4 号」の試験観測デー
タを用いた解析でも同様の変動が検出された．
これは「だいち 4 号」により初めて検出された
地 殻 変 動 で あ る（ 国 土 地 理 院 Web, 2024b; 
JAXA Web, 2024）．その後も「だいち 2 号」
による緊急観測が継続的に実施され，大地獄谷
周辺だけでなく，岩手山西部の広い範囲にも衛
星に近づく変動が検出された．このように，衛
星 SAR は火山活動推移の監視や火山活動評価
に役立てられている．
　最後に，国土地理院における最近の取組みと
今後の予定について紹介する．これまで述べて
きたとおり，地震や火山活動に伴う地殻変動に
おいては，衛星 SAR は不可欠な観測技術と
なっている．一方で，国土地理院の主となる業
務である国家座標の維持管理や公共測量には，
直接的に使用されていない．その理由として，

図 2　 「だいち 2 号」の観測データを用いた解析に
よる能登半島全域の地殻変動．上段，準上下
方向，下段，準東西方向の変動量
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干渉 SAR にはさまざまな誤差が含まれ，実際
の変動か誤差による見かけの変動かが判別でき
ない場合があること，前述のとおり，水平，上
下方向の変動を捉えることができないことがあ
げられる．これに対し，「だいち 2 号」の観測
データが蓄積されたことで，多くの干渉画像を
統計的に処理することにより，変動の検出精度
を向上させる干渉 SAR 時系列解析（以下「時
系列解析」という．）が実施可能な環境が整っ
てきた．また，この時系列解析を南行，北行で
それぞれ行った結果を用いて，2.5 次元解析

（Fujiwara et al., 2000）という手法により準東
西方向，準上下方向の変動を得ることができ
る．"準"とは，この手法で得られる変動の方
向が東西・上下方向と正確には一致しないこと
を示している．これらにより，国家座標の維持
管理や地盤沈下調査等の公共測量への衛星
SAR の活用が期待される．そこで，国土地理
院では「だいち 2 号」の観測データを用いて，
日本全国を対象とした時系列解析を行った．そ
の結果，火山活動に伴う地殻変動や地盤沈下，

斜面変動など，全国各地で生じている局所的な
変動が多く捉えられた（石本ほか，2024b）．
この結果は，2023 年から地理院地図で公開し
ているほか，数値データも「衛星 SAR 地盤変
動測量成果ダウンロードサービス」（https://
sarprod.gsi.go.jp/）からだれでも取得すること
ができる．現在は，この解析結果を地盤沈下調
査等の公共測量に活用するための取組みを進め
ている．
　国土地理院では，現在，2024 年 7 月に打ち
上げられた「だいち 4 号」の観測データを用い
た火山や全国を対象とした定常的な干渉解析，
時系列解析を進めている．「だいち 4 号」は，
観測頻度が「だいち 2 号」の約 5 倍になること
から，時系列解析の精度向上やより詳細な変動
の時間推移把握が可能になると期待されてい
る．また，南北方向の変動は捉えられないと前
述したが，「だいち 2 号」と「だいち 4 号」の
観測を多方向から行うことで，東西，南北，上
下方向の変動を得る三次元解析が可能である．
今後は，時系列解析や三次元解析により，地

図 3　「だいち 2 号」の観測データを用いた解析による岩手山周辺の地殻変動
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震・火山活動に伴う地殻変動の把握を通じた防
災・減災への貢献，国家座標の維持管理や公共
測量への衛星 SAR の活用がますます進むもの
と期待している．
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　2025 年 3 月 28 日 6 時 20 分 52 秒（UTC）に
ミャンマーの中部，同国第二の都市マンダレー
の近傍において Mw7.7 の地震が発生した． 
こ の 地 震 の 約 12 分 後 の 同 日 6 時 32 分 4 秒

（UTC）には Mw6.4 の地震がほぼ本震と同じ
領域で発生した．米国地質調査所（USGS; U.S. 
Geological Survey）による地震後約 1 カ月間の
震源付近の地震活動を google earth 上にプ

ロットしたものを図 1a に示す（USGS Web, 
2025）．本震のメカニズム（図 1b）と震度分布
図（図 1c）からは，本地震がほぼ南北走向の
右横ずれ断層であったと推定される．また，深
さは 10 km であった．震央付近の震度は MM 階
級で XIII～IX が記録されている．直接の換算
はできないが，気象庁の震度階では震度 6 弱～
6 強程度だったのではないかと考えられる．メ

2025年 3月 28日ミャンマーの地震（Mw7.7）

図 1　 （a）ミャンマーのマップと断層帯にミャンマーの地震を重ねたもの．プレート境界は大阪教育大 Web
（2025）による（橙は収束する境界，黄緑は横ずれする境界）．また地震は 2025 年 3 月 28 日の本震と
本震から 1 カ月後までの断層近傍（N18～24；E95～98）の後発地震（≥Mw4.5）を示す．（b）本震の
メカニズム解，および（c）震度分布図（いずれも，USGS Web, 2025）
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図 2　 アジアの GNSS 変位速度場（ユーラシアプレート固定）．青色矢印と水色矢印はそれぞれ先行研究
および Wang and Shen（2020）による（Wang and Shen, 2020）

図 3　 サガイン断層上で発生した地震の震央位置と
M7 クラスの断層の破壊領域．矢印は推定され
た断層の破壊伝播方向と断層長さを示す．点
線で示された矢印は空白域を示す（Hurukawa 
and Maung, 2011）．今回の地震の震央は 1956
年 7 月の地震の震央とほぼ同じ位置である
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ディアのニュース等からはミャンマーだけでな
く，インドシナ半島全体で大きな揺れが観測さ
れ，震源から 1,000 km 以上離れたタイのバン
コクでは建設中の高層ビルが倒壊して多くの死
傷者が出たことなどが報じられている（たとえ
ば，アジア防災センター Web，2025）．
　ミャンマーには南北走向のサガイン（または
ザガイン）断層（Sagaing fault）と呼ばれる大
断層帯があって地震活動も活発であるが，今回
の地震はこの断層帯上で発生したものと推定さ
れる（図 1）．サガイン断層帯はインドプレー
トとスンダプレートの境界になっており，テク

トニックにもきわめて興味深い場所である．図
2 にはアジアの GNSS 変位速度場を示す．図に
示すようにインド大陸の衝突によりユーラシア
プレートが大きく変形し，特に東側に押し出さ
れた地塊が時計回りに回転してインドシナ半島
を南側に押し出すように変位していることがわ
かる．そのため，インドプレートとユーラシア
プレートの境界が大きく右横ずれに変位してい
るのである．2004 年 12 月にインドネシアのア
チェ付近で発生したスマトラ地震（Mw9.1）で
は，断層が北方に延びてミャンマーのすぐ南側
に位置するアンダマン諸島にまで地震活動が達

図 4　 2025 年 3 月 28 日ミャンマー地震の推定断層位置（赤線）と推定された断層面上のすべり分布を示す
（USGS Web, 2025, を改変）
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したため，その延長上にあるミャンマーへの影
響も懸念されていた．
　Hurukawa and Maung（2011） は，20 世 紀
にミャンマーのサガイン断層近傍で発生した 6
個の M7 クラスの地震の震源の再解析を行い，
これらの地震がサガイン断層上で発生したこ
と，これらの断層破壊領域から，同断層上の 2
カ所に空白域のあることを指摘した（図 3）．1
つはミャンマー南方の領域，もう 1 つは今回発
生した地震の領域を含む地域であり，想定マグ
ニチュードを M7.9 としている．今回発生した
地震の震央は，この空白域のやや北側の 1956
年 7 月に発生した M7.0 の地震の震央のすぐ近
くであるようにみえる．USGS によれば，破壊
はここから南側の空白域全域を含むネピドーま
での約 170 km，北側に約 80 km の総延長 250  
km に近い断層がすべったものと推定されてい
る（図 4；USGS Web, 2025）．なお，最大すべ
り量は 6.5 m と推定されている．図 5 は石川に

よる 1964 年から今回の地震までの期間の地震
活動の図である（石川有三 Web, 2025）．この
図を見ても，今回の地震の震央の南側はこの期
間地震活動が低調であったことがわかる．国土
地理院は地球観測衛星「だいち 2 号」で取得さ
れた合成開口レーダーのデータ解析によりサガ
イン断層に沿ってマンダレーの北方からネピ
ドーの南方の 400 km 以上にわたって最大 6 m
程度の右横ずれの地殻変動が見られると発表し
た（国土地理院 Web, 2025）．
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● 防災リテラシーを高める
　 実用書
鈴木猛康 著
地域防災の実践 
―自然災害から国民や外国人旅行者
を守るための実学―
評者 當麻純一　
　著者は多くの自然災害の現場を調査し，地域防災活動
の実際に関わってこられた一人である．その経験をもと
に，わが国の防災対策の現状と歴史を踏まえ，地域で整
えるべき市町村の防災体制，地区防災計画，そして日本
人だけでなく観光や在留の外国人を含めた防災対策を記
している．
　本書で扱っている自然災害は，豪雨，洪水，豪雪，地
震，土砂，火山と幅広い．第 1 章「現代の防災対策の現
状と課題」では，平成 16 年新潟・福島豪雨災害で水害
の直撃を受けた新潟県見附市の対応と，そこを実証
フィールドとした著者による災害対応管理システムの開
発がその後の災害対策に活用されていることが紹介され
ており，本書執筆の起点が自治体の水害対策にあろうこ
とがうかがえる．
　第 2 章「防災の法制度の歴史とエピソード」では，中
世から近世における治水事業が紹介され，つづいて，災
害に対する法制度が明治期の備荒儲畜法の制定に始ま
り，昭和期の災害救助法の制定，さらには防災対策の骨
格である災害対策基本法の成立までの流れで振り返られ
ている．被災地域の自治体や住民にとってきわめて大切
な情報である「避難指示」の発令の根拠がここにあるこ
とも読者は知る．著者の視点は災害予防だけでなく，被
災者の支援に関わる諸制度にもあって，被災者生活再建
支援法の成立の背景と内容，災害弔慰金制度，地震保険
制度の概要もまとめられている．特に，政府の再保険に
基づいたわが国の公的な地震保険制度は，世界的に先進
であることを示し，自助としての地震保険への加入を啓
発している．
　第 3 章「防災気象情報で氾濫状態の日本」は，章タイ
トルからうかがえるように，わが国における防災気象情
報の種類があまりに多くて住民に理解しがたいために，
住民にとってもっとも大切な避難情報が埋もれてしまっ
ていることが大雨を例に指摘される．この文脈で評者が
思い起こすのは，緊急地震速報への長周期地震動階級の
追加（2023 年 2 月）や，南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震注意 2024 年 8 月 8 日発表）である．こうした多
様な防災情報が社会に発信されるようになったのは科学
の進歩であるが，受け手の側の理解や適切な行動につな

がっているか，の検証と改善が必要であろう．
　第 4 章「地区防災計画」ではその概要が記されている．
地域防災計画とは別に地区レベルでのこのような自主取
り組みがなされはじめていることに評者は疎かった．本
書によると，これは東日本大震災で公助が行き届かな
かったことから，共助の大切さが改めて認識され，平成
26 年に創設された制度という．地域コミュニティにお
ける共助による防災活動の推進の観点から，市町村内外
の一定の地区の居住者および事業者が行う自発的な防災
活動に関する制度であり，自助・共助を促すことの大切
さが強調されている．第 5 章「リスク・コミュニケーショ
ン」，第 6 章「広域避難と地区防災計画」，第 7 章「土砂
災害警戒区域における地区防災の実践」もこれに関連し
た主題である．自主防災組織の活動に関わる方々には，
この第 4 章から第 7 章までが特に有用であろう．
　第 8 章から第 10 章までは，外国人が国内で災害に
遭った場合への備えとして，著者の取り組みが紹介され
ている．そもそも避難の概念の違い（外国人にとっては
国外避難を意識することもある）の認識や，AI の利用
による言語の問題の克服の試みが述べられている．さら
に，富士山を対象に噴火警戒レベル 3 が発表されること
を想定しての観光ホテル滞在外国人の避難誘導，遊園地
滞在の外国人の避難誘導の社会実験の実践例が紹介され
ている．多くの外国人が国内各地に見られる現今では非
常に重要な取り組みと思われ，水平展開を期待したい．
　最後に，第 11 章「これからの防災まちづくり」では
これからの防災まちづくりとして，「増災とならないこ
とを検証する視点の大切さ」は読者の注意を引くであろ
う．増災は著者の造語であり，「人為的行為，施策によっ
て，災害発生の素因を大幅に悪化させ，大規模災害の発
生リスクを高める行為あるいは施策のこと」と定義して
いる．人災とは似て非なるものという．著者は，現代の
増災の一例として，再生可能エネルギーの行き過ぎた開
発をあげている．能登半島地震を機に，洋上風力発電施
設の開発については少し立ち止まり，施設の耐震設計，
耐津波設計法を確立させるべきと述べられている．この
視点は，土木工学を専門とする評者も共感するところで
ある．導入が進む陸上の風力発電施設，太陽光発電施設
に関しても，これらに伴う土地の改変が土砂災害の誘因
とならないように設計・施工・維持管理される必要があ
る．はたして現状はどうであろうか．
　著者によれば本書は読者として，中央省庁や地方自治
体の職員，防災担当者，地域の防災リーダー，観光・防
災を生業とする各種団体を主な対象としていて，さらに
一般の読者にも理解できるよう平易な表現に努められて
いる．地域社会の防災リテラシーを高めるのに役立つ一
書である．
＜理工図書，2024 年 4 月 23 日，A5 判，232 頁，2,200 円＋税＞

［とうま　じゅんいち　地震予知総合研究振興会専務理事］
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【訂　　　正】
　「地震ジャーナル」78 号（2024 年 12 月 20 日発行）に掲載された「ディープラー
ニング地震学─現状と今後の展開への期待─」（42～53 ページ）に不備がありました
ので，以下のように訂正いたします（平原和朗）．

訂正箇所：47 ページの式（19）

訂正前：dθ（t）/dt＝1－θ（t）ν（t）/dc

訂正後：dθ（t）/dt＝1－θ（t）v（t）/dc
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●新刊紹介 

矢守克也　著
避難学　「逃げる」ための人間科学

東京大学出版会，紙版・電子版，2024 年 10 月，A5 判，
288 頁，3,900 円＋税

神沼克伊　著
地震学の歴史からみる地震防災

丸善出版，紙版・電子版，2024 年 10 月，A5 判，186 頁，
3,500 円＋税

井出　哲　著
地震学

講談社，紙版・電子版，2024 年 11 月，A5 判，416 頁，
5,900 円＋税

目黒公郎　編，東京大学大学院情報学環総合防災情報研
究センター　監修
関東大震災と東京大学　教訓を首都直下地震対
策に活かす

東京大学出版会，紙版・電子版，2024 年 12 月，A5 判，
264 頁，3,500 円＋税

三浦房紀　著
これから首都直下，南海トラフ巨大地震を経験
する人たちへ

KADOKAWA，紙版・電子版，2025 年 1 月，B6 判，192
頁，1,400 円＋税

鎌田浩毅　著
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大人のための地学の教室

ダイヤモンド社，紙版・電子版，2025 年 2 月，四六判，
448 頁，1,800 円＋税

青木陽介　著
地球の測り方　宇宙から見る「水の惑星」のす
がた
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ADEP情報

☆ 本誌は，地震予知総合研究振興会のホームページにおいて閲覧および PDF のダウンロードができます．
☆「地震ジャーナル」冊子の新規配布，配送先変更，配送停止については当振興会までご連絡ください．

　今 年 は 1995
年（平成 7 年）

1 月 17 日に発生した兵庫県南部地
震・阪神淡路大震災から 30 年とい
うことで，巻頭エッセイには日本地
震学会会長の久家慶子さんにご執筆
いただいた．また，京大防災研の大
見士朗さんに高感度地震観測に関す
るこの地震以来の発展についてレ
ビュー記事をご執筆いただいた．あ
る一定の年齢以上の地震研究・地震
防災の関係者には特に大きな出来事
としてさまざまな思いのある地震で
あることは間違いないだろう．私事
で恐縮だが，この地震に関する私自
身の体験を少し書かせていただきた
い．地震が起こってすぐ，私自身も
地殻変動の観測のため機材を準備し
て，東京を車で出発した．京大防災
研や和歌山地震観測所を経て大渋滞
の中を深夜神戸に向かって車を走ら
せた．1 月 19 日の夜遅く，ようや
く神戸近くの小学校に到着した．学
校は避難所になっており，学校の先

生も緊急時の当直らしく，職員室に
おいでになった．事情を説明して学
校の屋上に観測機器を設置させてい
ただく許可をいただいた．深夜のこ
とだったので周囲が見えなかった
が，機材を設置することができた．
車中で仮眠をとり，明け方少し明る
くなったので屋上に上がり，周囲を
見渡したところすぐ近くのいくつか
の住宅がぺしゃんこにつぶれている
のに仰天した．しかし，同時に，こ
の情景はどこかで見たような気がす
る，という既視感を覚えた．はて，
どこでこのような情景を見たのだろ
う，としばらく考えて，思い出した．
地震学を学び始めたころ，読んでい
た教科書の中にあった福井地震で倒
壊した家屋の写真にそっくりだった
のである．福井地震は 1948 年に起
こった地震で，よく知られているよ
うに，この地震を契機に震度 7 が設
定された．そのときと同じことが目
の前で起こっていたのである．福井
地震から 50 年近くが経過して地震

学は長足の進歩を遂げたはずなの
に，“何も変わっていないじゃない
か”と絶望的な気持ちになったのを
思い出す．ところが，後になってわ
かったのであるが，学術的な調査を
行ったところ，1981 年以降に建て
られたいわゆる“新耐震基準”の建
物は，それ以前に建てられた建物に
比べ被害は格段に少なく，耐震基準
の改正は防災力の向上に役立ったと
いうことなのである．大きな地震が
発生すると，必ず被害の大きなとこ
ろに注目が集まる．しかし，それは
必ずしも“全体としていつも地震の
規模に見合う同じ規模の被害”では
なく，防災対策が着実に施されてい
れば少しずつでも被害は小さくなっ
ているのである．大きな地震が起
こったときにその進歩を実感するこ
とは難しいのだろうが，少しずつで
も防災力の向上を感じられるよう着
実にあゆみをすすめていきたいもの
である． （T.K.）
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